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要  約 

1. 国の概要 

ジンバブエ共和国（以下、「ジ」国）は、モザンビーク、南アフリカ、ボツワナ、ザンビアと国境を接す

る、国土面積 39 万 km2、人口約 1,576 万人（2016 年、UN）のアフリカ南部に位置する内陸国である。

季節は、5 月から 10 月までの乾季と 11 月から 4 月までの雨季に分れ、年間雨量は地域によって

1,000mm 以上から 500～600mm 程度の半乾燥地など多様で、調査対象地は 800mm 前後である。気

温は、国土の大半を占める標高 1000m 以上の高地では平均気温 25℃前後であり、6、７月は日中

30℃を超えるが朝晩は 10 度以下に下がるなど寒暖の差が激しく、北部の標高 400m 程度のザンベジ

川流域の低地では、35℃を超えるような乾季の大幅な気温上昇が見られる。「ジ」国は、1990 年代後

半以降、脆弱なガバナンスと経済政策の失敗により、インフレ、失業、貧困等が続いていた。さらに、

2000 年から始まった土地改革政策により、国の主幹産業であった農業の生産性が下がり、国家経済

は不振を極めた。2008 年には、過度の紙幣発行によるハイパーインフレーションによって、インフレ率

が 2 億%を超え国家経済は壊滅的な状態に陥ったが、複数外貨制（米ドル、南アフリカ ランド）の導

入、中央銀行改革、現金による予算編成等の財政改革を行い、経済混乱脱却を試みた。この改革に

より 2010 年から 2012 年までは二桁の経済成長を為し得たものの、2013 年には再び一桁の経済成長

となった。市場では米ドルが流通しているが、経済規模に比して紙幣の供給が少ないことから、「ジ」

国政府は 2016 年 11 月より 10 百万ドル相当の兌換紙幣（ボンド・ノーツ）の発行に踏み切った。「ジ」

国の一人当たり GNI は 830 米ドル（世銀、2014 年）であり、GDP 構成比は第１次産業 20.1％、第 2

次産業 25.4％、第 3 次産業 54.5％である。 

2. プロジェクトの背景、経緯及び概要 

「ジ」国は、総延長 88,100km に及ぶ道路網を有しているが、舗装道路は全体の約 20%の 17,400km

に留まり、状態も、良好 21%、通行可能 38%、通行困難 41%と大きな課題を抱えた状態にある。一方、

2009 年以降の経済安定化により自動車台数は増加を続けており、円滑で安全な道路の確保は喫緊

の課題となっている。「ジ」国政府は、2013 年 10 月からの国家経済回復計画「Zimbabwe Agenda for 

Sustainable Socio-Economic Transformation」（以下「ZIM ASSET」という）において、インフラ及び社会

施設整備（道路を含む経済インフラ）を主要4分野の1つに位置付け、道路環境の改善を重要項目と

して掲げている。本調査対象である南北回廊は、南アフリカからザンビアに抜ける南部アフリカの物

流の大動脈として、南アフリカ・モザンビークと「ジ」国との物流のみならず、より内陸のザンビア・コン

ゴ民・マラウィなどへの陸上輸送の多くを担う重要な幹線道路と位置付けられている。特に、「ジ」国首

都ハラレからザンビアとの国境チルンドに接続する同回廊の北部区間は、山間地帯を通るカーブと

起伏が多い区間であるにも拘わらず、急カーブの改善や登坂車線の設置が進んでいない片側一車

線の状態にあり、これらがボトルネックとなり、頻繁に行き来している大型輸送車両の通過時には大幅

な車速低下による交通渋滞や交通事故が頻発し、物流重要ルート上の円滑な交通への大きな阻害

要員となっている。かかる状況の下、「ジ」国政府は我が国に対し、北部山間部において登坂車線の

整備及び急カーブの改修を行う、無償資金協力「南北回廊北部区間道路改修計画」（以下「本事

業」）を要請した。本事業は、北部山間部の幹線道路の特に狭隘かつ危険な箇所に対し、登坂車線

の設置と急カーブの改修を行い、交通事故の減少や所要時間の短縮を図るものであり、ZIM ASSET

にも寄与するものとなる。本業務は、以上を踏まえ要請案件の必要性及び妥当性を確認するとともに、
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無償資金協力として適切な概略設計を行い、事業計画を策定し、概略事業費を積算することを目的

とする。 

3. 調査結果の概要とプロジェクトの内容（概略設計、施設計画・機材計画の概略） 

(1) 調査日程 

JICA は、平成 28 年 10 月 21 日から平成 29 年 6 月 11 日まで調査団を派遣した。調査団は｢ジ｣

国政府関係者と協議を行うとともに、計画対象地域における現地調査を実施し、対象区間の現況や

関連計画の進展など、要請対象区間の改修の必要性・緊急性を確認した。JICA は、2018 年 1 月 20

日から 28 日まで、ドラフトレポート説明のために調査団を「ジ」国に派遣し、「ジ」国側関係機関に概略

設計の内容を説明・協議し、概略設計の内容について理解を得て、「ジ」国側とミニッツを締結した。 

(2) 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

第１次現地調査は、要請区間として示された首都ハラレから 210km 西方のカロイ街区から、290km

地点のマクティ、313km 地点のヘルズゲートを経由し、351km 地点のザンビア国境チルンドまでの

141km 間全線及び、カロイから 259km～313km 地点の 54km 間に点在する 13 の課題区間（述べ延長

27km）について調査を実施し、定量的指標による判定及び要請額をふまえ優先度に応じた対象区

間の絞込を行った。帰国後の第１次国内作業では、改修優先度が高い300.5～313.0km 間の 12.5km

を第 2 次調査対象の推奨案としてまとめ（端部接続区間込みで 13.6km）、「ジ」国側に文書で通知し、

合意を得て第 2 時調査を実施した。帰国後の国内作業では、プロジェクト対象区間 13.6km の中の、

特に急峻な区間の低地側端部（ヘルズゲート）から、ハラレ方向に連続した 6.5km 区間（ハラレから

306.5～313.0km 間）をプロジェクト対象範囲とし、以下に示す仕様で道路を改修することとした。 

表 1 計画の概要 

項目 単位 採用値 備考
道路用地幅 m 70 (既存道路中心から左右各 35m)  

車線幅員 m 3.5 基本車線数は 2 

登坂車線幅員 m 3.5  

路肩幅 m 2.5 標準断面参照 

標準横断勾配 % 2.5 路肩も同じ 

最大片勾配 % 10  

最大縦断勾配 % ― 現況なり縦断計画 

設計速度 Km/hr 
60 [一部スポットは 40] 

 
60 ㎞/hr 40 ㎞/hr 

最小曲線半径 m 110 50  

最小曲線長 m 150 70  

緩和曲線の省略 m 1000 500 大曲率では省略 

視距（制動停止） m 80 50  

舗装タイプ   アスファルト表面処理 本線=2 層、路肩=1 層 

舗装設計寿命 年 15  

降雨確立 年 主要施設:20 年、その他:5 年, 排水施設計画のため 

道路付帯構造物   
縁石、コンクリート側溝・擁壁、防護柵、道路標
識、路面区画線、反射鋲、パーキングエリア等 

 

盛土勾配   1:1.5～4.0 (盛土高により変化)  

切土勾配 
岩 1:0.3～0.5 （岩質により変化)  

その他 1:1.0  

出典：調査団 
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4. プロジェクトの工期及び概略事業費 

以上の調査の結果、我が国の無償資金協力で本プロジェクトを実施する場合、事業実施に必要な

工期は実施設計に 4.5 ヶ月、入札関連業務に 4 ヶ月、建設工事に 21.0 ヶ月を要する。 

5. プロジェクトの評価 

(1) プロジェクト実施の妥当性 

本プロジェクト実施により、北部地域に居住する住民の利便性向上に寄与すると供に、南北回廊

が位置する、南部アフリカの物流幹線道路網の改善に寄与するものであり、協力対象事業に対して

我が国の無償資金協力で実施することの意義は大きい。また、1 日あたり約 1 件と事故発生率の高い

現状道路に対し、対象区間の速やかな改善により約 3 割程度の事故数低減が見込める。なお、これ

らの成果を長期的に機能させるための施設完成後の維持管理に関しても、｢ジ｣国実施機関のこれま

での実績や今後の取り組みを考慮すると十分に対応可能である。 

(2) プロジェクト実施の有効性 

本プロジェクトの実施により、対象区間の道路状況が改善され、安全かつ円滑な交通が確保される

ことから、｢ジ｣国北部の住民及び物流幹線を通過する利用者に対する大きな裨益効果が見込まれる。

本件を実施することにより、期待される効果を以下に示す。 

1) 定量的効果 

① 対象道路区間の整備により、速度の遅い大型車(時速 15km 程度)が登坂車線に分離されること

で、その他車両は時速 60/40km で通過できるよう改善され、通過時間が 19 分程度短縮する。 

② 対象道路区間が整備されることにより、現在の年間事故件数 110 台が 20台に減少する。 

③ 対象区間の年間 50万人以上の旅客と、500万トン程度の貨物の安全で円滑な通行に裨益する。 

表 2 定量的効果一覧 

指標 基準値（2016 年実績値） 
目標値（2023 年） 

【事業完成 3 年後】 

交通事故件数（件/年） 110 件 20 件 

対象区間の通行時間（分） 26 分（6.5km 間） 7 分（6.5km 間） 

旅客数（人/年） 51 万人 54 万人 

貨物量（ｔ/年） 430 万トン 480 万トン 

出典：調査団 

2) 定性的効果 

① 急カーブの改善により、交通の安全性・円滑性が向上する。 

② 登坂車線の付加により低速車と標準速度の車両が分離されることで、事故全体の 23%を占め

る、追い越しに起因する事故の発生防止が期待でき、安全で円滑な走行が確保される。 

③ 通過時間の短縮により、輸送コストの低減に寄与する。 

④ 道路が整備され、旅客や物流の定時性が確保されること及び周辺の観光地へのアクセスが向

上することにより、当国北部地域の発展が促進され、経済活性化及び地域格差の是正に寄与

する。 
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調査対象道路位置図 

本事業対象区間 
チルンド 

南北回廊 

マクティ

カロイ

ハラレ 

ヘルズゲート 

ベイトブリッジ 

Republic of ZIMBABWE 

要請区間全線 141km

 
マクティ 

KP290 カロイチルンド 

KP210KP351 

ヘルズゲート 

備考：KP=ハラレからの距離 (km)

ヘルズ

ゲート

ナショナル

パーク

レンジャー

宿舎

ハラレ・

マクティ

チルンド

河川

計画対象範囲 6.5km

パーク&ワイルド

ライフ事務所

凡例： 　　　　計画対象道路区間
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完成予想図 
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対象地域写真（1/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象道路の現状 

見通しの悪いカーブが連続 

対象道路の現状 

切土法面の状態（風化岩や礫混じり土砂） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象道路の現状 

路面と路肩のダメージ状況 

対象道路の現状 

路肩部のダメージ例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既存交通 

通行の 8 割を占める大型車 

大型車による交通事故(Hell’s Gate 近く) 

横転した車両（左右の事故は別々の日に発生） 
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 対象地域写真（2/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既存施設 

パイプカルバート 

既存施設 

ボックスカルバート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既存付帯施設 

道路標識の例 

材料調達 

砂調達候補地(サンドピット) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

材料調達 

路盤材調達候補地(ボローピット) 

材料調達 

砕石調達候補地(ハラレ) 
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第 1章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

(1) 道路行政の現状 

ジンバブエ共和国（以下｢ジ｣国）の幹線道路行政に関連する組織は、運輸・インフラ開発省

(Ministry of Transport & Infrastructural Development（以下 MoTID)）及び、同省道路局(Department 

of Road（以下 DOR)）である。本プロジェクトにおける先方政府機関は MoTID であり、プロジェクト実施

機関は DOR である。以下に、本事業の実施に関連する各機関を示す。 

表 1-1-1 本事業の実施に関連する各機関 

分野 官庁・機関名 

要請元 運輸・インフラ開発省(MoTID: Ministry of Transport & Infrastructural Development) 

実施機関 上記 MoTID の道路局(Department of Roads, DOR) 

環境許認可 環境・水・気候省(MEWC: Ministry of Environment, Water and Climate) 

環境管理機構(EMA: Environmental Management Authority) 

環境計画監視ユニット(EPMU: Environmental Planning and Monitoring Unit) 

免税、税負担 財務経済開発省(MoFED： Ministry of Finance and Economy Development) 

歳入庁(ZIMRA: Zimbabwe Revenue Authority) 

公共 ユ ーテ ィリ

ティ管理者 

電力公社(ZESA: Zimbabwe Electric Supply Authority) 

水公社(ZINWA: Zimbabwe National Water Authority)他 

出典：調査団 

(2) 道路の現況と課題 

1) 「ジ」国道路網の状況 

「ジ」国道路網は、総延長 88,100km の中で舗装道路は全体の

約 20%の 17,400km に留まり、道路の状態も、良好 21%、通行可能

38%、通行困難 41%と、大きな課題を抱えた状態にある。「ジ」国に

関連する、南部アフリカ地域の主要物流ルートは、南アフリカから

ジンバブエ、ザンビア等の内陸国に北上する南北ルートと、モザン

ビークから内陸国に接続する東西ルートがあり、本調査の対象区

間は南北ルートの首都ハラレ以北の 1 区間を占め、「ジ」国のみな

らず地域の発展のための非常に重要な位置付けにある。対象区

間は、南アフリカと「ジ」国の国境ベイトブリッジからハラレを通過し、

北部のザンビアとの国境チルンドに接続する南北回廊の、北部区

間であるハラレ－チルンド間の中で、最もカーブや起伏が多い山

間地帯を通過する区間であるが、急カーブの改善や登坂車線の

設置が進まず、安全で円滑な交通への大きな阻害要因となっていることから、早急な改善が望まれて

いる。 

出典：南部アフリカ地域インフラ開発 M/P 

図 1-1-1 主要国際回廊 
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1-1-2 開発計画 

(1) 国家開発計画 

「ジ」国政府は、2013 年 10 月策定の国家経済回復計画「Zimbabwe Agenda for Sustainable 

Socio-Economic Transformation、Zim Asset 2013-2018」（以下「ZIM ASSET」）において、インフラ及

び社会施設（道路を含む経済インフラ）整備を主要 4 分野の一つに位置付け、道路環境の改善を重

要な項目として掲げている。また、対象道路が一区間を占める南北回廊の改善は、「ジ」国の運輸交

通政策及び中期開発計画（MTP２０１１－２０１５）においても同様に重要な項目として示されている。

これら国家開発戦略の中で、道路網開発は持続的な成長の促進に欠かすことのできないものと位置

付けられており、幹線道路の改善・拡張、港湾・空港・開発回廊沿いの輸送施設へのアクセス性向上

が重要であると述べられている。 

(2) 道路セクター開発計画 

｢ジ｣国は、2009 年以降の経済安定化により、国内道路網の状況の改善が喫緊の課題となっている。

アフリカ開発銀行（AfDB）は、2015 年 7 月から 2017 年 3 月までの間で、道路、公共交通、鉄道、航空、

パイプライン、内陸水運カバーする全国交通総合マスタープラン調査（M/P）を実施し、2017 年 3 月

に報告書が DOR に提出された。M/P では、南北回廊をジンバブエの最重要路線と位置付け、ハラレ

以南は交通容量拡大への対処、ハラレ以北は線形不良個所への対応が喫緊の課題であるとの認識

を示している。なお、ハラレ以北で最も深刻な個所は、本計画対象区間と同様、ハラレから 313km 地

点のヘルズゲート付近であると指摘している。なお、対象区間を含む南北回廊については、2011 年

に南アフリカ開発銀行（DBSA）による、南北回廊北部区間 M/P 調査や、2013 年の南部アフリカ開発

委員会（SADC）による南北回廊の F/S 調査に於いて、現道のリハビリ・改良・複数車線化等が提案さ

れている。 

1-1-3 社会経済状況 

「ジ」国は、1990 年代後半以降、脆弱なガバナンスと経済政策の失敗により、インフレ、失業、貧困

等が続いていた。さらに、2000 年から始まった土地改革政策により、国の主幹産業であった農業の生

産性が下がり、国家経済は不振を極めた。2008 年には、過度の紙幣発行によるハイパーインフレー

ションによって、インフレ率が 2 億%を超え国家経済は壊滅的な状態に陥ったが、複数外貨制（米ドル、

南アフリカ ランド）の導入、中央銀行改革、現金による予算編成等の財政改革を行い、経済混乱脱

却を試みた。この改革により2010年から 2012年までは二桁の経済成長を為し得たものの、2013 年に

は再び一桁の経済成長となり現在に至っている。市場では米ドルが流通しているが、経済規模に比

して紙幣の供給が少ないことから、「ジ」国政府は 2016 年 11 月より 10 百万ドル相当の兌換紙幣（ボ

ンド・ノーツ）の発行に踏み切った。 

1-2 無償資金協力要請の背景・経緯及び概要 

(1) 要請の背景・経緯 

本調査対象である南北回廊は、南アフリカからザンビアに抜ける南部アフリカの物流の大

動脈として、南アフリカ・モザンビークと「ジ」国との物流のみならず、より内陸のザンビ

ア・コンゴ民・マラウィなどへの陸上輸送の多くを担う重要な幹線道路と位置付けられてい
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る。特に、「ジ」国首都ハラレからザンビアとの国境チルンドに接続する同回廊の北部区間は、

山間地帯を通るカーブと起伏が多い区間であるにも拘わらず、急カーブの改善や登坂車線の

設置が進んでいない状態にあり、これらがボトルネックとなり、頻繁に行き来している大型

輸送車両の通過時には大幅な車速低下による交通渋滞や交通事故が頻発し、物流重要ルート

上の円滑な交通への大きな阻害要員となっている。かかる状況の下、「ジ」国政府は我が国に

対し、北部山間部における登坂車線の整備及び急カーブの改修を行う無償資金協力「南北回

廊北部区間道路改修計画」（以下、「本事業」）を要請した。本事業は、北部山間部の幹線道路

の、特に狭隘かつ危険な箇所に対し登坂車線の設置と急カーブの改修を行い、交通事故の減

少、所要時間の短縮を図るものであり、ZIM ASSET にも寄与するものとなる。本業務は、以

上を踏まえ、要請案件の必要性及び妥当性を確認するとともに、無償資金協力として適切な

概略設計を行い、事業計画を策定し、概略事業費を積算することを目的とする。 

(2) 要請の概要 

「ジ」国による本調査への要請は、南北回廊の北部区間の中で、要請区間の始点として示

された首都ハラレから 210km 西方のカロイ街区から、290km 地点のマクティ、313km 地点のヘ

ルズゲートを経由し、終点の 351km 地点のザンビア国境チルンドまでの 141km 間全線及び、

カロイから259km～313km地点の54km間に点在する「ジ」国の示す13の課題区間（延べ27.3km）

について調査を実施し、定量的指標による判定及び要請額などをふまえ検討を進め、優先度

の高い区間に対し登坂車線の付加や急カーブの改善を実施することである。なお、要請では

54km間を2区間に分け、第1区間はマクティ－ヘルズゲート間5カ所(区間⑨～⑬、約9.9km)、

続く区間をマクティからハラレ側 31km 間の 8 カ所(①～⑧、約 17.4km)としている。 

(3) 現地調査と国内作業 

2016 年 10～11 月の間に実施した第 1 次現地調査では、「ジ」国より要請のあった 141km 全

線の状況調査を行い、整備優先区間選定のための「ジ」国要望やクライテリア確認と現地調

査結果の解析を進め、マクティ－ヘルズゲート間が最も整備優先度が高いと判定した。帰国

後の第１次国内作業の中で、改修優先度が高い 300.5～313.0km 間の 12.5km を第 2 次調査対

象の推奨案としてまとめ（端部接続区間込みで 13.6km）、「ジ」国側に文書で通知し、合意を

得て第2時調査を実施した。現地調査帰国後に国内作業を進め、プロジェクト対象区間13.6km

の中の、特に急峻な区間 13 の低地側端部（ヘルズゲート）から、ハラレ方向に連続した 6.5km

区間（ハラレから 306.5～313.0km 間）をプロジェクト対象範囲として概略設計を進めた。 
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出展：調査団 図 1-2-1 調査対象地域 

表 1-2-1 要請 13 区間 

区間 距離呈 区間距離   課題 

① 49.5   52.0 2.5km 急カーブ+急勾配区間が存在、51km 地点で事故頻発 

② 59.5   61.2 1.7km 急勾配区間が存在 

③ 61.2   66.4 5.2km 急勾配・急カーブ、車線拡幅が必要な区間が存在＊１ 

④ 66.5   67.6 1.1km 急勾配・急カーブ区間が存在 

⑤ 67.6   69.7 2.1km 急勾配・急カーブ、車線拡幅が必要な区間が存在＊１ 

⑥ 69.7   70.4 0.7km 急勾配区間が存在 

⑦ 72.0   74.1 2.1km 急勾配・急カーブ区間が存在 

⑧ 79.5   81.5 2.0ｋm 79.5km 地点に車線拡幅が必要な区間が存在 

⑨ 90.5   93.0 2.5km 急勾配・急カーブ区間が存在 

⑩ 94.0   94.7 0.7km 急勾配区間が存在 

⑪ 96.0   97.7 1.7km 急勾配・急カーブ区間が存在 

⑫ 97.7   98.4 0.7km 急勾配・急カーブ区間が存在 

⑬ 98.7   103.0 4.3km 急勾配・急カーブ区間が存在＊１ 

計  27.3km  

出典：調査団   備考：距離呈はカロイを 0km としたもの。ハラレ－カロイ間は 210km。*1=要請は、区間内の必要個所 

1-3 我が国の援助動向 

我が国による「ジ」国への支援は 1980 年代初頭より始まり、1999 年には、本調査対象区

間終点部の、「ジ」国とザンビアの国境に架かる「チルンド橋建設計画」が無償資金協力とし

て実施され（1999 年度 E/N 署名・締結、14.78 億円）、両国の物流改善に貢献した。本事業

の対象となる南北回廊は、第 5 回アフリカ開発会議（TICAD V）で掲げられた「回廊を軸とし

た地域総合開発」の 5大重点回廊地域に含まれる。さらに、貴機構の他事業との関係として、

ジンバブエ－ザンビア間の通関迅速化のために、ワンストップボーダーポスト（OSBP）支援

第 2 次現地調査 
対象区間 
(第 1 次は①～⑬対象) 

141km (第 1 次現地調査対象区間)

1000m 
 
 
500m 

 

対象区間となる可能性のある組合せ
1. 13区間夫々の合計 27.3 ｋｍ
2. 13区間ブロック分け 31.1 ｋｍ
3. 13区間の始終点 55 ｋｍ

2.5km (Critical
combined curve)

1.7km
5.2km

(Various sec.)

1.1km

2.1km
(Various sec.)

0.7km

2.1km
2.0km

(Widening)

2.5km
(Various sec.)

1.7km

0.7km

4.3km

0.7km
Legend
          Sharp Curve Less Than R200m
          Steep Gradient More Than 9%
   ⑩   Requested Section for Improvement

Makuti 

事故年
2 回程度 

事故月 3～4 
回程度 

DOR 維持管理 Unit
Police Park & 

Wild life 

ZPC 砕石場 

DOR 
B/P 

第 2 次現地調査 
対象区間 12.5 ㎞ 

第 2 次現地調査 
対象区間 13.6 ㎞ 

 Makuti 

KP290 

54km 38km 49km

KaroiChirundu 

KP210KP351 
舗装巾 7m 

路肩両側無し 
23 ㎞ 

舗装巾 9m (車道 7m 
路肩 1m 両側) 

舗装巾 6.8m
路肩両側無し 

31 ㎞ 

舗装巾 6.8m
路肩両側無し 

Hell’s Gate 

第 2 次現地調査 
対象区間 13.6 ㎞ 

備考：KP＝ハラレ
からの距離

KP313 
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を目的とした専門家を派遣しており、本事業との相乗効果が期待される。また、財務省（MoFED）

に対し、JICA による ODA アドバイザー派遣が行われている。 

表 1-3-1 我が国の無償資金協力実績（運輸交通分野） 

（単位：億円） 

実施年度 案件名 供与限度額 概要 

1998年 チルンド橋建設計画 30.4億円 国境にかかる橋長400mの橋の建設 

1998年 道路舗装機材整備計画 5.6億円 道路維持管理機材の供与 

1993年 地方道路整備計画 44.8億円 地方道路の7橋改修及び機材供与 

出典： JICA 公示資料 

1-4 他ドナーの援助動向 

他ドナーによる「ジ」国の道路分野への支援は、「ジ」国政府とドイツ政府の DDF（District 

Development Fund：大統領府所管の地方開発基金）への共同拠出による「地方道路計画（Rural 

Road Programme: RRP）」に基づく地方道路の開発及び維持管理や、他援助機関による以下の

支援も行われている。これら案件は、いずれも本事業とは重複しない。さらに、DOR に対す

る技術協力として、組織強化や道路安全情報管理等の情報通信技術（ICT）関連、官民連携(PPP)

関連への対応が行われている。 

 
 南部アフリカ開発銀行 (DBSA) による 200 百万米ドルのローンを用いた地方道路のリハビ

リ事業 (有償)  

 東南部アフリカ市場共同体(COMESA)、南部アフリカ開発共同体(SADC)、東アフリカ共同

体(EAC)による道路改修 (無償) 

 南部アフリカ開発銀行(DBSA) による南北回廊北部マスタープラン調査(無償)、2011 年 

 SADC による南北回廊の F/S 調査、2013 年 

 AfDB による全国交通網改善 M/P 調査、2017 年 

出典：調査団 

上記、2011 年に実施された DBSA による南北回廊北部 M/P 調査では、ハラレ－チルンド間

の道路区間毎のリハビリ・改良・複数車線化等が提案されている。また、2013 年の SADC に

よる南北回廊の F/S 調査では、南北回廊の南部区間の南アフリカとの国境ベイトブリッジ－

首都ハラレ間について想定事業費約 1300 億円、本調査対象区間を含む北部区間のハラレ－チ

ルンド間は約 900 億円としてリハビリ・改良・複数車線化等が提案されている。 

なお、現在、南北回廊の南部区間（南アフリカ国境のベイトブリッジからハラレ間）の道路

改修については、2017 年 5 月からオーストリア企業（Geiger International）による官民連

携（Pablic Private Partnership, PPP）案件が開始された。さらに、本調査対象区間を除く

北部区間（ハラレ‐ザンビア国境のチルンド間）は、2016 年に中国ローン案件として実施に

向けた協議が進められていたが、現在具体的な進展は見られない。
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第 2章 プロジェクトを取巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

「ジ｣国の幹線道路行政に関連する組織である、運輸・インフラ開発省道路局 DOR の組織概要を

以下に示す。DOR は主要 3 部門（建設・維持管理部、計画部、設計部）及び 8 個所の州事務所にそ

れぞれ責任者を配置し運営している。DOR の 2017 年度の職員定員は本庁、州事務所、中央試験室、

維持管理ユニット等への 1068 名であるが、現在は約 30%（315 名）の職員配置により業務に対応して

いる。 

 

 

 

 

 

（出典：DOR） 

 

図 2-1-1 DOR 組織図 

2-1-2 財政・予算 

DOR の歳入は、MoTID 予算、道路管理庁 (Zimbabwe National Road Administration、ZINARA）が

管理する道路基金より拠出されている。道路基金は、主に燃料税、道路通行料（現在全国で 36 カ所

設置し利用者より徴収）からの収入に依っている。直近 3 年間の DOR 予算は、2013 年と 2014 年が

＄US10million（約 11 億円）だったものが、2015 年に$US24million（約 26 億円）と倍増した。これは道

路基金の 21％を占める料金所からの収入増によっている。一方、道路維持管理費は、2014 年以降

一般財源からの予算と連動せず、道路基金の一部が DOR に拠出され、道路維持管理実施の資金

源となっている。なお、経済事情により 2014 年に半分以下に落ち込んだ維持管理予算は回復傾向

にあるものの、依然 2013 年以前の半額程度の予算での運営を強いられた状態にある（下表参照）。 

表 2-1-1 DOR の維持管理予算 

（単位：US$） 

年 財務省(MoFED) 道路管理庁(ZINARA) 総額
2011 1,404,573 100% 10,650,578 100% 12,055,151 100%
2012 25,000 2% 10,930,738 103% 10,955,738 91%
2013 76,573 5% 9,709,532 91% 9,786,105 81%
2014 -  4,650,737 44% 4,650,737 39%
2015   5,800,000 54% 5,800,000 48%
2016   6,350,169 60% 6,350,169 53%

出典：DOR  備考：％は 2011 年を 100%とした数字 

 Minister 

Deputy  
Minister 

Principal 
Director 
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Secretary 

Director of Construction & 
Maintenance 

Director of Designs

Director of Planning

8* Provincial Road Eng 

DOR 

Railway

Inland 
waterway 

Principal 
Director ZINARA 

備考： ZINARA= Zimbabwe National Road Administration (道路管理庁) 
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2-1-3 技術水準 

DOR は建設や維持管理に対する 6 分野の作業班と試験場を持ち、「ジ」国の道路維持・改善に関

連する対応を行っている。2017 年度の職員配置計画では、1,068 名の職員の 75％は維持管理関連、

19％は建設関連への配置となっている。なお、DOR は外部からの試験依頼等に対しても、材料検査

や判定などの実績を有している。さらに、現在 DOR により、ハラレ－チルンド間の新規原石山や客土

調達先の確認のための現地調査・サンプリング、中央試験室での品質確認・判定が行われている。 

表 2-1-2 DOR の技術分野への要員配置（定員） 

項目 
合計 班編成 

人員数 割合 1 割合 2 班数 １班人員数 

建設班 129 12% 
19% 

3 43 
橋梁建設班 42 4% 3 14 
路面標示線引き班 32 3% 8 4 
簡易補修班 128 12% 75% 8 16 
維持管理班 672 63% 112 6 
測量班 18 2% 2% 2 9 
中央試験所 47 4% 4% 1 47 
合計 1068 100% - 137 - 

出典：DOR 

2-1-4 既存施設・機材 

DOR の主要な業務である道路維持管理は、26 名程度で編成される作業班（責任者、作業員、運

転手）が軽車両、タンパー、トラクターなどの軽機材を用いて、道路パトロール、ルーチンの簡易補修

や、5 年毎の区間再舗装をを含む定期補修を行っている。また、DOR 職員の 4％が配置計画されて

いる中央試験室では、道路建設・補修で必要となる主要な機材を保有し、DOR に関連した各種技術

対応や、外部の民間企業からの試験依頼に対応している。 

2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況 

2-2-1 関連インフラの整備状況 

(1) 南北回廊改修計画の進展 

「ジ」国を南北に縦貫する南北回廊は、交通需要の増加及び建設から 50 年以上経過した道路劣

化への対策として、速やかな改修が望まれている。1990 年代には、道路改修のための施工業者の入

札が行われ、落札企業と実施に向けた協議が行われたものの、実施には至らなかった。現在、南北

回廊の南部区間（南アフリカ国境のベイトブリッジからハラレ間）については、オーストリア企業による

官民連携（Public Private Partnership, PPP）の実施案件として 2017 年 5 月に起工式が実施された。 

北部区間（ハラレ‐ザンビア国境のチルンド間）については、2016 年より中国のローン案件として実

施に向けた協議が進められているが、「ジ」国は同区間の一部であるハラレから西方 210km 地点のカ

ロイから 351km 地点のチルンド間を我が国への要請区間としていることから、現地調査における「ジ」

国との協議及び第1次現地調査終了後の優先区間絞込により、日本側の想定対象区間をハラレから

西方 300km 地点のマクティ郊外から、急峻区間が平坦区間に変る 313.6km 地点のヘルズゲート間の

13.6km として 2017 年 2 月に関係者への通知を行っている。 
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(2) 対象道路（カロイ-チルンド間全線 141km）の状況 

1) カロイ－チルンド間全線調査（141km） 

本計画は、要請区間の始点カロイから終点チルンドまでの 141km 全線及び、「ジ」国の示す 13 の

課題区間（述べ延長 27km）について、安全性や円滑性などの阻害要員を確認し、優先度の高い区

間をプロジェクト対象範囲として選定し、概略設計を進める必要がある。 

第１次現地調査では、141km 全線の現状を把握するために以下の調査を行い、既存道路の定量

的指標による現状判定や要請額をふまえ優先度の確認を行い、第 2 次調査の推奨区間への絞込み

を行った（ハラレから 300.5～313.0km 間の 12.5km（端部接続区間込みで 13.6km））。 

－ 既存道路の線形（カーブや縦断線形、視距）、車道・路肩の幅員 

－ 区間ごとの車速 

－ 交通量、軸重調査 

－ 路面状態 

－ 事故多発地点と、周辺の線形、路面状態 

－ 排水施設の状態、道路劣化との関連性 

2) 道路線形、視距、走行速度、幅員、路面平坦性 

2-1) 道路線形 

対象道路は、既存道路の状況から、以下の 4区間に分類される。各区間の主な特徴を以下に示す。

調査より、「ジ」国が示す課題区間が含まれる B 及び C 区間は、他の区間に比べ高い道路改良の必

要性があることが確認できる。 

表 2-2-1 既存道路の幾何構造一覧 

区間 

A 区間 
Karoi～ 

課題区間始点 

B 区間 
課題区間始点 
～Makuti 

C 区間 
Makuti 

～Hell’s Gate 

D 区間 
Hell’s Gate 
～Chirundu 

ハラレからの距離(km) 210～259 259～291 291～313 313～351 

最小曲線半径 200m 120m 40m 300m 

視距 （最小値） ―   72m 42m ―   

縦断勾配 （最大値） 5.1% 7.5% 7.6% 5.4% 

舗装幅員 （平均値） 6.７m 6.9m 7.0m 9.0ｍ 

出典： 調査団  ＊A 及び D 区間は曲線半径の小さいカーブが少なく、視距が車両走行上問題になる可能性が低いため未計測。 

2-2) 車道幅員 

上記 B 及び C 区間に点在する、「ジ」国の示す 13 の課題区間について、車道幅員調査（舗装幅）

を行った。平均幅員が最も狭いのは区間②であるが、各区間 7m 程度と差は少ない。 

 表 2 2-2 改善要請区間の横断幅員 

区間 
B 区間 C 区間 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ 
車道幅員(平均値 m） 6.8 6.7 6.8 7.0 7.2 7.0 7.0 7.3 6.9 6.9 7.3 7.6 6.9 

出典： 調査団 
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既存道路は、同国の旧規格 7/10（Seven in ten＝片側幅 3.5m

の 2 車線＋1.5m 未舗装路肩両側）である。「ジ」国は、現在の

10/10 規格（Ten in ten＝片側 3.5m 2 車線＋1.5m 舗装路肩両

側）及び 10/10 に 3.5m 登坂車線付加した構造を要請している。 

2-3) 視距  

曲線部の平面視距（制動停止視距）を確認した。各区間の視距最小値を以下に示す。速度

60km/hrの視距を満たしていない5区間の中で、区間⑬が最も視距が短く、かつ不足カーブが多い。 

表 2-2-3 各区間の最小視距 

区間 
B 区間 C 区間 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ 
視距（ｍ、最小値） 115 99 103 118 118 103 72 92 47 120 59 51 42 

出典： 調査団  備考： SATCC 基準では、設計速度に応じた必要な視距は 60 ㎞/h で 80ｍ、80 ㎞/h で 115ｍ。 

2-4) 走行速度 

登坂車線設置の検討のため、大型車の追尾調査及び走行速度計算を行い、登坂車線の設置が

必要な区間の確認を行った。登坂車線に関する基準は、日本の道路構造令（設計速度の半分となる

区間）とSATCC（設計速度から20㎞/ｈ低下する区間）で許容最低速度が異なるが、本調査での登坂

車線付加は SATCC 基準に準拠した。速度低下が著しいのはハラレ方向車線では区間④～⑬間、ザ

ンビア方向車線では区間③、⑧、⑪、⑬で 30km 以下を記録した（トレーラは 15km/ｈ程度）。 

表 2-2-4 各区間の大型車走行速度（実測値） 

区間 
B 区間 C 区間 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ 
走行速度（km/hr、ハラレ方向） 36 57 52 28 20 26 23 10 20 20 24 20 20 

走行速度（km/hr、ザンビア方向） 69 42 25 30 61 69 33 28 42 36 25 35 29 

出典： 調査団 

2-5) 路面平坦性 

141km 間の既存路面平坦性調査（IRI）の結果を以下に示す。路面平坦性は、区間⑧終点部のマ

クティを境にハラレ側とチルンド側で大きな違いが見られ、カロイ～マクティ間は、IRI 値 5m/㎞程度と

比較的平坦性が良く、走行時に振動を多少感じる程度であるのに対し、マクティ～チルンド間は IRI

値 8m/㎞程度と平坦性が悪い。 

 

 

 

 

 

 

 
出典： 調査団 

図 2-2-2 路面平坦性調査（IRI）結果 
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図 2-2-1 既存道路（7/10 仕様） 
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2-6) 交通事故の実態、及び発生地点と発生状況 

調査区間では、11 か所の事故多発地点を確認した。区間⑬や区間⑨終点部のチルンド方向車線

には、路面にブレーキ跡、路肩に窓ガラス散乱、道路外の事故車残骸など、事故が多発している形

跡が残っている。これらは、速度が出やすい下り勾配区間の直線部で勾配が変化し、直後のカーブ

視認が遅れやすいようなスポットで顕著である。なお、区間⑨では、ハラレから 300/301/302km 地点

に減速を促す路面処理（ランブルストリップ)による対策施設により、ドライバーへの注意喚起がなされ

ているものの、視線誘導ペグやマーキング等も組み合わせた対策が必要と考えられる。また、急峻な

区間⑬では、舗装表層砕石の摩耗により路面が非常に滑りやすく、危険な状態にある。以下に示す、

2016 年 1 月から 9 ヶ月間に対象区間で発生した警察の事故記録を分析すると、年間約 300 件（1 日

1 件程度）と、非常に高い事故発生率と、以下の特徴が確認された。本計画の現地調査期間中にも、

トレーラの横転や事故に伴う車両火災などが複数確認されている。 

－ 月別では、雨季の 1～3 月に事故発生が多い。 

－ 原因別では、速度超過による事故が最も多く、3 日に 1 度発生。 

－ 車種別では、普通トラックの事故が多く、2 日に 1 度発生。 

表 2-2-5 対象道路で発生した交通事故（2016 年） 

原因別 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 合計 月当り 割合 

速度超過 15 18 18 12 11 10 9 12 3 108 12.0 55% 

追い越し  1 1 3 1  2 3 2 13 1.4 7% 

故障 1  1 1 1 1 1  2 8 0.9 4% 

接近   3   1    4 0.4 2% 

動物  1 2  2 1 2  2 10 1.1 5% 

判断ミス 7 5 3  2 2 1   20 2.2 10% 

徐行無視   1  1  1 2 2 7 0.8 4% 

その他 4 3 7 2 1 1 2 4 4 28 3.1 14% 

合計 27 28 36 18 19 16 18 21 15 198 22.0  

年間推計          264   

備考： 原因別数と車種別総数との差異は、調査漏れ・転記ミス等が考えられる。      雨季 

車種別 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 合計 月当り 割合 

バス 2 1   1  1  1 6 0.7 3% 

トラック 22 12 33 13 11 14 18 14 13 150 16.7 64% 

トラック大   2 1 2 1 4 8 3 21 2.3 9% 

トレーラ 10 6 13 9 7 1   3 49 5.4 21% 

その他  1 2  1  1 1 1 7 0.8 3% 

駐車中 1    1     2 0.2 1% 

合計 35 20 50 23 23 16 24 23 21 235 26.1  

年間推計          313   

出典： ジンバブエ警察事故記録 

 

 

 

 

 

図 2-2-3 事故多発地点 出典： 調査団 
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3) 交通量・交通荷重 

3-1)  交通量調査 

対象道路の交通量調査は、2016 年 11 月 2 日(水)～8 日(火)の 7 日間連続して、カロイ郊外の 2

交差点とチルンドの計 3 カ所で実施した。カロイ郊外は 6:00-18:00 の 12 時間、チルンドでは

6:00-6:00 の 24 時間とし、調査対象車種は小型車から大型車を 9 種指定して車種別の計測を行った。

交通量調査の結果、ハラレから 210km 地点のカロイ街区のハラレ側で日 3,000 台程度（TCP1）、チル

ンド側では 2,100 台程度（TCP2）、ザンビアとの国境のチルンドでは日 700 台程度（TCP3）の断面交

通量となった。第 2 次調査の対象区間 13.6ｋｍの交通量は、カロイ以降の唯一の交差点である、マク

ティ郊外のカリバ湖方向への交差点を過ぎチルンド方向へ 10km 先に位置し、対象区間とチルンド間

での交通流出入や周辺部の開発も見られないことから、チルンドの交通量実測値と近似していると考

えられる。なお、大型車混入率は 8 割程度の高い値であり、チルンドのピーク時の交通量は午前 8 時

の 78 台/時間であった。調査結果を以下に示す。 

  表 2-2-6 交通量調査の結果 

調査地点 TCP1 TCP2 TCP3 

車種1 セダン 1,094 37% 758 36% 107 15% 
車種2 Taxi 14 0% 8 0% 2 0% 
車種3 ミニバス 55 2% 23 1% 17 2% 
車種4 大型バス 309 10% 80 4% 15 2% 
車種5 トラック2軸 678 23% 452 21% 59 8% 
車種6 トラック3軸 50 2% 39 2% 31 4% 
車種7 トレーラ4軸 24 1% 12 1% 5 1% 
車種8 トレーラ5軸 21 1% 16 1% 19 3% 
車種9 トレーラ6軸 740 25% 743 35% 473 66% 
合計 2,985 100% 2,131 100% 728 100% 

内訳 

小型車 1,108 37% 766 36% 109 15% 
バス 364 12% 103 5% 32 4% 
トラック 728 24% 491 23% 90 13% 
トレーラ 785 26% 771 36% 497 69% 

出典：調査団  備考：TC1=カロイ郊外の交差点 1、TC2=交差点 2、TC3=チルンド(対象区間に類似) 

              対象区間と類似のチルンドの断面日交通量 728 台、方向別 50%、大型車混入率 82% 

3-2) 交通量月変動 

交通量の月変動率の確認は、対象区間と同様な

傾向を示すと考えられる、カロイから 62km ハラ

レ側に位置するライオンズ・デンでの 2013 年の

計測結果を確認した。１年の内では 4 月と 12 月

にピークがあり、1 月と 2 月は少なく、その他の

月のばらつきは少ない。本調査で交通量調査を実

施した 11 月は、年平均とほぼ同数であることか

ら、月変動率は１として交通量の確認を進めた。 

3-3) 交通の伸び率予測 

AfDB 支援による交通関連 M/P（Zimbabwe National Tansport Master Plan, 2017）の報

告書は、2017 年 3 月に担当するカナダコンサルタントから DOR に提出された。同報告書で

は、オーストリア業者と「ジ」国との工事実施契約が完了したハラレ‐ベイトブリッジ間

出典： 調査団 

図 2-2-4 交通量調査地点 
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出典: 調査団  

図 2-2-5 交通量月変動 
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道路改修の影響や、ボツワナ交通 M/P（Multi-Modal Transport Master Plan, 2007）にお

けるボツワナルートからの交通量転換も考慮された交通需要予測が行われ、短期（0.5-2%、

2017～2021 年）、中期（2-5%、2021～2026 年）、長期（5-10%、2026～2036 年）の交通の伸

び率想定値が示されている。同想定の中間値（短期 1.25%、中期 3.5%、長期 7.5%）を採用

し、本計画の想定期間 2017～2036 年の交通量を算定すると、年平均 4.9%の伸び率となる。

また、国際通貨基金（IMF）算定の 2013～2022 年の近隣諸国の想定 GDP 伸び率では、ザン

ビア 4.0%、コンゴ民 4.7%、マラウィ 4.7%と類似した数値となっている。一方、南アフリ

カ開銀（DBSA）が 2012 年に実施したハラレ チルンド間を対象とした F/S では 4.5%が採用

されている。さらに、2015 から 2020 年の車両登録台数の伸び率予想は 4.9%といった関連

情報がある。これら関連情報を考慮し、本計画の車線数や舗装設計の検討では、AfDB の M/P

の平均値 4.9%を交通の伸び率として採用した。 

なお、対象区間の交通量に影響があると考えられ

る、チルンド国境施設での現在の日通過台数は 450

台程度で、約 4 割がザンビアと南アフリカ間の物流

車両である。年間の交通量変動は 8-10 月がピークで、

その他の月のばらつきは少ない。完全なワンストッ

プボーダーではない同施設は、ザンビア入国車とジ

ンバブエ入国車をそれぞれの国でチェックしているが、ザンビア側の処理能力に課題があ

り、1 日当たりの越境可能交通量には限界があるとの情報がある。よって、対象区間の交

通量はこれら条件にも影響を受けると考えられる。 

3-4) 交通荷重調査 

軸重計測は、チルンドの国境施設の重量検測所において、2016 年 11 月 5日（土）から 3

日間連続で行い、452 台の軸重計測を行った。過積載は全体の 5.5%確認され、特に 5 軸車

は 47台中 34%が過積載で、最も重いもので 1軸 12.3ton（制限荷重 8~10ton/軸の 1.5 倍程

度、他のアフリカ諸国に比べ低い）が確認された。「ジ」国では、過積載車両に対し超過料

支払いにより対処し超過分荷下しは行わないため、舗装計画には過積載の考慮が必要とな

る。 

(3) 優先工事対象区間の絞込み 

1) 道路改修優先度が高い区間 13.6km 

本計画の目標は、南北回廊の北部区間の、ハラレからザンビア方向に 210km 地点のカロイ、

290km 地点のマクティ、313km 地点のヘルズゲートを経由し、ザンビア国境チルンドまでの 141km 間

の中で、道路改修優先度が高い区間への登坂車線の付加や急カーブの改善である。目標を達成す

るために、第 1 次現地調査（2016 年 10 月）では、「ジ」国の示す 13 の課題区間に関する整備優先度

の確認を行い、区間 9～13（マクティ－ヘルズゲート間 12.5km（端部接続区間込みで 13.6km））を推

奨案として判定し、第 2 次現地調査（2017 年 2 月）の対象とした。以下に、優先区間絞り込み判定基

準（クライテリア）及び評価表を示す。 

写真 1 国境施設 
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表 2-2-7 優先区間絞り込みクライテリア及び評価表 

Criteria Karoi - Makti Makuti - Hell's Gate 
Section 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 

Road 
Safety 

Black Spot 20 0 0 0 0 0 20 0 40 0 40 0 60 
Minimum Curve 0 15 15 0 0 0 15 15 0 0 15 0 30 
Stop Sight Distance 0 15 15 0 0 10 30 15 30 0 15 15 30 
Road Width 20 20 20 10 10 10 10 10 20 20 10 10 20 
Land Use 0 0 0 0 0 0 0 10 5 5 5 5 5 

Reliability Travel Speed 10 0 10 10 20 0 20 20 20 20 10 10 20 
Total Point 50 50 60 20 30 20 95 70 115 45 95 40 165 

出典: 調査団 

第 2 次現地調査では、道路改修優先度が高い推奨区間となった、ハラレから 300.5～313.0km 間

の 12.5km（端部接続区間込みで 13.6km）について、測量、路側試掘等による舗装構成や支持力確

認、法面でのボーリング調査などを行った。さらに、道路改修のための計画諸元の検討は、設計の基

礎的な仕様について「ジ」国側（運輸・インフラ開発省道路局、Department of Roads （DOR））と技術

覚書（Technical Note）で確認した。これら調査・確認を総合し、プロジェクト対象区間を特に急峻な区

間の低地側端部（ヘルズゲート）からハラレ方向に連続した 6.5km 区間（ハラレから 306.5～313.0km

間）と選定し概略設計を進めた。本章では、第 2 次現地調査で確認した 13.6km 区間の概要を示し、

第 3 章ではプロジェクト対象区間 6.5km に対する計画の概要について示す。 

(4) 対象道路（マクティ-ヘルズゲート間 13.6km）の状況 

1) 既存舗装 

1-1) 既存路盤・路床 

本調査では、既存道路の本線端部を 250m 間隔で試掘し、既存舗装の層厚・材料、路床部の材

料・状態、地下水位位置を確認した。既存舗装は 2 層式アスファルト表面処理の下部に、層厚 50cm

程度の礫混じりの強固な上層路盤と下層路盤（支持力値 CBR60～80 程度）が確認された。また、路

床部も良好な値を示す（CBR30～15 程度）。地下水位も、深さ 1.5m 程度までの範囲では確認されず、

既存の舗装は非常に堅固で良好な状態にある。以下に試掘調査結果の概要を示す。 

表 2-2-8 既存道路の試掘結果の概要 

 

 

 

 

 
 

出典: 調査団   備考：    既存表層     上層路盤     下層路盤        上部路床      下部路床 
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1-2) 既存舗装表層 

車道部の舗装表層は、「ジ」国で一般的な 2 層式アスファルト表面

処理（Double Bituminous Surface Treatment、DBST）である。既存の

DBST 舗装は、狭幅員により大型車の車輪通過部分が固定され、同

一部分に長年繰り返し荷重を受けているものの、平坦性の確認では

轍深さ 5 ㎜以下と、良好な状態にあった。舗装の表層温度は標高の

低いマクティ～チルンドで平均 60.0 度以上あり、最大温度は 320km

付近で 70.3 度が確認された（下表参照）。一方、チルンドの通関施設手前では、大型車両が車道端

部から路肩にかけて長時間停車しているが、DBST 舗装に轍掘れは確認されなかった。 

表 2-2-9 区間ごとの舗装温度 

項目 カロイ-マクティ マクティ-ヘルズゲート ヘルズゲート-チルンド 

標高（平均値） 1,178m 963m 476m 

舗装温度（平均値） 55℃ 61℃ 64℃ 
出典: 調査団 

1-3) 既存舗装の支持力 

既存道路の支持力は、ハラレ方向・チルンド方向それぞれの車線の中央側・路肩側を 200m 間隔

でベンケルマンビームにより確認した結果を以下に示す。支持力調査の結果、81%は非常に良好また

は良好、18%が若干弱い、1%が弱い結果となり、既存道路は十分活用可能な状態が確認された。 

表 2-2-10 既存道路の支持力測定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典: 調査団 

1-4) 既存舗装の劣化原因 

当該道路の一部区間において、前回調査時（2016 年 11 月：乾期）には確認できなかった舗装の

損傷（主にポットホール）が確認された。これは雨季に入り、降雨が切土側や舗装表面から舗装下面

に浸透したことが原因であると考えられる。さらに、路面の荒れや補修跡が見られる部分を確認した

結果、道路脇の排水側溝が無く付近の雨水が集中して路側部を流下している部分や、山側から集中

した雨水が道路面を横断している部分に、路面や路肩の劣化が集中して発生しており、これらは舗

装タイプや構造に起因したものではなく、排水の影響が主因となり劣化が進行しているものと考えら

れる。 
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【既存舗装ダメージの 2 つの主因】 

ⅰ) 路肩排水の阻害： 路面排水が路肩の植物繁茂により、排水側溝への流れ込み阻害→路肩

端部に表面水集中→縦断方向に流下中に流速・流量上昇→細粒・砂洗

掘→路肩舗装端部洗掘→端部浸食進行→路肩崩壊 

ⅱ) 山側からの流水： 山側からの雨水流入→山側側溝の不備・維持管理不足→路肩・路面を

雨水が横断→端部・クラック部浸食→路盤・路床浸水→舗装崩壊 

1-5) 既存舗装の維持管理状況 

「ジ」国での道路維持管理は、雨期中は路面損傷箇所の随時修繕、雨期明けに集中的な修繕が

行われている。DOR は、保有機械を使い直営で維持管理を実施している。既存道路では、補修が比

較的頻繁に行われており、多くの区間で路肩の劣化は深刻であるものの、道路面のポットホールは

少ない。今回の準備調査においても、「ジ」国側は日本人技術者と良く議論し、現地調査にも DOR 各

技術分野の職員が随行した。また、これまでの日本の道路分野への協力は、運輸インフラ開発省、

財務省とも評価しており（運輸省との技術的な会議に、財務省の国際協力局長も同席）、今後も道路

分野での協力を広く継続して欲しい旨の要望があった。 

2) 主要構造物 

2-1) 既存排水施設 

i) 路面排水施設 

対象区間の一部では、コンクリート石貼り水路（切土側）と舗装端部でアスファルト材を盛り上げた、

アスカーブ（盛土側）と縦溝（シュート）が確認された。切土側のコンクリート石貼り水路は草木が植生

し、水路として機能不全となっているものが多くみられた。 

ii) 横断排水 

対象区間は、急峻地形による急勾配区間が多く、路面排水の条件は良好であると考えられる。対

象道路東側には Marongora 川、西側には Mureche 川が流れ、それらの支川が対象道路を横断して

いる。対象道路区間の横断排水施設は、89 箇所と 150m に１箇所程度の頻度で、ある程度密に設置

されている。構造別では、ボックスカルバート 8 カ所、パイプカルバート 81 カ所であり、特に直径 60

㎝のパイプカルバートが約 9 割を占めている。これら既存カルバートの中には、半分ほど土砂で埋ま

ったものが確認された。なお、現地聞き取りでは、対象区間の洪水や道路冠水の履歴は無かった。 

写真 4 第 2 次調査時(2017 年 2 月(雨季)) 写真 3 第 1 次調査時(2016 年 10 月（乾季）) 



 

2-11 

表 2-2-11 排水構造物の概要 

タイプ サイズ 数量 割合 備考 

パイプカルバート 600 78 88% コンクリート構造 

 900 3 3% 同上 

ボックスカルバート 3000x1500x2Cells 1 1% 同上 

 2000x2000x1cell 5 6% 同上 

 1500x1500x1Cell 2 2% 同上 

合計  89 100%  

出典: 調査団 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

   

写真 5 道路側溝 写真 6 盛土側の縦溝 写真 7 パイプカルバート 写真 8 ボックスカルバート 

2-2) 擁壁 

対象区間の一部で（311+200～311+400km 付近）、道路の谷側に石積み擁壁が確認された。本計

画では、これら擁壁の撤去・再設置は施工期間の長期化や交通開放させながらの施工への大きな影

響が懸念されることから、既存擁壁に影響の無いような線形検討が必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-3) 安全施設 

i) 路面小突起工（ランブルストリップ） 

チルンド方向車線の下り急カーブ 3 カ所（300、301、302km 地点）では、カーブ手前の舗装表面に、

幅 20 ㎝の DBST 材を 5 ㎝間隔で 10 個 1 セットとしたランブルストリップが、4～5 セット連続して設置

されている。これらは、車道全幅に渡って設置されていないため、対向車がいない場合には、通過車

両はこれらを避け走行している。 

ii) 路面反射鋲 

路面反射鋲は、25m 間隔で中央及び車道端部に壊れた残骸が確認できる。これら施設は、照明の

無い道路を夜間安全に通行するためには非常に有効と考えられるが、狭い車道幅に設置したことか

ら大型車に恒常的に踏まれることで、急速に劣化したものと考えら、これら設備を計画する場合は、幅

員不足の解消と、踏まれにくい設置位置の検討が必要となる。 

写真 9 既存擁壁区間周辺状況 

石積み擁壁諸元 
 ・構造 ：直壁タイプ
 ・高さ ：3～5ｍ 
 ・延長 ：200m 
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iii) ガードポール＋ワイア 

対象道路では、車道と道路脇の高低差が大きい区間に、ガードポール＋ワイアが設置されている。

これら施設は、過去の車両の衝突により多くがダメージを受けた状態で道路脇に残っている。ガード

ポールは太さ 18ｘ18 ㎝、高さ 80 ㎝のコンクリート製で、太さ 1.5 ㎝のワイアで結束されている。 

iv) 標識 

当該道路区間では以下に示す標識が確認された。これら標識の中には、雨季に植物が繁茂した

状態で視認性に問題のあるものが確認された。これら現地状況をふまえ、路肩の仕様や設置位置の

検討が必要と考えられる。なお、現地踏査時に、下り区間でのブレーキパッド焼けの臭気が大型車通

過時に確認されていることから、減速対策施設とともにエンジンブレーキの励行の標識を組み合わせ

るなど、設置案の検討が必要と考えられる。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

写真 10 ランブルストリップ 写真 11 路面反射鋲 写真 12 ガードポール＋ワイア 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

写真 13 案内標識 

（ツエツエ蠅対策一時停車標） 

写真 14 急勾配警戒とエンジンブ

レーキ励行標識 

写真 15 落石注意標識 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

写真 16 幅員減少標識 写真 17 曲線警戒標識 写真 18 大型車速度規制標識 

3) 道路用地・支障物件 

3-1) 道路用地 

「ジ」国の道路用地（Right of Way、ROW）は、2004 年までは、既存道路の中心線から左右 35m ず

つ合計 70ｍで設定されていた。2004 年以降は、道路中心線から左右 70m ずつ合計 140ｍへの改正
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が行われ官報で通知されている。対象道路の ROW は、官報以前の既存道路の中心線から左右 35m

ずつ合計 70ｍの範囲である。 

3-2) 既存公共設備調査 

現地調査で確認された、道路改修により移設・撤去等の影響が生じる可能性のある、対象道路沿

線の地上・埋設物に対する公共設備を以下に示す。 

i) 電線 

2000V 程度と推定される電線 3 線がチルンドに向かって道路右側に設置されており、ハラレから

302km 付近で既存道路に最も近接して電柱が建っている。これら電線は、306km の公園野生動物管

理局職員宿舎（パークレンジャーキャンプ）に接続された後、306.5km の公園野生動物管理局（パー

ク＆ワイルドライフ）事務所で終端となっている。 

ii) 水道管 

パーク＆ワイルドライフ事務所のハラレ側脇の道路を横断する排水管内に、外径 100 ㎜程度の給

水管がある。給水管は、事務所裏の溜池から事務所およびパークレンジャーキャンプへの給水と考

えられる。 

iii) 通信線 

チルンドに向かって道路左側に、多くの箇所で断線している通信線及びメタル電柱が設置されて

いる（TelOne 所有）。さらに、道路脇に光ファイバーケーブル（EcoNet 所有）が埋設されており、1km

程度の間隔で位置を示すコンクリート製のビーコンが設置されている。これら光ファイバーは、DOR と

業者の間で、道路改修により必要となった場合の業者自主移設の合意が結ばれているため、工事実

施による問題とはならない。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   

写真 19 電線 写真 20 通信線 写真 21 光ファイバー 
(さや管φ3 ㎝程度) 

写真 22 ファイバー位置 
表示杭 

4) 調達事情 

本事業で必要となる資機材（骨材、コンクリート、アスファルト、建設機材等）、労務について、現地

調達や第三国調達の可能性を検討し、調達事情（調達先、調達方法、調達期間、調達価格、品質

等）を調査した。 

表 2-2-12 調達事情の概要 

調査名 調査先 調査内容 

労務の調達 
建設業者/コンサルタ
ント 

単純・技能労働者、土木技術者の調達先、技術レベル、職種別の

賃金水準の調査 

骨材等舗装材料の調達 現地/砕石業者 
近隣骨材プラント製造品の品質、調達コストの調査、プラントヤード、

原石等の調達先・コストの調査 
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アスファルト合材及びア
スファルト乳剤 

建設業者/舗装業者 
近隣アスファルトプラント製造品の品質・調達コスト、出荷能力、材料

品質、品質管理体制、仮設プラントでの品質等 

コンクリートの調達 
生コン業者/建設業者
等 

生コンの調達可否、製造・配給状況、品質、コストの調査、及びコン

クリートプラントのリースによる現場製造の可否、コストの調査 

プレキャスト製品 製造メーカー メーカー製造品の品質・コストの調査（縁石、コンクリート管等） 

一般舗装・土工機材 建設業者/リース会社 各機材の性能・リースコストの調査 

その他資機材の調達 
建設資材販売店/建
設業者/リース会社等 

工事に必要な資機材の価格、輸入先、調達期間、輸送手段、性能

等の調査 

電力・用水調達 公共機関/建設業者 
一般電力の使用の可否、飲料水・工事用水の調達方法(上水・河川

水使用の可否、周辺での井戸の有無・水質・利用状況)の調査 

輸送能力 輸送業者 輸入手続きや陸上輸送等のコスト・日数に関する調査 

サブコン 現地の建設業者  
特殊舗装、その他の工事経験、施工能力、潜在能力、技術力、所有

機械、要員・技術者数等の調査 

用地の取得 
現地/カウンターパー
ト 

仮設建物・資材ヤード・建設ヤードの候補地の選定、ROWや迂回路

の必要性と用地取得の可能性の調査 

建設廃材の捨場等 
現地/カウンターパー
ト 

適切な建設廃材の処理方法、捨場に関する調査。（サファリ・エリア

が広がることから、十分な配慮が必要） 

出典：調査団 

2-2-2 自然条件 

（1) 地形・地質 

国土の中央には”The Great Dyke”と呼ばれる層状の超塩基性岩の岩脈が南北 550km、幅

3-12km に渡って発達している。プロジェクトサイト付近は、標高 1000m 程度の起伏のある台地から

500m 程度の標高差をもつ急峻部を経て、ザンベジ川低地部へと接続している。対象区間の土壌は

砂質土で、有機分が少なく排水性が高い性質を持つと区分されている。 

（2) 地震 

「ジ」国では、「Zambezi Basin」「Eastern Border Area」及び

「Central Region」の 3 つの地震帯が分布している。プロジェクト

サイトが位置する「Zanbezi Basin」は、「ジ」国の中で最も地震活

動が活発なエリアで、1959 年以降約 3,000 回の地震が記録さ

れている。過去最大の地震は 1963 年 9 月 23 日に発生し震度

はマグニチュード 6.1 であった。なお、STACC 基準（Bridge 

design）では、カルバート及び擁壁計画での地震動考慮の記載

は無く、日本基準でも壁高 8.0m 以下（今回の最高 H=6.50m 程

度）は耐震検討が不要である。        出典：earthquaketrack.com/ 

（3) 気象条件 

対象地域は、4 月から 10 月までの乾季と 11 月から 3 月までの雨季に分れ、年間雨量は 800mm 前

後と日本の半分程度である。1000m 以上の高地が国土の大半を占めるため、平均気温は 25℃前後

であるが、6、７月は寒暖の差が激しく、日中は 30 度を超えるが朝晩は 10 度以下に下がる。 

表 2-2-13 年間降雨量データ（「ジ」国観測所） 

Location 2010/11 2011/12 2012/13 2013/14 
Nyanga 1,154.0 791.0 1,166.3 1,327.5
Bulawayo 554.8 297.2 472.2 751.2
Kariba Airport 749.1 755.9 675.1 790.2

図 2-2-6 地震発生位置 

対象道路区間
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Harare(Belvedere) 731.1 984.9 1,062.4 797.0
Gweru(Thornhill) 861.6 475.8 488.5 861.1
Beitbridge 402.6 215.7 574.9 414.1

出典：Fact & Figures 2015, Zimbabwe National Statistic Agency   単位：mm 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：http://en.climate-data.org/ 

図 2-2-7 プロジェクトサイトの気温、降雨量 

(4) 自然条件調査 

1) 地形測量 

対象路線の測量作業項目は下表のとおりである。 

表 2-2-14 地形測量の作業項目 

作業項目 数量 備考 

測量準備 1 式  

基準点敷設 30 箇所 0.5km 毎程度 

基準点測量 30 箇所 対象区間ﾄﾗﾊﾞｰｽ基準、起終点含む 

地形測量 90ha 対象道路区間 幅 70m 

境界測量 1 式  

2) 土質・材料調査 

道路建設に必要となる材料の調達可能性判定と運搬距離確認のため、土取場候補地の盛土

材料と原石山候補地の砕石の材料試験を行った。また、計画道路の基礎部地盤の性質判定の

ために既存車道脇を 250m 間隔で試掘し、ピット試掘時にサンプリングを行い、関連試験を実

施した。 

表 2-2-15 土質・材料調査の概要 

作業項目 数量 備考 

(1) 現地材料サンプリング 6 箇所 原石山 1 箇所、砂 2 箇所、土取り場 3 箇所。 

(2) 室内試験 

原石山 1 サンプル 

 
砂 2 サンプル 
 
土取り場 3 サンプル 

原石山サンプル：粒度、比重・吸水率、すりへり、安定度、
扁平度、アルカリシリカ反応 
砂サンプル：粒度、比重・吸水率、有機物含有、砂等価、安
定度、アルカリシリカ反応 
土取り場サンプル：粒度、比重、自然含水比、液性限界・塑
性限界、線収縮、ｱｯﾀｰﾍﾞﾙｸﾞ、CBR、有機物 

(3) 現況舗装構造調査 
試掘調査：室内試験： 

60 サンプル 
250m 毎（深さ 1.5m、層厚、材料タイプ、含水状態、地下水
位確認） 粒度、比重、液性限界・塑性限界、ｱｯﾀｰﾍﾞﾙｸﾞ、
CBR、有機物 

出典: 調査団 

Karoi                                    Chirundu

出典：調査団 
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3) 既存舗装、ボーリング調査 

本調査では、既存路面のたわみ量をを 200m 間隔で測定し、試掘結果と併せて対象地の舗装・地

盤状態の把握を行った。さらに、急カーブ改善が必要と考えられる区間では、岩掘削跡が見られる山

側法面への掘削が多く発生すると想定されるため、ボーリング調査により、岩質の変化を把握し設計

に反映させる方針とした。ボーリング結果では、節理のある風化岩から中硬岩が確認された。 

表 2-2-16 既存舗装調査の概要 

作業項目 数量 備考 

  ﾍﾞﾝｹﾙﾏﾝ試験 13km 200m 毎に路面支持力計測 

動的貫入試験 150 箇所 
路肩側 100m 毎に動的貫入試験（DCP）実施 

（地下水が確認された場合は必要に応じ簡易試掘を行い水位確認） 

現道路面調査 15km 路面の状態評価（PSI 調査）。 

機械ボーリング 20m 2 箇所(309.75, 311.15km)、標準貫入試験、不攪乱サンプル採取 

出典: 調査団 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：調査団                  図 2-2-8 ボーリング調査結果 
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Year/Month 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 Max
2000 ‐ ‐ ‐ ‐ 0 0 0 0 0 11 24.4 36.2 36.2
2001 43.7 20.4 44.2 0 0 0 0 0 0 20 27.7 44.2
2002 67.1 36.1 48 0 0 0 0 0 0 23.5 27.5 67.1
2003 54 24.7 42.1 0.7 0 0 0 0 0 0 45.6 61.1 61.1
2004 83 31.5 14.8 2.8 0 0 0 0 0 37.3 31.7 51.2 83
2005 39.4 68.1 58.5 0.4 0 0 0 0 0 0 29.5 50.7 68.1
2006 74 31.2 33.4 0.4 0 0 0 0 0 4.3 31.9 14 74
2007 52.2 15.5 62.1 0.3 0 0 0 0 0 0.3 13.5 54 62.1
2008 28.1 22 62.2 0.6 0 0 0 0 0 0.9 45.5 57.2 62.2
2009 29.8 48.6 19.4 0.4 0 0 0 0 0 0 37.9 68.2 68.2
2010 38.3 18.7 29.6 1.3 0 0 0 0 0 0 45.5 71 71
2011 45.8 63.2 77 1.4 0 0 0 0 0 0 41.2 35.4 77
2012 53.1 27.8 47.2 18.6 0 0 0 0 0 1.2 25.8 47.5 53.1
2013 26.1 78.6 9.7 0.4 0 0 0 0 0 26.9 8.7 39.5 78.6
2014 28.9 54 30.1 ‐ 0 0 0 0 0 0.4 6 38.8 54
2015 26.2 33.5 42.3 0.3 0 0 0 0 0 5.2 12.3 33.4 42.3
2016 32.8 ‐ ‐ ‐ 0 0 0 0 0 1.7 18.4 93 93

4) 水文・排水施設 

4-1) 対象地域の降雨 

対象区間近郊の観測所（Kariba）と、首都ハラレ近郊の観測

所の近年（2000 年～2012 年）の降雨データを以下に示す。対

象地区の日最大降雨量は、例年 100 ㎜/日以下であり、ハラレ

と比較すると半分以下と「ジ」国内でも降雨量が比較的少ない

地域である。なお、車道脇に 250m 間隔で行った試掘ピットで

の確認では、道路表面から 2m までに地下水位は無かった。ま

た、対象道路で過去に道路冠水は発生していない、との聞き

取り結果であった。 

4-2) 降雨強度 

降雨強度算定の基礎データとして、2000 年 5 月～2016 年 12 月間の Kariba 空港の降雨観測デー

タ（日最大降雨量）を DOR より入手した。 

表 2-2-17 日最大降雨量(mm/day) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典: 調査団 

4-3) 排水施設の設計計画年 

設計計画年は、『ジ』国の設計マニュアル及び SATCC に記載がなかったため、DOR との協議によ

り、道路側溝は 5 年、横断排水施設は 20 年確率の適用を確認した。 

2-2-3 環境社会配慮 

(1) 本事業の環境社会配慮 

「ジ」国政府の要請書に基づく JICA のスクリーニングの結果、本調査開始時のカテゴリ分類は、「カ

テゴリ B」に分類されている。本準備調査の環境社会配慮調査は、JICA「環境社会配慮ガイドライン

（2010 年 4月版）（「JICA ガイドライン」）に基づき実施されたものである。本報告書の内容は、JICA「環

境社会配慮 カテゴリ B 案件報告書執筆要領（2011 年 6 月時 未定稿）」に基づく。 

0.0
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出典: 調査団 

図 2-2-9 年別日降雨量の変化 

ハラレ 

 

カリバ 
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(2) ベースとなる環境社会の状況 

1) 土地利用 

本調査の対象区間は、標高 1,490m

に位置する「ジ」国の首都ハラレから北

西方向に延びる標高 1,000～1,200m の

Mashonaland West 県の高地に位置し、

隣国ザンビアとの国境があるザンベジ川

の河岸の標高 400m のチルンドまでを結

ぶ南北回廊の北部区間（300+000 から

313+600）である。ジンバブエの行政単

位は、州（Province）、郡（District）、管

区（Ward）、地区（Area）、村（Village）の

階層に分かれ、本事業の対象区間は、

Mashonaland-West 県、Hurungwe 郡、

第 7 管区の行政区域に含まれる。

Makuti を過ぎた 300+000 から本調査の対象区間が始まり、Hurungwe サファリ・エリアの中を通過し、

標高 1,000m の高地から標高 400m のザンベジ河の低地に向かって急勾配を下る Zambezi 

Escarpment の終点 313+600 の Tse Tse Controle Gate 付近で本調査の対象区間が終了する。 

2) 自然環境 

2-1) 国立公園等 

対象道路は、「ジ」国の Hurungwe サファリ・エリア（2894.0 km2）内を通過している。「ジ」国の土地

所有形態1のうち、National Parks and Wildlife Land に分類される国立公園等を含む国有地の管理に

係る法令については、公園・野生動物法（Parks and Wild Life Act, Chapter 20:14）に規定されており、

当該地域の生態系の状況や、目的・用途に応じて1) National Park（国立公園）、2) Botanical Reserve 

/ Botanical Garden（植物保護区・植物園）、3) Sanctuary（鳥獣保護区）、4) Safari Area（サファリ・エリ

ア）、5) Recreational Park（レクリエーションパーク）の五つの地域に分類される。このうち、「National 

Park（国立公園）」と「Sanctuary（鳥獣保護区）」については、野生動植物の生態系保護の観点から、

地域内の動植物の捕獲や持ち出しなどの行為が厳しく規制されている。一方、サファリ・エリアについ

ては、当該地域に生息する動植物を、狩猟などのレジャーやレクリエーションの活動のために供する

ことを目的に設けられた施設であり、狩猟権の割り当て制度の下、条件付きで狩猟行為が許可されて

いる他、学術研究、公共目的、住民の安全確保を目的とした野生動物の狩猟・捕獲も認められている

ことから、環境的にセンシティブなエリアには該当しない。サファリ・エリアの管理については、環境・

水・気候省の国立公園・野生動物局の傘下の公園及び野生動物管理局（Parks and Wildlife 

Management Authority）が行っている。サファリ・エリア内の道路工事等の公共工事や開発行為に係

る規制は、特に明文化されていないものの、EIA の事前協議の過程で、公園・野生動物管理局の同

                                                   
1 表 2.3.3「ジ」の土地所有形態 

出典：Environmental Management Agency 

図 2-2-10 対象道路周辺の地形 

対象道路
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意（Acknowledgement of Construction）が必要であり、対象となるインフラ事業の特性に応じて、必要

な緩和策が定められる。 

2-2) IUCN の保護地区等 

国際自然保護連合（IUCN）の Protected 

Planet データベース2では、対象道路が通過す

る Hurungwe サファリ・エリアが、カテゴリ VI の資

源保護区（Protected area with sustainable use 

of natural resources）に分類されている。 

IUCN のカテゴリ VI の資源保護区域内では、

地域のエコシステムと生態系の保存と併せ、伝

統的な方法を用いた文化や天然資源の管理シ

ステムが求められる、としており、自然保護と持

続可能な開発の両面に対して有益なエコシス

テムの保存と持続可能な天然資源の利用を目

標に掲げている。なお、カテゴリ VI の資源保護

区は、我が国の保安林に相当3し、我が国の保

安林については、都道府県知事の許認可の下、土地の形質変更等の一定の開発行為が認められて

いる。 

2-3) 生物多様性等 

① 動物相 

国際自然保護連合（IUCN） のレッドリストに掲載されている「ジ」国の絶滅危惧種等については、

下表のとおり。対象道路が通過する Hurungwe サファリ・エリア内には、赤字で示した野生動物の生息

が認められる。このうち、Hurungwe サファリ・エリアを管理する Marongora 公園管理事務所のパークレ

ンジャーへのヒアリングによると、準絶滅危惧種（NT）に分類されているブラウンハイエナとレパードに

ついては、本事業の対象区間より Chirundu 側のザンベジ川流域の低地の平原を主な生息域にして

おり、対象区間のある丘陵地帯で見かけることは非常に稀である。 

VU（絶滅危惧 II 類）に分類されているアフリカ象については、ケニアやタンザニアなどの東アフリカ

の国々においては、ワシントン条約4における絶滅危惧種として、狩猟・取引が厳しく規制された

Appendix I5に分類されている一方、ナミビア、ジンバブエ、ボツワナ、南アフリカの 4 ヵ国においては、

近年、個体数が増え過ぎて人畜に被害が出るなど、ワシントン条約における絶滅の恐れの低い

Appendix II に分類されている。同様にライオンについても、ワシントン条約における絶滅の恐れの低

い Appendix II に分類されている。 

                                                   
2  https://www.protectedplanet.net/ 
3 「保護区と地域住民の共生」 米田政明（平成 17 年 7 月）JICA 国際協力総合研修所 
4  ワシントン条約：絶滅のおそれのある野生動植物の種の国際取引に関する条約（Convention on International 

Trade in Endangered Species of Wild Fauna and Flora: CITES）ジンバブエも批准。 
5  https://cites.org/eng/app/appendices.php 

Hurungwe サファリ・エリア 

出典：IUCN Protected Planet データベース 

図 2-2-11 対象道路周辺の IUCN の保護地区等
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表 2-2-18 「ジ」国の絶滅危惧種等 

FAMILY SCIENTIFIC NAME COMMON NAME IUCN CATEGORY

Manidae Manis teminckii
(Smutsia teminckii) Pangolin LC

Muridae Aethomys silindensis Silinda Rock Rat DD
Hystricidae Hystrix cristata Crested Porcupine LC
Canidae Lycaon pictus African Wild Dog EN
Lutrinae Mellivora capensis Honey Badger LC
Viveridae Civettictis civetta African civet LC

Hyaena brunnea Brown Hyaena NT
Proteles cristata Aardwolf LC
Acinonyx jubatus Cheetah VU
Panthera leo Lion VU
Panthera pardus Leopard NT
Felis silvestris Wild Cat LC
Caracal caracal Caracal LC

Elephantidae Loxodonta Africana African Elephant VU
Ceratotherium simum White Rhinoceros NT
Diceros bicornis Black Rhinoceros CE

Hippopotamidae Hippopotamus amphibious Common Hippopotamus VU
Hippotragus equines Roan Antelope LC
Hippotragus niger Sable Antelope LC
Kobus ellipsiprymnus Waterbuck LC
Sylivicapra grimmia Common Duiker LC
Syncerus caffer African Buffalo LC
Tragelaphus angasii Nyala LC
Tragelaphus oryx Common Eland LC
Tragelaphus scriptus Bushbuck LC
Tragelaphus strepsciceros Greater Kudu LC

Muscicapidae Swinnertonia swinnertoni Swinnerton’s Robin VU
Falconidae Falco naumanni Lesser Kestrel VU
Gruidae Grus carunculatus Wattled Crane VU
Psittacidae Agarponis nigrigenis Black‐cheeked Lovebird VU
Crocodylidae Crocodylus niloticus Nile Crocodile LC

Hyaenidae

Felidae

Rhinocerotidae

Bovidae

 
出典：環境省報告書 

保護状況は国際自然保護連合（IUCN） のレッドリストのカテゴリに従って分類 

EX: 絶滅、EW: 野生絶滅、CR: 絶滅危惧 IA 類、EN: 絶滅危惧 IB 類、VU: 絶滅危惧 II 類、 

NT: 準絶滅危惧、LC:軽度懸念、DD:情報不足 

アフリカ象及びライオンについては、「ジ」国の国内法上も特別保護動物（Specially Protected 

Animal）には指定されておらず、サファリ・エリア内では、一定の管理の下、狩猟が認められており、ア

フリカ象については、年間 500 頭程度が、個体数の調整の為、狩猟・捕獲が認められている。 

なお、サファリ・エリア内では、対象道路を通行する車両と道路を横断する野生動物との衝突事故

が発生している一方、野生動物の移動を妨げる道路フェンス等を設けることは認められておらず、事

故を予防するためには、減速標識の設置等の他の対策が必要である。 

② 植物相 

「ジ」国の環境・水・気候省（Ministry of Environment, Water and Climate: MoEWC）は、2010 年 12

月に生物多様性保全に係る報告書6を取り纏めており、本事業の対象地域は、「ジ」国の生態系地域

区分上の Central Ecoregion に分類されている。同地域の支配的な植生は、Zambezia Miombo を主と

                                                   
6 Zimbabwe’s Fourth National Report To the Convention on Biological Diversity, Ministry of Environment & natural 

resources Management Republic of Zimbabwe, December 2010 
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する灌木林であり、生態学的に重要な植生の分布はみられない。また、本事業の基本設計について

は、既存の道路用地（RoW）内で計画を行なっており、拡幅や道路線形の変更など、プロジェクト実施

に伴う道路用地外の樹木伐採は生じない見込みである。 

 
出典：環境省報告書 

図 2-2-12 「ジ」国の生態系地域区分 

③ 鳥類 

「ジ」国には、650 種を超える鳥類が生息しており、国立公園を中心に複数の重要鳥類地域

（Important Birds Areas: IBAs）が指定されている。IUCN によると、「ジ」国には、2 種類の絶滅危惧種

（Madagascar Pond Heron／学名 Ardeola idea、White-winged Flufftail／学名 Sarothura ayresi）が生

息しているものの、「ジ」国内での観察記録は、非常に稀である。本調査の対象区間周辺には、重要

鳥類地域はない。 
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出典：環境省報告書 

図 2-2-13 「ジ」の重要鳥類地域（Important Birds Areas: IBAs） 

2-4) 文化遺産等 

「ジ」国の埋蔵文化財を含む文化遺産の管理は、ジンバブエ国立博物館（National Museums and 

Monuments of Zimbabwe: NMMZ）が行っている。本事業の対象地域は、これまでに埋蔵文化財の発

掘調査等が行われていない為、EIA の中で国立博物館による埋蔵文化財調査（考古学学芸員の目

視による現地踏査）を行う必要がある。埋蔵文化財調査の範囲は、原則として、事業の敷地から半径

3km の範囲が対象になるが、国立博物館へのヒアリングによると、道路工事の場合は、実際に工事の

影響（舗装、切土、盛土、等）が及ぶ範囲に絞って調査を行うことも可能とのことである。なお、保護の

対象となる文化遺産には、先史時代の岩絵などの考古学遺跡から、鉱山跡地などの近代産業遺産

までが含まれる。国立博物館へのヒアリングによると、本事業の対象地域であるザンベジ川流域のザ

ンビアとの国境地帯には、未確認の先史時代の岩絵や 18～19 世紀のポルトガルやドイツの銅鉱山

の跡地も点在しているとのことである。 

3) 経済社会状況 

3-1) マクロ経済 

「ジ」国は、2000 年以降、極度の経済混乱が生じ、2002 年には経済成長率がマイナス 12.1%を記

録。その後、2003 年に 600 %、2006 年 4 月には 1,000 %を超えるハイパーインフレが生じ、食料・物資

の深刻な不足等により国民生活は悪化した。2009 年の複数外貨制の導入以降、経済状況は回復

傾向を示しているものの、2013 年の GDP は 135 億 USD、一人当たり GDP は 1,028 USD と、近隣の

南アフリカ共和国（一人当たり GDP 6,889USD）やボツワナ（一人当たり GDP 7,125USD）と比較すると、

依然として相対的に低い水準に留まっている。 
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出典：国家統計局 

図 2-2-14 「ジ」国の GDP の推移 

3-2) 識字率 

「ジ」国政府は、これまで特に基礎教育に力を入れてきた結果、識字率は、他の途上国に比べ、突

出して高く、アフリカ大陸の中では、南アフリカを上回り、最も高い識字率を誇っている。 

 
出典：国家統計局 国勢調査 2012 年 

図 2-2-15 「ジ」国の県別識字率 

3-3) 貧困率 

本事業の対象地域であるMashonaland‐West県のHurungwe郡の貧困率は、87.9%と「ジ」国の他の

郡と比べて相対的に高い。Hurungwe 郡の中でも、本事業の対象区間が含まれる中央部、南部の管

区の貧困率が特に高くなっている。 
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出典：国家統計局、世界銀行、UNICEF Zimbabwe Poverty Atlas August 2015 

図 2-2-16 「ジ」国の郡ごとの貧困率の分布 

本事業の対象地域である Mashonaland‐West 県内の郡ごとの貧困世帯数の分布で見ても、本事業

の対象区間が含まれる Hurungwe 郡は、最も貧困世帯数が多い。これは、Hurungwe 郡には、零細な

家族経営の小規模な農業に従事する農家の集落が多いことにも起因している。 

 
出典：国家統計局、世界銀行、UNICEF Zimbabwe Poverty Atlas August 2015 

図 2-2-17 本事業の対象地域の郡ごとの貧困世帯の分布 

3-4) 社会構造 

本調査の対象区間が始まる 260+000～270+000km 付近の Nyamakate 地区には、それまで白人が

経営するプランテーションで小作人として農業に従事していた農家が、1980 年の独立後の政府の定

住化政策の下、国から国有地の使用権（Offer Letter）を与えられ定住化して、主にタバコ、メイズ、綿

花等の商品作物の栽培を行なっている農村村落が道路の両側に点在している。 
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(3) 「ジ」国の環境社会配慮制度・組織 

1) 環境社会配慮に関連する法令や基準等 

1-1) 環境影響評価（EIA） 

「ジ」の EIA のプロセスを、図 2-2-18 に示す。「ジ」国の EIA の手続きについては、環境管理法

（Environmental Management Act, Chapter 20:27）に規定されており、同法第 97 項に EIA の対象とな

るセクターが挙げられている。 

本事業は、「6. Infrastructure」セクターのうち、「Highway」に該当する為、原則として、EIAの実施及

び承認が求められる。「ジ」国の EIA のプロセスは以下のとおり。 

① 目論見書（Prospectus）の作成 

EIA に先立ち、事業主は、EIA の要否を審査するための書類として、事業及び EIA の概要を記載し

た目論見書（Prospectus）を、環境管理庁（EMA）のジェネラル・ダイレクター（DG）宛てに提出する必

要がある。目論見書は、他国の初期環境影響評価（Initial Environmental Evaluation: IEE）と同等のも

のである。目論見書の必要記載事項は、以下のとおり。 

 事業概要 

 事業の現況（F/S、基本設計、実施設計、実施段階、等） 

 想定される環境影響の概要 

DG は、20 営業日以内に目論見書のレビューを行なった上、仮に目論見書の承認が下りた場合

でも、EIA の実施に係る付帯条件が課される場合がある。目論見書のレビューの結果の一つとして、

EIAの過程で協議を行なうべきステークホルダーについても、EMAが特定した上、リストアップされる。 

② EIA の免除に係る特例 

目論見書のレビューの結果、以下の条件を満たした事業については、EIA の実施が免除される。 

 環境影響が限定的であり、容易に管理が可能である事業 

 環境影響の範囲及びその対策が明確に事業計画に盛り込まれている事業 

  大規模な住民移転が生じない事業 

 公立公園、湿地帯、商業用農地、特定保護地域、絶滅危惧種の生息地等のセンシティブエ

リアの中で実施されない事業 

 著しい環境汚染物質や廃棄物の排出を伴わない事業、等 

EIA が免除された場合、事業主は、EIA に代わり、環境管理計画書（Environmental Management 

Plan: EMP）を作成する必要がある。 

他方、本事業は、EIA が義務付けられる特定事業（高速道路）に該当するため、EIA の免除に係る

特例は適用されない。 

③ EIA 報告書の必要記載事項 

EIA 報告書は、以下の内容を網羅しなくてはならない。  

 事業内容及び工事等の実施段階で実施される活動の詳細な説明 
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 事業対象地の選定理由 

 事業が環境に及ぼす直接的、間接的、累積的、短期・長期的な環境影響の詳細な説明 

 負の環境影響を緩和するための具体的対策の内訳 

 負の環境影響をモニタリングするための方策の特定と説明 

 事業が他国を含む広域に影響を与える可能性及び環境に係るダメージを最小限に抑える

ための対策 

 事業主が EIA 報告書を作成する際の方法論 

④ EIA 認証 

環境管理庁（EMA）は、EIA 報告書の提出日から 60 営業日以内に EIA 報告書のレビューを行なっ

た上、EIA 報告書が承認された場合は、DG により、EIA 認証が発効される。EIA 認証の有効期限は、

発効日より 2 年間である。 

⑤ パブリック・コンサルテーションの実施プロセス 

「ジ」国では、EIA の過程でパブリック・コンサルテーションを実施することが義務付けられている。パ

ブリック・コンサルテーションは、主として、特定された事業の環境社会影響、及びそれに対する緩和

策が、被影響住民（PAPs）にとって受け入れ可能なものであるかどうかを検証することに重点を置いて

いる。パブリック・コンサルテーションは、質問票形式、グループディスカッション、コミュニティーや地

域の代表者への公式／非公式の面談などを通して実施される。 
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出典：SADC Environmental Legislation Handbook 2012 

図 2-2-18 「ジ」の EIA のプロセス 

1-2) 環境基準等 

道路関連事業に関わる「ジ」国の主な環境基準は、下表のとおり。 
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表 2-2-19 「ジ」の主な環境基準 

項目 法令・基準 

大気質 

 Environmental Management Act (Chapter 20:27) , Sections 57–59 

 SI No. 72 of 2009 

水質  Environmental Management Act (Chapter 20:27) , Sections 63–68 

廃棄物 

 Environmental Management Act (Chapter 20:27) , Sections 69–76 

 Waste and Solid Waste Disposal Regulations, SI No. 6 of 2007 

 Hazardous Substances, Pesticides and Toxic Substances Regulations, SI No. 12 of 2007 

出典：調査団 

1-3) 「ジ」国の土地所有形態 

「ジ」国の土地所有形態は、下表のとおり。このうち、本調査の対象区間に接する土地は、National 

Parks and Wildlife Land（サファリ・エリア）、A1 及び A2（Nyamakate 地区の集落内の農地、宅地）に分

類され、全て国有地に含まれている。 

表 2-2-20 「ジ」の土地所有形態 

大分類 小分類 解説 国有／私有 監督官庁 

Forestry Land － 国有林 

国有地 

環境・水・気候省 
Ministry of 
Environment, Water 
and Climate 

Mining Areas － 国有鉱山 
鉱山・資源開発省 
Ministry of Mines and 
Mining Development 

National Parks 
and Wildlife Land － 国立公園、サファリ・エリア、

等 

公園及び野生動物管理

局 
Parks and Wildlife 
Management Authority 

Communal Land － 
伝統的な部族により管理が行

われている部族の共有地（旧

Tribal Trust Land） 

国土・地方住民移転省 
Ministry of Lands and 
Rural Resettlement 

Subsistence 
Agricultural 
Resettlement 
Areas 

A1 住民に使用権が認められた小

規模農業用途に供する国有地 

Village 
定住化政策により移転住民に

使用権が認められた宅地用途

に供する国有地 

Commercial 
Agricultural Areas 

State 
Land 

商業農業用途に供する国有地 

A2 

Offer Letter により住民に使用

権が認められた商業農業用途

に供する国有地 
 

Private 
Land 

私有の商業農業用途に供する

土地 私有地 
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大分類 小分類 解説 国有／私有 監督官庁 

Urban Land 

State 
Land 

公共施設等の用途に供する国

有地 国有地 地方自治体・公共事業・

住宅省 
Ministry of Local 
Government, Public 
Works and National 
Housing 

Private 
Land 

民間の施設、住宅等の用途に供

する土地 私有地 

出典：調査団 

1-4) 用地取得・住民移転手続き 

南北回廊（ハラレ－チルンド間）のうち、ハラレから 140km の地点（チノイ付近）までの道路用地

（RoW: Right of Way） は、2004 年の官報（Government Gazette Vol. LXXXII, No.78, 24th September, 

2004）により、道路中心線から左右 70m 合計 140ｍの範囲に設定されている。 

他方、本調査の対象区間（カロイ－チルンド間）については、旧基準の道路中心線から左右 35m

ずつ合計 70ｍの範囲で設定されたままであり、現在（2016 年 11 月）、道路中心線から左右 70m 合計

140ｍの範囲に拡幅する改正手続きの最中である。 

RoW 内は、国有地であり、RoW 内の住宅等の恒久的構造物（Permanent Structure）の建築は禁止

されているため、RoW 内で計画を行う限り、原則として用地取得や恒久的構造物（Permanent 

Structure）の移転に伴う補償は発生しない。 

他方、RoW 外の不動産については、道路の拡幅等の公共事業の実施に伴い用地取得や、恒久

的構造物、農地等の移転が発生した場合は、当該用地が私有地の場合は、用地及び恒久的構造物

が補償の対象となり、当該用地が国有地の場合は、代替地が手当てされた上、恒久的構造物のみが

補償の対象となる。 

不動産の移転に伴う補償額の算定に当たっては、公共事業の事業主が、地方自治体・公共事業・

住宅省（Ministry of Local Government, Public Works and National Housing）もしくは、国土・地方住民

移転省（Ministry of Lands and Rural Resettlement）に事業計画、及び収用・撤去が必要となる私有財

産の内訳を申告した上、指定の土地家屋診断士（Evaluator）の査定により、補償額が決定され、国庫

から補償額が支払われる。 

なお、「ジ」国の不動産の補償額の査定は、原則として市場価格に基づいて行われている。 

1-5) JICA ガイドラインとの乖離及びその解消方法 

JICA ガイドラインと「ジ」国の環境社会配慮関連法令の比較は、下表のとおり。 

表 2-2-21 JICA ガイドラインと「ジ」国の環境社会配慮関連法令の比較 

項目 JICA ガイドライン 
「ジ」国の 

環境社会配慮関連法令 
乖離及びその解消方法 

環境影響評価 
（EIA） 
項目 

大気、騒音・振動、水質、

土壌、廃棄物、生態系、自

然環境、文化遺産、用地取

得・住民移転、少数民族、

生計、工事安全管理、等 

大気、騒音・振動、水質、

土壌、廃棄物、生態系、自

然環境、文化遺産、用地取

得・住民移転、少数民族、

生計、工事安全管理、等 

EIA の過程における大気

質、水質、土質の分析等の

ベースライン調査など、

JICA ガイドラインと比

べ、より具体的かつ厳格な

影響評価が求められてお

り、特に乖離は無い。 

ステーク 開発ニーズの把握、環境面 「ジ」国の EIA 法では、「目 「ジ」国の EIA 法では、「目
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ホルダー 
協議 

での問題の所在の把握及び

代替案の検討について、早

い段階から、相手国等が現

地ステークホルダーとの協

議を行う。 

論見書（Prospectus）」の審

査段階で EIA 時に事前協議

が必要なステークホルダー

が EMA により特定された

上、EIA の過程でパブリッ

ク・コンサルテーションを

実施し、ステークホルダー

からのコメントを EIA 報告

書に反映することが義務付

けられている。また、事業

や EIA 等の計画に対する任

意の関係者からの「異議申

し立て（Appeal）」のプロセ

スについても明文化されて

いる。 

論見書 Prospectus）」の審

査段階でステークホルダ

ーが特定されるなど、

JICA ガイドラインに比

べ、より具体的なステーク

ホルダー協議のプロセス

が規定されており、特に乖

離は無い。 

出典：調査団 

(4) 「ジ」国の環境社会配慮に関わる関係機関の役割 

「ジ」国の環境社会配慮に関わる関係機関とその役割は、下表のとおり。 

表 2-2-22 「ジ」国の環境社会配慮に関わる関係機関 

組織名 主な役割 

環境・水・気候省 
Ministry of Environment, Water and 
Climate 
(MoEWC) 

・ 環境管理に関する各種規制・管理、環境保全に関する各種調

整・モニタリング、及び環境汚染のコントロール 
・ 環境管理に係る教育、住民の意識啓発の促進 
・ 環境管理政策の策定と実施監理 

国家環境審議会 
National Environmental Council 

・ 環境管理庁（EMA）が行う政策策定、及び実施決定に対する各

種アドバイス 
・ 環境管理計画及び環境アクションプランのガイドラインのレ

ビューと環境大臣に対する各種提言 
・ 国が定める各種環境政策、計画、基準のレビュー 

環境管理庁 
Environmental Management 
Agency 
(EMA) 

・ 大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、振動・騒音、廃棄物管理、等

の環境基準の策定 
・ EIA 報告書のレビュー、承認、モニタリング 
・ 生態学的に脆弱な生態系の管理と利用の規制と監視、等 

環境管理委員会 
Environmental Management Board 

・ 環境経済、汚染対策、廃棄物管理、土壌、上下水道、等の専門

家で構成される環境管理庁の運営管理を担う委員会 

公園及び野生動物管理局 
Parks and Wildlife Management 
Authority 

・ 国立公園、サファリ・エリア等の保護地域の管理、及び固有の

動植物の保護、管理を担う機関 
・ サファリ・エリア内のインフラ事業、開発行為等の許認可機関 

地方自治体・公共事業・住宅省 
Ministry of Local Government, 
Public Works and National Housing 

・ 地域計画、都市計画の策定、及び計画区域内の各種開発行為の

調整を担う機関 

国土・地方住民移転省 
Ministry of Lands and Rural 
Resettlement 

・ インフラ事業に伴う農村部の住民移転、用地取得、補償手続き

の審査・認証を担う機関 

地域開発・文化遺産省 
Ministry of Rural Development and 
Preservation of National Cultural 
Heritage 

・ 歴史的建造物、自然・文化遺産、考古学遺跡等の管理 
・ インフラ事業に伴う考古学遺跡等の地下埋設物等の確認 
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鉱山・資源開発省 
Ministry of Mines and Mining 
Development 

・ インフラ事業に伴う埋蔵鉱物資源の確認 
・ 道路法面の岩掘削（ブラスト工事）に伴う爆薬の使用に関わる

許認可機関 

ジンバブエ国立博物館 
National Museums and Monuments 
of Zimbabwe 

・ 歴史的建造物、自然・文化遺産、考古学遺跡等の管理 
・ インフラ事業に伴う考古学遺跡（先史時代の岩絵など）等の地

下埋設物等の確認 

出典：調査団 

(5) 代替案（ゼロオプションを含む） 

本事業の代替案の検討に当たり、事業を実施しない場合（ゼロオプション）と Plan-A から Plan-C ま

での合計四つのオプションについて、環境社会配慮、交通安全等の観点から比較検討する。 

表 2-2-23  代替案の比較 

項目 
ゼロ 

オプション 
Plan-A Plan-B Plan-C 

計画概要 

事業を実施し

ない場合 
 

設計速度を60㎞/hに設

定し、優先度の高い区

間を連続的に改良する

計画。 
設計速度に応じた幾何

構造とするためには部

分的に大規模な土工や

橋梁が必要になる。 

 
設計速度を60㎞/hに設

定するものの、大規模

な土工や橋梁が必要に

なる区間は設計速度を

40 ㎞/h に低下させる計

画。 

 
要請区間の中で優先度

が高い区間を断続的に

改良する計画。 

コスト － 

大規模な土工や橋梁が必

要になり、コストが増加

するため、改良区間が相

対的に短くなる。 

大規模な土工や橋梁を削

減し、コストの削減が可

能となり、改良区間が相

対的に長くなる。 

複数の施工業者が入る場

合、工程調整が必要とな

り、管理コストが増加す

る可能性がある。 

汚染対策 

B-: 
道路排水よる

周 辺 の 水 質

（表流水／地

下水）への影

響が蓄積され

る。 

A-: 
規模の大きな地形の変更

が生じ、水象に影響を与

える可能性がある。 
重機や爆薬等による掘削

工事に伴う騒音・振動の

影響が想定される。 

B+: 
適切な排水設備を設置す

ることにより、道路排水

よる周辺の水質（表流水

／地下水）への影響が緩

和される。 

B+: 
適切な排水設備を設置す

ることにより、道路排水

よる周辺の水質（表流水

／地下水）への影響が緩

和される。 

自然環境 

D: 
影響はない。 

A-: 
大規模な土工や橋梁が必

要になり、相対的に規模

の大きな樹木の伐採が生

じる可能性がある。 

D: 
場合によっては、ROW 内

の樹木の伐採が生じるも

のの、生態系への顕著な

影響は想定されない。 

D: 
場合によっては、ROW 内

の樹木の伐採が生じるも

のの、生態系への顕著な

影響は想定されない。 

社会環境 
D: 
影響はない。 

D: 
著しい影響はない。 

D: 
著しい影響はない。 

D: 
著しい影響はない。 

道路性能 
D: 
改善されない。 

A+: 
平面速度設計に優れる。 

B+: 
平面速度設計が一部遅く

なる。 

B+: 
平面設計速度の設定がで

きない。 

交通安全 
D: 
交通円滑化と

安全が改善さ

B+: 
最危険地域が改善されな

A+: 
最危険地域の改善が行わ

B+: 
未改良区間と改良区間が
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項目 
ゼロ 

オプション 
Plan-A Plan-B Plan-C 

れない。 い。 れる。 混在し、安全性に劣る。

比較結果  負の環境影響が大きい。 最も望ましい。 改良の効果が低い。 

A+/-: 著しい正／負の影響が想定される、B+/-: 一定の正／負の影響が想定される 
C: 正／負の影響が不明、D: 正／負の影響は無い（現状維持） 

出典：調査団 

(6) スコーピング 

本事業の実施に伴い、想定される環境社会影響は、下表のスコーピング（案）のとおり。 

表 2-2-24 スコーピング（案） 

No. 影響項目 
予測評価 

環境社会影響の内容 
工事中 供用後 

1.  汚染対策 

1 大気質 B- D 

【工事中】  
 工事車両からの粉塵や排ガスの影響が想定される。 
【供用後】  
 本事業に伴う交通量の増加は想定されず、プロジェク

トが更に大気汚染を悪化させる状況は想定されない。 

2 水質 B- B- 

【工事中】 
 必要な対策を講じない場合、コンクリート工事や舗装

工事に伴う排水による周辺の水質（表流水／地下水）

への影響が想定される。 
【供用後】 
 道路の拡幅及び排水設備の設置による降雨時の排水量

の増加が想定される。 
 適切な排水設備を設置しない場合、道路排水の影響に

よる周辺の水質（表流水／地下水）への影響が想定さ

れる。 

3 廃棄物 B- D 

【工事中】 
 工事現場からの廃棄物、建設残土、廃材、等の発生が

想定される。 
【供用後】 
 本事業に伴う交通量の増加は想定されず、プロジェク

トが更に廃棄物を増加させる状況は想定されない。 

4 騒音・振動 B- D 

【工事中】 
 工事車両による資材搬出入、重機や爆薬等による掘削

工事に伴う騒音・振動の影響が想定される。 
【供用後】 
 本事業に伴う交通量の増加は想定されず、プロジェク

トが更に騒音・振動を増長する状況は想定されない。 

2. 自然環境 

1 保護区 D D 
 本事業の対象道路は「ジ」国の野生動植物保護の規制

対象となる国立公園（National Park）や鳥獣保護区

（Sanctuary）には近接していない。 



 

2-33 

No. 影響項目 
予測評価 

環境社会影響の内容 
工事中 供用後 

2 生態系 C C 

【工事中】 
 希少種の生息区域の確認が必要。 
 ROW 内の樹木の伐採が生じるものの、生態系への顕著

な影響は想定されない。 
【供用後】 
 希少種の生息区域の確認が必要。 

3 水象 D D 

【工事中】 
 小規模な橋梁工事（ボックスカルバートの敷設、等）

が生じる可能性があるものの、工事に伴う水象への影

響は想定されない。 
【供用後】 
 周辺の水象への影響は想定されない。 

4 地形・地質 B- B- 

【工事中】  
 登坂車線の追加による道路拡幅や、急カーブ区間の道

路線形の変更等の改修に伴い切土や盛土が生じる可能

性がある。 盛土の土取り場（ボローピット）や残土の

土捨て場において一定の影響が生じることが想定され

る。 

3. 社会環境 

1 住民移転 C C 

【工事中】 
 住民移転・用地取得の有無の確認が必要。 
 工事中の資機材置場等として一定の土地（1ha 程度）

を借用する必要がある。 
【供用後】   
 住民移転・用地取得の有無の確認が必要。 

2 生活・生計 C C 

【工事中】 
 住民移転・用地取得の有無の確認が必要。 
【供用後】 
 住民移転・用地取得の有無の確認が必要。 

3 文化遺産 D D  本調査の対象区間の周辺には、登録文化遺産等は存在

しない。 

4 景観 D D  本調査の対象区間の周辺には、景観上配慮が必要な地

区等は存在しない。 

5 
少数民族 
先住民族 

D D 
 本調査の対象区間の周辺には、少数民族・先住民族等

の配慮が必要なマイノリティー等は、存在しない。 

6 労働環境 B- D 

【工事中】 
 本調査の対象区間の工事においては、急峻な崖地での

土工事や爆薬等を用いた法面の掘削工事等を伴う可能

性があり、作業員の安全管理に特段の注意を要する。 

4. その他 

1 工事中の影

響 B- D 
【工事中】 
 適切な迂回路の設置や交通誘導等により、工事期間中

の交通事故を回避しなければならない。 

2 モニタリン B+ B+ 【供用後】 
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No. 影響項目 
予測評価 

環境社会影響の内容 
工事中 供用後 

グ  道路改修後の交通事故の減少、交通量の変化、走行速

度の変化について、事業効果のモニタリングが必要。 

A+/-  著しい正／負の影響が想定される 
B+/- 一定の正／負の影響が想定される 
C    正／負の影響が不明 
 D    正／負の影響は無い 

出典：調査団 

(7) 環境社会配慮調査の TOR 

上記のスコーピング（案）に基づき、環境社会配慮影響が想定される項目ごとの環境社会配慮調

査の TOR は、下表のとおり。 

表 2-2-25 環境社会配慮調査の TOR（案） 

No. 影響項目 調査項目 調査方法 

1. 汚染対策 

1 大気質 

1) 環境基準  
2) 工事中の影響 
3) 供用後の影響 

1) 法令（基準値、監督機関） 
2) 施工方法の確認（工事車両の影響） 
3) 交通需要予測及び排出基準に照らし

た将来的な汚染の有無 

2 水質 

1) 水質基準  
2) 工事中の影響（表流水、地下水） 
3) 供用後の影響（表流水、地下水） 

1) 法令（基準値、監督機関） 
2) 施工方法の確認（工事に伴う排水の

種類、処理方法） 
3) 排水設備の計画の確認 

3 廃棄物 
1) 産業廃棄物等の処理基準 
2) 建設工事に伴う廃棄物の処分方法 

1) 法令（基準、監督機関） 
2) 施工方法（既存工事の例） 

4 騒音・振動 

1) 環境基準 
2) 工事中の影響 
3) 供用後の影響 

1) 法令（基準値、監督機関） 
2) 施工方法（法面の岩掘削等）の確

認、影響を受ける施設、住宅等の

確認 

2. 自然環境 

1 生態系 
1) 絶滅危惧種等 
2) 開発行為に係る規制内容 

1) 環境管理庁へのヒアリング 

2 地形・地質 
1) 工事中の影響 
2) 土取り場、土捨て場の位置、範囲 

1) 施工方法（切土、盛土、運搬方法、

処分方法、等） 
2) 道路管理者へのヒアリング 

2. 社会環境 

1 住民移転 

1) 住民移転・用地取得の範囲・規模 
2) 法制度 

1) 現地踏査による範囲・規模の確認 
2) 法令（手続き、補償、監督機関） 
3) 過去の補償状況 
4) インベントリー調査、生計調査 
※ 2)～4)については、用地取得・住民移転

が発生する場合に実施 
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No. 影響項目 調査項目 調査方法 

2 生活・生計 

1) 住民移転・用地取得の範囲・規模 
2) 補償制度 

1) 現地踏査による範囲・規模の確認 
2) 法令（手続き、補償、監督機関） 
3) 過去の補償状況 
4) インベントリー調査、生計調査 
2)～4)については、用地取得・住民移転が発

生する場合に実施 

3 労働環境 

1) 安全対策 1) 施工方法（仮設工、法面保護工、

通行止め、迂回路、交通誘導、等） 
2) 関係者へのヒアリング 
3) 類似事例の調査 

3. その他 

1 工事中の影

響 

1) 工事中の安全対策（近隣住民等へ

の影響の有無） 
2) 供用後の安全対策（交通安全） 

1) 施工方法（工事期間、工事の曜日・

時間帯、工事車両の台数、等） 
2) 交通量、走行速度、安全標識、等 

出典：調査団 
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(8) 環境社会配慮調査結果 

本調査の対象区間ごとの状況、及び環境社会配慮面の特記すべき事項は、以下のとおり。 

なお、現時点では、本事業の無償資金協力の対象区間は、区間 11～13 を予定しており、区間 1

～10 については、本邦の無償資金協力事業による支援の実施は、未定である。 

区間番号 1 距離程 (Km 
peg) 259+500 – 262+000 区間延長 2.50 km 

道路状況 スピードの出し過ぎにより、チルンド方面への下り坂の S 字カーブを曲がりきれな

い車両の事故が多発している区間 

出典：Google Earth Pro 

環境社会配慮面

の特記事項 

チルンド方向左側に Nyamakate 地区の Mike 村の集落等が道路に近接している

（264+400 付近）ものの、RoW 内（道路中心線から左右 70m の範囲）には移転が

必要になるような恒久的構造物（Permanent Structure）は無い。道路の拡幅等の線

形計画によっては、集落の墓地の移転が生じる可能性がある。 

 

区間番号 2 距離程 (Km 
peg) 269+300 – 271+000 区間延長 1.70 km 

道路状況 チルンド方面への S 字カーブ 

出典：Google Earth Pro 

環境社会配慮面

の特記事項 

Nyamakate 地区には、白人が経営するプランテーションの小作人として農業に従事

していた農家が、1980 年の独立後の政府の定住化政策後、国から国有地（サファリ・

エリア）の土地使用権（Offer Letter）を与えられ、定住化した農村村落が点在。複

数の恒久的構造物や農地が RoW 内に認められるものの、線形計画により回避可能。 

チルンド方向左側に対象道路がサファリ・エリア（Charara サファリ・エリア）内に

入ったことをドライバーに注意喚起する標識が立っている（270+500 付近）。 

 

事故多発箇所 

Mike 村 
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区間番号 3 距離程 (Km peg) 271+000 – 276+200 区間延長 5.20 km 

道路状況 チルンド方面へのカーブが連続する区間 

出典：Google Earth Pro 

環境社会配慮面

の特記事項 

対象道路は、サファリ・エリア内を通過。 

谷地のカーブ区間で道路の拡幅を行う場合、場所によっては、一定規模の切土、盛

土、及び樹木の伐採が必要になる。 

事業の実施に伴い恒久的構造物や農地の移転などが生じる被影響住民は想定されな

い。 

 

区間番号 4 距離程 (Km peg) 276+600 – 277+700 区間延長 2.10 km 

道路状況 チルンド方面への S 字カーブが連続している区間 

出典：Google Earth Pro 

 

環境社会配慮面

の特記事項 

対象道路は、サファリ・エリア内を通過。 

谷地のカーブ区間で道路の拡幅を行う場合、場所によっては、一定規模の切土、盛

土、及び樹木の伐採が必要になる。 

事業の実施に伴い恒久的構造物や農地の移転などが生じる被影響住民は想定されな

い。 
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区間番号 5 距離程 (Km peg) 77+400 – 279+500 区間延長 2.10 km 

道路状況 チルンド方面への S 字カーブ 

出典：Google Earth Pro 

 

環境社会配慮面

の特記事項 

対象道路は、サファリ・エリア内を通過。野生動物の横断に対するドライバーの注

意を喚起するための標識が立っている（278+200 付近）。 

道路の拡幅を行う場合、場所によっては、一定規模の切土、盛土、及び樹木の伐採

が必要になる。 

事業の実施に伴い恒久的構造物や農地の移転などが生じる被影響住民は想定されな

い。 

 

区間番号 6 距離程 (Km peg) 279+500 – 280+200 区間延長 0.70 km 

道路状況 チルンド方面への S 字カーブ 

出典：Google Earth Pro 

 

 

環境社会配慮面

の特記事項 

対象道路は、サファリ・エリア内を通過。 

道路の拡幅を行う場合、場所によっては、一定規模の切土、盛土、及び樹木の伐採

が必要になる。 

事業の実施に伴い恒久的構造物や農地の移転などが生じる被影響住民は想定されな

い。 
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区間番号 7 距離程 (Km peg) 282+200 – 284+300 区間延長 2.10 km 

道路状況 チルンド方面への S 字カーブ 

出典：Google Earth Pro 

環境社会配慮面

の特記事項 

谷地のカーブ区間で道路の拡幅を行う場合、場所によっては、一定規模の切土、盛

土、及び樹木の伐採が必要になる。 

事業の実施に伴い恒久的構造物や農地の移転などが生じる被影響住民は想定されな

い。 

2016 年 10 月の現地調査中に道路を通行する車両のドライバーのたばこの火の不始

末が原因の山林火災が目撃された。 

 

区間番号 8 距離程 (Km peg) 289+000 – 291+000 区間延長 1.00 km 

道路状況 マクティの街を通過する区間 
警察の検問用の車両の駐停車スペースが必要 

出典：Google Earth Pro 

 

環境社会配慮面

の特記事項 

対象道路は、Makuti の街を通過。 

チルンド方向左側にホテル及びガソリンスタンドが道路に近接（291+000 付近）し

ているものの、線形計画により回避可能。 

警察施設前の道路上（289+000 付近）で常時検問が行われており、駐停車した車両

が道路上に滞留しているため、車両の駐停車スペースの設置が要請されている。 

 

警察施設 

ホテル、ガソリンスタンド 
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区間番号 － 距離程 (Km peg) 297+000 – 300+000 区間延長 3.00 km 

道路状況 道路を通行する車両と道路を横断する野生動物の衝突事故が多発している区間 

出典：Google Earth Pro 

環境社会配慮面

の特記事項 

対象道路は、サファリ・エリア内を通過。 

チルンド方向右側に野生動物の水飲み場になっている小規模ダムがあり、道路を通行

する車両と道路を横断する野生動物の衝突事故が多発している。 

事業の実施に伴い恒久的構造物や農地の移転などが生じる被影響住民は想定されな

い。 

 

区間番号 9 距離程 (Km peg) 300+500 – 303+000 区間延長 2.50 km 

道路状況 チルンド方面への下り坂の急カーブが連続する区間 
S 字カーブを曲がりきれない事故が最も多発している区間 

出典：Google Earth Pro 

環境社会配慮面

の特記事項 

本事業の対象区間中、最も多くの事故が多発している区間。 

Makuti 警察へのヒアリングによると、過去の降雨時に、S 字カーブを曲がり切れな

い車両が側壁に衝突する事故が、同一箇所で 2 時間当たり 5 件発生している。道路

脇には事故車両の残骸が、数多く散乱している。 

カーブ区間で道路の拡幅を行う場合、場所によっては、一定規模の切土、盛土、及

び樹木の伐採が必要になる。 

 

野生動物との衝突

事故多発区間 

事故多発箇所 

事故多発箇所 

小規模ダム 
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区間番号 10 距離程 (Km peg) 303+900 – 304+600 区間延長 0.70 km 

道路状況 チルンド方面への下り坂の S 字カーブ 

出典：Google Earth Pro 

 

環境社会配慮面

の特記事項 

対象道路は、サファリ・エリア内を通過。 

道路の拡幅を行う場合、場所によっては、一定規模の切土、盛土、及び樹木の伐採

が必要になる。 

事業の実施に伴い恒久的構造物や農地の移転などが生じる被影響住民は想定されな

い。 

 

区間番号 11 距離程 (Km peg) 305+800 – 307+500 区間延長 1.70 km 

道路状況 チルンド方面への下り坂のカーブ 

出典：Google Earth Pro 

環境社会配慮面

の特記事項 

対象道路は、サファリ・エリア内を通過。沿道にサファリ・エリアの管理事務所及

びパークレンジャーのキャンプが在る。 

道路の拡幅を行う場合、場所によっては、一定規模の切土、盛土、及び樹木の伐採

が必要になる。 

事業の実施に伴い恒久的構造物や農地の移転などが生じる被影響住民は想定されな

い。 

 

パークレンジャ

ーのキャンプ 

サファリ・エリア 
管理事務所 
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区間番号 12 距離程 (Km peg) 307+500 – 308+200 区間延長 0.70 km 

道路状況 チルンド方面への下り坂の S 字カーブ 

出典：Google Earth Pro 

環境社会配慮面

の特記事項 

対象道路は、サファリ・エリア内を通過。一部区間に登坂車線が設けられている。 

道路の拡幅を行う場合、場所によっては、一定規模の切土、盛土、及び樹木の伐採

が必要になる。 

事業の実施に伴い恒久的構造物や農地の移転などが生じる被影響住民は想定されな

い。 

 

区間番号 13 距離程 (Km peg) 309+300 – 313+600 区間延長 4.30 km 

道路状況 チルンド方面への下り坂の急カーブが連続する急峻なザンベジ坂の区間 

出典：Google Earth Pro 

環境社会配慮面

の特記事項 

対象道路は、サファリ・エリア内を通過。回転半径の小さなカーブが連続する本事

業の対象区間中、最大の難所。 

道路の拡幅を行う場合、場所によっては、一定規模の切土、盛土、及び樹木の伐採

が必要になる。 

事業の実施に伴い恒久的構造物や農地の移転などが生じる被影響住民は想定されな

い。 

 

 

事故多発箇所 
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(9) 影響の評価及び緩和策の検討 

1) 影響評価 

環境社会配慮調査の結果に基づく本事業の実施に伴う、環境社会配慮影響の評価結果は、下表

のとおり。 

なお、現時点では、本事業の無償資金協力の対象区間は、区間 11～13 を予定しており、以降の

影響評価、緩和策、及び環境社会配慮チェックリストについては、本事業の無償資金協力の対象区

間のみを対象に評価・検討を行なうものとする。 

表 2-2-26 影響評価 

No. 影響項目 

スコーピング時の 

影響評価 

調査結果に基づく 

影響評価 評価理由 

工事中 供用後 工事中 供用後 

1. 汚染対策 

1 大気質 B- D B- D 

【工事中】 
 工事車両から一定の粉塵や排ガス

の影響が想定される。 
【供用後】 
 本事業に伴う交通量の増加は想定

されず、プロジェクトが更に大気汚

染を悪化させる状況は想定されな

い。 

2 水質 B- B- B- B- 

【工事中】 
 コンクリート工事や舗装工事に伴

う排水による周辺の水質（表流水／

地下水）への影響が想定される。 
【供用後】 
 道路排水の影響による周辺の水質

（表流水／地下水）への影響が想定

される。  

3 廃棄物 B- D B- D 

【工事中】  
 工事現場からの廃棄物、建設残土、

廃材、等の発生が想定される。 
【供用後】 
 本事業に伴う交通量の増加は想定

されず、プロジェクトが更に廃棄物

を増加させる状況は想定されない。 

4 騒音・振動 B- D B- D 

【工事中】 
 法面の掘削工事の施工方法として

発破工事（爆薬使用）を採用する場

合は、騒音・振動の影響が想定され

る。 
【供用後】 
 本事業に伴う交通量の増加は想定

されず、プロジェクトが更に騒音・

振動を増長させる状況は想定され

ない。 

2. 自然環境 
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No. 影響項目 

スコーピング時の 

影響評価 

調査結果に基づく 

影響評価 評価理由 

工事中 供用後 工事中 供用後 

1 保護区 D D D D 

 本事業の対象道路は「ジ」国の野生

動植物保護の規制対象となる国立

公園（National Park）や鳥獣保護区

（Sanctuary）には近接していない。 

2 生態系 C C B- B- 

【工事中】 
 本事業の対象道路は野生動物の生

息区域内を通過しているため、工事

車両と道路を横断する野生動物と

の衝突事故が想定される。 
 場合によっては、ROW 内の樹木の

伐採が生じるものの、生態系への顕

著な影響は想定されない。 
 工事員のたばこ等の火の不始末等

により山火事が発生することによ

り、周辺の生態系に著しいダメージ

を与える可能性がある。 
【供用後】 
 本事業の対象道路は野生動物の生

息区域内を通過しているため、道路

を通行する車両と道路を横断する

野生動物との衝突事故が想定され

る。 
 野生動物の生息域内の道路に野生

動物の移動を妨げるフェンスやガ

ードレール等を設置した場合、生態

系に深刻な影響を与える恐れがあ

る。 

3 水象 D D D D 

【工事中】 
 本事業の対象区間の周辺には下流

水域の水質の悪化を招くような河

川の支線等は無い。 
 小規模な排水路用のボックスカル

バートの改修、舗装及びコンクリー

ト工事に用いる貯水池からの取水、

河川周辺の砂の採取が生じるもの

の、いずれも限定的であり、工事に

伴う水象への影響は想定されない。 
【供用後】 
 周辺の水象への影響は想定されな

い。 

4 地形・地質 B- B- B- B- 

 登坂車線の追加による道路拡幅や、

急カーブ区間の道路線形の変更等

の改修に伴い切土や盛土が生じる

可能性がある。  
 土砂採取場については、許認可取得

済みの稼働中の既存の DoR の土砂

採取場を使用する。 
 土捨て場については、掘削時の土砂

を RoW の範囲内の盛土に用いるこ

とにより、新たな土捨て場は生じな
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No. 影響項目 

スコーピング時の 

影響評価 

調査結果に基づく 

影響評価 評価理由 

工事中 供用後 工事中 供用後 

い。 
【供用後】 
 周辺の地形・地質への影響は想定さ

れない。 

3. 社会環境 

1 住民移転 C C D D 

【工事中】 
 本調査の対象区間は全て国有地に

指定されており、原則として用地取

得は想定されない。 
 本調査の対象区間には、住宅関連施

設や農地は存在せず、本事業に伴う

住民移転は想定されない。 
 工事中の資機材置場等として一定

の土地（1ha 程度）を借用する必要

がある。 
【供用後】   
 本調査の対象区間には、住宅関連施

設や農地は存在せず、本事業に伴う

住民移転は想定されない。 

2 生活・生計 C C D D 

【工事中】 
 本調査の対象区間には、住宅関連施

設や農地は存在せず、本事業に伴う

生活・生計への影響は想定されな

い。 
【供用後】 
 本調査の対象区間には、住宅関連施

設や農地は存在せず、本事業に伴う

生活・生計への影響は想定されな

い。 

3 文化遺産 D D D D 

 「ジ」国政府が実施した EIA におい

て埋蔵文化財調査を実施した結果、

特に配慮を要する文化財等は存在

しないことを確認した。 

4 景観 D D D D 
 本調査の対象区間の周辺には、景観

上配慮が必要な地区等は存在しな

い。 

5 
少数民族 
先住民族 

D D D D 
 本調査の対象区間の周辺には、少数

民族・先住民族等の配慮が必要なマ

イノリティー等は、存在しない。 

6 労働環境 B- D B- D 

【工事中】 
 本事業の対象道路は、野生動物が生

息しているサファリ・エリア内を通

過しているため、工事員が野生動物

に襲われないためのレンジャーの

配置などの対策が必要である。 
 本事業の対象道路の工事において

は、崖地での土工事や爆薬等を用い

た法面の掘削工事等を伴う可能性
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No. 影響項目 

スコーピング時の 

影響評価 

調査結果に基づく 

影響評価 評価理由 

工事中 供用後 工事中 供用後 

があり、作業員の安全管理に特段の

注意を要する。 

4. その他 

1 工事中の影

響 B- D B- D 

【工事中】 
 適切な迂回路の設置や交通誘導等

により、工事期間中の交通事故を回

避しなければならない。 

2 モニタリン

グ B+ B+ B+ B+ 

【供用後】 
 交通事故の減少、交通量の変化、走

行速度の変化について、事業効果の

モニタリングが必要。 

A+/-  著しい正／負の影響が想定される 
B+/- 一定の正／負の影響が想定される 
C    正／負の影響が不明 
D    正／負の影響は無い 

出典：調査団 

2) 緩和策 

上記の影響評価の結果、負の環境社会影響が予測されるものについて、下表のとおり緩和策及び

緩和策を実施する際の実施体制を提言する。 

表 2-2-27 緩和策 

No. 影響項目 緩和策 実施体制 費用 

I. 汚染対策 

1 大気質 

 「ジ」国の排ガス排出基準を満たす工事

車両を使用する。 
 資機材運搬車両から資材の砂や粉塵が

飛散しないよう荷台をシートで覆う。 
 工事車両、重機の走行に伴い砂や粉塵が

飛散しないよう、周囲の状況に応じて散

水を行う。 

コントラクター N/A 

2 水質 

 現場工事事務所等の工事関連施設から

は、汚水を公共水域に排水しないよう、

下水道が整備されている場所に設置し

た上、下水道が整備されていない場合

は、オイルトラップ、浄化槽等の適切な

設備を用いる。 

コントラクター N/A 

 盛土部、切土部は掘削時の表土で覆い、

現地の植生を回復することにより土壌

流出対策を行う。 

計画段階（B/D、D/D） 
コントラクター 

110,000 USD 

3 廃棄物 
 現場工事事務所等の工事関連施設から

発生する廃棄物は、指定業者が収集し、

指定廃棄物処分場において処分する。 
コントラクター N/A 

4 騒音・振動  法面の岩掘削に使用する爆薬の使用範

囲を最小限に抑える。 コントラクター N/A 
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No. 影響項目 緩和策 実施体制 費用 

II. 自然環境 

1 生態系 

 野生動物の移動経路の遮断、生息地の分

断に繋がる侵入防止フェンス等の障壁

の設置は認められていない為、野生動物

との衝突事故等の予防策として、ドライ

バーの注意を喚起するための標識を設

置する。 

計画段階（B/D、D/D） 7,000 USD 

2 水象 

 コンクリートや舗装工事に使用する水

については、十分な水量の確保できる既

存の貯水池から取水する。 
 工事事務所で使用する限定的な量の飲

料水については、井戸から取水する。 

計画段階（B/D、D/D） 5,000 USD 

3 地形・地質 

 土砂採取場については、許認可取得済み

の稼働中の既存の DoR の土砂採取場を

使用する。 
 土捨て場については、工事に伴う残土を

RoW の範囲内の盛土に用いることによ

り、新たな土捨て場は生じない。 
 十分な地質調査を行なった上で適切な

工事方法を選択し、盛土、切土等による

土砂崩壊や地滑りを防ぐための適切な

対策を講じる。 
 盛土部、切土部は掘削時の表土で覆い、

現地の植生を回復することにより土壌

流出対策を行う。 

計画段階（B/D、D/D） 110,000 USD 

III. 社会環境 

1 住民移転 － － － 

2 文化遺産 
 EIA の中で国立博物館による埋蔵文化

財調査（考古学学芸員の目視による現地

踏査）を行う。 

EIA の調査対象に含め

る － 

3 景観 － － － 

4 労働環境  工事員が野生動物に襲われないようレ

ンジャーを配置する。 
計画段階（B/D、D/D） 

DoR 
150,000 USD 

IV. その他 

1 工事中の

影響 

 道路工事に伴い一定の騒音・振動、濁水、

粉塵、廃棄物等が生じるため、粉塵防止

の散水や廃棄物の管理を徹底する。 
コントラクター 「I.」に計上 

2 モニタリ

ング 

 EIA と同時に作成するモニタリング計

画書の付帯条件（報告が必要な項目、報

告方法、頻度等）に従い、モニタリング

を実施する。 

DoR 
コントラクター 

－ 

出典：調査団 
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(10) 環境管理・モニタリング計画（案） 

計画、工事中、供用後の各段階での環境管理・モニタリング計画（案）は下表のとおり。 

表 2-2-28 環境管理・モニタリング計画（案） 

実施時期 モニタリング項目 方法 タイミング 実施主体 

計画 
（詳細設計） 

EIA 付帯条件の遵守 
EIA モニタリング 

レポート 
設計承認時 

DoR 
D/D コンサルタント 野生動物との衝突事

故を予防するための

対策 

公園・野生動物管

理局の事前同意 設計承認時 

工事中 

EIA 付帯条件の遵守状

況及び定期的なモニ

タリングレポートの

提出 

EIA モニタリング 
レポート 

四半期ごと 

DoR 
SV コンサルタント 
コントラクター 

土砂・砕石の採取に係

る法令の遵守状況 
モニタリング 
フォーム 

施工計画策定時 

残土処理に係る法令

の遵守状況 
モニタリング 
フォーム 

施工計画策定時 

工事に伴う大気中の

粉塵対策 
モニタリング 
フォーム 

施工計画策定時 

安全対策（搬出入ルー

ト、時間等） 
モニタリング 
フォーム 

施工計画策定時 

廃棄物処理等 
Environmental 
Management Act 
(Chapter 20:27) , 
Sections 69–76 
 Waste and Solid 

Waste Disposal 
Regulations, SI No. 
6 of 2007 

 Hazardous 
Substances, 
Pesticides and 
Toxic Substances 
Regulations, 

 SI No. 12 of 2007 

モニタリング 
フォーム 

施工計画策定時 

供用後 

EIA 付帯条件の遵守状

況及び定期的なモニ

タリングレポートの

提出 

EIA モニタリング 
レポート 

四半期ごと DoR 

交通事故数・種別
7 月報 毎月 

現地警察 
（Makuti 警察署） 

出典：調査団 

                                                   
7 自損事故、車両同士の対人・対物事故、野生動物との衝突事故、など 
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Conduct meaningful public consultation with communities and relevant stakeholders in the 
area of influence of the project at least twice during the environmental assessment 
process, once at the planning stage and once when the basic design is available for 
sharing with all stakeholders. Consult all local and national level stakeholders, including 
Community based organization and national and international NGOs actively working in 
the area; 

(11) EIA 支援 

1) JICA 環境ガイドラインに基づく EIA 支援 

本調査の第二次現地調査（2017 年 2 月中旬から 3 月中旬まで）において、国際協力機構環境社

会配慮ガイドライン（2010年4月）（以下、「JICA環境ガイドライン」）に基づき、「ジ」国政府が実施する

EIA コンサルタントの調達に係る入札図書の TOR 作成を支援した。なお、EIA コンサルタントの調達

に係る公示から契約までのスケジュールは、以下のとおり。 

a) 公示：2017 年 3 月末日 

b) プロポーザル提出期限：2017 年 4 月 30 日（公示から 1 ヶ月後） 

c) プロポーザル評価・結果通知：2017 年 5月 12 日まで（プロポーザル受領から 2 週間以内） 

d) 契約交渉：2017 年 5 月中旬 

さらに、EIA コンサルタントとの契約交渉のタイミングに合わせて環境社会配慮専門家の第三次現

地調査（2017 年 5 月 12 日～21 日）を実施し、EIA コンサルタントに対し、具体的な JICA 環境ガイド

ラインの要件を説明した。なお、ジンバブエ政府が実施する EIA のスケジュールは、以下のとおり。 

e) インセプションレポート提出：2017 年 6 月 

f) 目論見書提出：2017 年 7月 

g) ドラフト EIA 報告書提出：2017 年 9 月 

h) EMA に対する EIA 報告書提出：2017 年 11 月 

i) EMA による EIA 報告書の承認：2018 年 4 月（見込み） 

2) ステークホルダー協議の開催支援 

「ジ」国の EIA 法では、「目論見書（Prospectus）」の審査段階で EIA 時に事前協議が必要なステー

クホルダーがEMAにより特定された上、EIAの過程でパブリック・コンサルテーションを実施し、ステー

クホルダーからのコメントを EIA 報告書に反映することが義務付けられている。また、事業や EIA 等の

計画に対する任意の関係者からの「異議申し立て（Appeal）」のプロセスについても明文化されている。

なお、パブリック・コンサルテーションの実施方法については、「ジ」国の国内法で義務付けられている

ものの、その実施方法（回数等）については、具体的な規定がないため、JICA ガイドラインに従い、

EIA コンサルタントの調達に係る入札図書の TOR に以下のとおり特記した。 
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3) ステークホルダー協議の開催結果 

ジンバブエ政府が実施する EIA において、ステークホルダー協議として、本事業に関係する省庁

等に対する質問票の送付及びヒアリング調査に加え、地域住民を交えたパブリック・コンサルテーショ

ン（2017 年 6 月 28 日実施）、及び地元新聞紙 2 紙の紙面広告によるパブリックコメント（期間：2017

年 7 月 23 日～8 月 31 日）を実施した。本事業の EIA において実施したステークホルダー協議の対

象者の内訳は、下表のとおり。 

表 2-2-29 ステークホルダー協議の対象者 

No. 対象者 

1 Ministry of Lands and Rural settlements 

2 Ministry of Local Government and Public Works and National Housing   Civil 

Protection Unit 

3 ZRP   Makuti 

4 Ministry of Information Communication, technology, Postal and Courier Services

5 Hurungwe Rural District 

6 National Parks and Wildlife Authority 

7 Transport Operators Association Zimbabwe 

8 Zimbabwe National Water Authority (ZINWA) 

9 Environmental Management Agency (EMA) 

10 Makuti Village Head 

11 Community Leaders (Councillor) 

12 Telone 

13 Zimbabwe Electricity Transmission and Distribution Company (ZETDC) 

14 Econet (LIQUID Telecom) 

15 MoTID 

16 Marongora Community 

17 Makuti Tsetse community 

18 Makuti Motel 

19 The Public - An advert in the Sunday mail and the Financial Gazette 

出典：ジンバブエ政府 EIA 報告書 

パブリック・コンサルテーションでは、本事業による急カーブ箇所の改善による交通事故件数の削

減に対する期待が示された他、道路工事に伴い、地域住民の雇用を希望する旨の意見が寄せられ

た。一方、本事業に対する反対意見等は特に示されなかった。 
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(12) 用地取得・住民移転 

1) 用地取得・住民移転の必要性 

1-1) 用地取得 

本調査の対象区間の周辺地域は、サファリ・エリアを含め、全て国有地に指定されており、道路の

拡幅や線形の変更に伴う用地取得は発生しない。 

1-2) 住民移転 

本事業の対象区間は、300+000～313+600km であり、全区間が国有地（サファリ・エリア）に含まれ

る。また、住宅関連施設や農地等の私有不動産は存在せず、住民移転は、一切発生しない。 

(13) 環境社会配慮チェックリスト 

表 2-2-30 環境社会配慮チェックリスト 

分
類 

環境項目 主なチェック事項 

Yes: Y 

No: N 

非該当:－ 

具体的な環境社会配慮 

（Yes／No の理由、根拠、緩和策等） 

１ 

許
認
可
・
説
明 

(1 ) EIA 及

び環境許認

可 

(a) 環境アセスメント報告書

（EIA レポート）等は作成済み

か。 
(b) EIA レポート等は当該国政

府により承認されているか。 
(c) EIA レポート等の承認は付

帯条件を伴うか。付帯条件があ

る場合は、その条件は満たされ

るか。 
(d) 上記以外に、必要な場合に

は現地の所管官庁からの環境

に関する許認可は取得済みか。 

(a) N 
(b) N 
(c) N 
(d) N 

(a) これまで本事業の対象道路の整

備計画に対する EIA 報告書は作成さ

れていない。2016 年 11 月現在、DoR
により EIA を実施するコンサルタン

トの調達手続き（RFP）が開始され

ている。 
(b) 同上 
(c) 同上 
(d) 本事業の対象区間は、「ジ」国の

サファリ・エリアを通過しているた

め、EIA の段階で公園・野生動物管

理との事前協議が必要。他にも EIA
段階の国立博物館による埋蔵文化財

調査、工事段階の鉱山・鉱物資源省

の爆薬の使用許可、環境省、公園・

野生動物管理局、水利局等への土砂

取り場（ボローピット）の使用許可

等の手続きが必要になる。 

(2) 現地ス

テークホル

ダーへの説

明 

(a) プロジェクトの内容および

影響について、情報公開を含め

て現地ステークホルダーに適

切な説明を行い、理解を得てい

るか。 
(b) 住民等からのコメントを、

プロジェクト内容に反映させ

たか。 

(a) N 
(b) N 

(a) 「ジ」国の EIA 法では、「目論見

書（Prospectus）」の審査段階で EIA
時に事前協議が必要なステークホル

ダーが EMA により特定された上、

EIA の過程でパブリック・コンサル

テーションを実施し、ステークホル

ダーからのコメントを EIA 報告書に

反映することが義務付けられてい

る。 
 (b) 同上 

(3) 代替案

の検討 

(a) プロジェクト計画の複数の

代替案は（検討の際、環境・社

会に係る項目も含めて）検討さ

れているか。 
 

(a) Y (a) 道路の改修箇所・設計基準等に

ついて、環境社会影響、交通安全の

観点からも代替案の検討を行い、最

適案を検討している。 
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分
類 

環境項目 主なチェック事項 

Yes: Y 

No: N 

非該当:－ 

具体的な環境社会配慮 

（Yes／No の理由、根拠、緩和策等） 

２ 

汚 

染 

対 

策 

(1) 大気質 

(a) 通行車両等から排出される

大気汚染物質による影響はあ

るか。当該国の環境基準等と整

合するか。 
(b) ルート付近において大気汚

染状況が既に環境基準を上回

っている場合、プロジェクトが

更に大気汚染を悪化させるか。

大気質に対する対策は取られ

るか。 

(a) Y 
(b) － 

(a) 「ジ」国の車両については、排

ガス規制（SI No. 72 of 2009）に係

る排出基準を満たす必要がある。 
(b) 本事業対象の地域は、サファ

リ・エリアに含まれるため、顕著な

大気汚染源は無い。また、本事業の

対象道路の交通量は限定的であり、

本事業に伴う通過交通量の増加も想

定されないため、プロジェクトが更

に大気汚染を悪化させる状況は想定

されない。 

(2 ) 水質 

(a) 盛土部、切土部等の表土露

出部からの土壌流出によって

下流水域の水質が悪化するか。 
(b) 路面からの流出排水が地下

水等の水源を汚染するか。 
(c) パーキング/サービスエリ

ア等からの排水は当該国の排

出基準等と整合するか。また、

排出により当該国の環境基準

と整合しない水域が生じるか。 

(a) N 
(b) N 
(c) N 

(a) 本事業においては、盛土部、切

土部は掘削時の表土で覆い、現地の

植生を回復することにより土壌流出

対策を行う。本事業の対象区間の周

辺には下流水域の水質の悪化を招く

ような河川の支線等は無い。 
(b) 本事業においては、路面からの

流出排水が地下水等の水源を汚染し

ないよう適切な排水施設を設ける。

また、コンクリートや舗装工事に使

用する水については、十分な水量の

確保できる既存の貯水池から取水す

る。 
(c) 本事業では、パーキング/サービ

スエリア等の計画は無い。 

(3) 廃棄物 

(a) パーキング／サービスエリ

ア等からの廃棄物は当該国の

規定に従って適切に処理・処分

されるか。 

(a) － (a) 本事業では、パーキング／サー

ビスエリア等の計画は無い。 

(4) 騒音・

振動 

(a) 通行車両による騒音・振動

は当該国の基準等と整合する

か。 

(a) Y (a) 「ジ」国には通行車両による騒

音・振動に関する基準等は無いもの

の、本事業の対象道路の交通量は限

定的であり、本事業に伴う通過交通

量の増加も想定されないため、プロ

ジェクトが更に騒音・振動を増長さ

せる状況は想定されない。 

３ 

自 

然 

環 

境 

(1) 保護区 

(a) サイトは当該国の法律・国

際条約等に定められた保護区

内に立地するか。プロジェクト

が保護区に影響を与えるか。 

(a) － (a) 本事業の対象道路は「ジ」国の

野生動植物保護の規制対象となる国

立公園（National Park）や鳥獣保護

区（Sanctuary）には近接していない。 

(2) 生態系 

(a) サイトは原生林、熱帯の自

然林、生態学的に重要な生息地

（珊瑚礁、マングローブ湿地、

干潟等）を含むか。 
(b) サイトは当該国の法律・国

際条約等で保護が必要とされ

る貴重種の生息地を含むか。 
(c) 生態系への重大な影響が懸

念される場合、生態系への影響

を減らす対策はなされるか。 

(a) N 
(b) Y 
(c) － 
(d) Y 
(e) N 
(f) N 

(a) サイトは原生林等の生態学的に

重要な生息地を含まない。 
(b) 本事業の対象道路は「ジ」国の

サファリ・エリアを通過し、IUCN
のレッドリストに登録されている多

くの野生動物の生息地となってい

る。 
(c) 生態系への重大な影響は想定さ

れない。 
(d) 「ジ」国のサファリ・エリア内
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分
類 

環境項目 主なチェック事項 

Yes: Y 

No: N 

非該当:－ 

具体的な環境社会配慮 

（Yes／No の理由、根拠、緩和策等） 

(d) 野生生物及び家畜の移動経

路の遮断、生息地の分断、動物

の交通事故等に対する対策は

なされるか。 
(e) 道路が出来たことによっ

て、開発に伴う森林破壊や密

猟、砂漠化、湿原の乾燥等は生

じるか。外来種（従来その地域

に生息していなかった）、病害

虫等が移入し、生態系が乱され

る恐れはあるか。これらに対す

る対策は用意されているか。 
(f) 未開発地域に道路を建設す

る場合、新たな地域開発に伴い

自然環境が大きく損なわれる

か。 

では、野生動物の移動経路の遮断、

生息地の分断に繋がる侵入防止フェ

ンス等の障壁の設置は認められてい

ない。野生動物との衝突事故等の予

防策として、ドライバーの注意を喚

起するための標識を設置する。 
(e) 本事業は既存道路の改修を行う

ものであり、新たな森林破壊や密猟、

砂漠化、湿原の乾燥等の発生は想定

されない。 
(f) 同上 

(3) 水象 

(a) 地形の改変やトンネル等の

構造物の新設が地表水、地下水

の流れに悪影響を及ぼすか。 

(a) N (a) 小規模な排水路用のボックスカ

ルバートの改修、舗装及びコンクリ

ート工事に用いる貯水池からの取

水、河川周辺の砂の採取が生じるも

のの、いずれも限定的であり、工事

に伴う水象への影響は想定されな

い。 

(4) 地形・

地質 

(a) ルート上に土砂崩壊や地滑

りが生じそうな地質の悪い場

所はあるか。ある場合は工法等

で適切な処置がなされるか。 
(b) 盛土、切土等の土木作業に

よって、土砂崩壊や地滑りは生

じるか。土砂崩壊や地滑りを防

ぐための適切な対策がなされ

るか。 
(c) 盛土部、切土部、土捨て場、

土砂採取場からの土壌流出は

生じるか。土砂流出を防ぐため

の適切な対策がなされるか。 

(a) N 
(b) N 
(c) N 

(a) ルート上に土砂崩壊や地滑りが

生じそうな地質の悪い場所は無い。 
(b) 本事業では、十分な地質調査を

行なった上で適切な工事方法を選択

し、盛土、切土等による土砂崩壊や

地滑りを防ぐための適切な対策を講

じる。 
(c) 盛土部、切土部は掘削時の表土

で覆い、現地の植生を回復すること

により土壌流出対策を行う。土砂採

取場については、許認可取得済みの

稼働中の既存の DoR の土砂採取場

を使用する。土捨て場については、

工事に伴う残土を RoW の範囲内の

盛土に用いることにより、新たな土

捨て場は生じない。 

４ 

社 

会 

環 

境 

(1 ) 住民移

転 

(a) プロジェクトの実施に伴い

非自発的住民移転は生じるか。

生じる場合は、移転による影響

を最小限とする努力がなされ

るか。 
(b) 移転する住民に対し、移転

前に補償・生活再建対策に関す

る適切な説明が行われるか。 
(c) 住民移転のための調査がな

され、再取得価格による補償、

移転後の生活基盤の回復を含

む移転計画が立てられるか。 
(d) 補償金の支払いは移転前に

(a) N 
(b) － 
(c) － 
(d) － 
(e) － 
(f) － 
(g) － 
(h) － 
(i) － 
(j) － 

(a) 本事業に伴う用地取得・住民移

転は発生しない。 
(b) － 
(c) － 
(d) － 
(e) － 
(f) － 
(g) － 
(h) － 
(i) － 
(j) － 
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分
類 

環境項目 主なチェック事項 

Yes: Y 

No: N 

非該当:－ 

具体的な環境社会配慮 

（Yes／No の理由、根拠、緩和策等） 

行われるか。 
(e) 補償方針は文書で策定され

ているか。 
(f) 移転住民のうち特に女性､

子供､老人､貧困層､少数民族・

先住民族等の社会的弱者に適

切な配慮がなされた計画か。 
(g) 移転住民について移転前の

合意は得られるか。 
(h) 住民移転を適切に実施する

ための体制は整えられるか。十

分な実施能力と予算措置が講

じられるか。 
(i) 移転による影響のモニタリ

ングが計画されるか。 
(j) 苦情処理の仕組みが構築さ

れているか。 

(2) 生活・

生計 

(a) 新規開発により道路が設置

される場合、既存の交通手段や

それに従事する住民の生活へ

の影響はあるか。また、土地利

用・生計手段の大幅な変更、失

業等は生じるか。これらの影響

の緩和に配慮した計画か。 
(b) プロジェクトによりその他

の住民の生活に対し悪影響を

及ぼすか。必要な場合は影響を

緩和する配慮が行われるか。 
(c) 他の地域からの人口流入に

より病気の発生（HIV 等の感染

症を含む）の危険はあるか。必

要に応じて適切な公衆衛生へ

の配慮は行われるか。 
(d) プロジェクトによって周辺

地域の道路交通に悪影響を及

ぼすか（渋滞、交通事故の増加

等）。 
(e) 道路によって住民の移動に

障害が生じるか。 
(f) 道路構造物（陸橋等）によ

り日照阻害、電波障害を生じる

か。 

(a) N 
(b) － 
(c) － 
(d) N 
(e) N 
(f) N 

(a) 本事業は既存道路の改修を行う

ものであり、既存の交通手段やそれ

に従事する住民の生活への影響は想

定されない。 
(b) 本事業の対象区間周辺には、住

宅地等は無い。 
(c) 本事業の工事規模（道路延長、

施工期間）は、限定的であるため、

地域の公衆衛生への顕著な影響は想

定されない。 
(d) 本事業の対象道路の交通量は限

定的であり、工事中、供用後を通し

て周辺地域の道路交通への悪影響は

想定されない。 
(e) 本事業は既存道路の改修を行う

ものであり、既存道路を使用しなが

ら工事を行うため、利用者の移動へ

の障害は想定されない。 
(f) 本事業には日照阻害、電波障害を

生じるような道路構造物は含まれな

い。 

(3) 文化遺

産 

(a) プロジェクトにより、考古

学的、歴史的、文化的、宗教的

に貴重な遺産、史跡等を損なう

恐れはあるか。また、当該国の

国内法上定められた措置が考

慮されるか。 

(a) N (a) 「ジ」国政府が実施した EIA に

おいて埋蔵文化財調査を実施した結

果、特に配慮を要する文化財等は存

在しないことを確認した。 

(4 ) 景観 
(a) 特に配慮すべき景観が存在

する場合、それに対し悪影響を

及ぼすか。影響がある場合には

(a) N (a) 本調査の対象区間の周辺には、

景観上配慮が必要な地区等は存在し

ない。 
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分
類 

環境項目 主なチェック事項 

Yes: Y 

No: N 

非該当:－ 

具体的な環境社会配慮 

（Yes／No の理由、根拠、緩和策等） 

必要な対策は取られるか。 

(5) 少数民

族、先住民

族 

(a) 少数民族、先住民族の文化、

生活様式への影響を軽減する

配慮がなされるか。 
(b) 少数民族、先住民族の土地

及び資源に関する諸権利は尊

重されるか。 

(a) － 
(b) － 

(a) 本調査の対象区間の周辺には、

少数民族・先住民族等の配慮が必要

なマイノリティー等は、存在しない。 
(b) 同上 

(6 ) 労働環

境 

(a) プロジェクトにおいて遵守

すべき当該国の労働環境に関

する法律が守られるか。 
(b) 労働災害防止に係る安全設

備の設置、有害物質の管理等、

プロジェクト関係者へのハー

ド面での安全配慮が措置され

るか。 
(c) 安全衛生計画の策定や作業

員等に対する安全教育（交通安

全や公衆衛生を含む）の実施

等、プロジェクト関係者へのソ

フト面での対応が計画・実施さ

れるか。 
(d) プロジェクトに関係する警

備要員が、プロジェクト関係

者・地域住民の安全を侵害する

ことのないよう、適切な措置が

講じられるか。 

(a) Y 
(b) Y 
(c) Y 
(d) Y 

(a) 当該国の労働環境に関する法律

に則って必要な措置を講じる。 
(b) 本事業の対象区間は、野生動物

が生息しているサファリ・エリア内

を通過しているため、工事員が野生

動物に襲われないためのレンジャー

の配置などの対策を講じる。また、

崖地での土工事や爆薬等を用いた法

面の掘削工事等の危険を伴う作業で

は、適切な技術を有する登録有資格

業者が作業を行うと共に、作業員の

安全教育を徹底する。 
(c) 作業員に対し、安全教育を実施

する。 
(d) 公園・野生動物管理局の現地公

園事務所のレンジャーを配置するた

め、プロジェクト関係者・地域住民

の安全を侵害することはない。 

５ 

そ 

の 

他 

(1) 工事中

の影響 

(a) 工事中の汚染（騒音、振動、

濁水、粉塵、排ガス、廃棄物等）

に対して緩和策が用意される

か。 
(b) 工事により自然環境（生態

系）に悪影響を及ぼすか。また、

影響に対する緩和策が用意さ

れるか。 
(c) 工事により社会環境に悪影

響を及ぼすか。また、影響に対

する緩和策が用意されるか。 

(a) Y 
(b) N 
(c) N 

(a) 道路工事に伴い一定の騒音・振

動、濁水、粉塵、廃棄物等が生じる

ため、粉塵防止の散水や廃棄物の管

理を徹底する。 
(b) 本事業は既存道路の改修を行う

ものであり、工事による自然環境（生

態系）への顕著な悪影響は想定され

ない。 
(c) 本事業の工事による社会環境へ

の顕著な影響は想定されない。 

(2) モニタ

リング 

(a) 上記の環境項目のうち、影

響が考えられる項目に対して、

事業者のモニタリングが計

画・実施されるか。 
(b) 当該計画の項目、方法、頻

度等はどのように定められて

いるか。 
(c) 事業者のモニタリング体制

（組織、人員、機材、予算等と

それらの継続性）は確立される

か。 
(d) 事業者から所管官庁等への

報告の方法、頻度等は規定され

ているか。 

(a) Y 
(b) Y 
(c) Y 
(d) Y 

(a) EIA と同時に作成するモニタリ

ング計画書の付帯条件（報告が必要

な項目、報告方法、頻度等）に従い、

モニタリングを実施する。 
(b) 同上 
(c) 同上 
(d) 同上 
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分
類 

環境項目 主なチェック事項 

Yes: Y 

No: N 

非該当:－ 

具体的な環境社会配慮 

（Yes／No の理由、根拠、緩和策等） 

６ 

留
意
点 

他の環境チ

ェックリス

トの参照 

(a) 必要な場合は、林業に係る

チェックリストの該当チェッ

ク事項も追加して評価するこ

と（廃棄物処分場等の建設に伴

い、大規模な森林伐採が行われ

る場合等）。 

(a) － (a) 本事業は、既存道路の改修を行

うものであり、大規模な森林伐採等

は発生しない。 

環境チェッ

クリスト使

用上の注意 

(a) 必要な場合には、越境また

は地球規模の環境問題への影

響も確認する（廃棄物の越境処

理、酸性雨、オゾン層破壊、地

球温暖化の問題に係る要素が

考えられる場合等）。 

(a) － 本事業による地球規模の環境問題へ

の影響は想定されない。 

出典：調査団 

(14) モニタリングフォーム（案） 

前述の環境管理・モニタリング計画に基づき提案するモニタリングフォームは、本報告書巻末に添

付の資料のとおり。 
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第 3章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

(1) 上位目標とプロジェクト目標 

対象道路（国道 3 号線）は、「ジ」国内を南北に通過するパンアフリカンハイウェイの一部区間として、

「ジ」国の国内輸送及び南アやモザンビークの港湾と内陸国を接続する重要な位置付けにある。対

象道路は、南北回廊の北部区間の中の、首都ハラレから約 210 ㎞西方に位置するカロイから、351km

のザンビアとの国境のチルンドまでの全線約 141km 区間で、カロイから約 100km は部分的に起伏を

伴う丘陵区間を通過し、丘陵区間後の約 10km はザンベジ川岸の低地に 400m ほど一気に下る山間

地帯で、ヘルズゲートに至る急峻な区間となる。ヘルズゲート以降の約 38km はザンベジ川岸の標高

500m 程度の平地を通過し、国境のチルンド橋に接続している。 

対象区間は、山間地帯を通るカーブと起伏が多い区間であるにも拘わらず、片側 1 車線の両方向

道路で、登坂時に速度が出ない大型輸送車両が頻繁に行き来することから交通渋滞や交通事故が

頻発し、円滑な通行が阻害され大きなボトルネックとなっている。本事業は、北部山間部の幹線道路

の、特に狭隘かつ危険な箇所に対し登坂車線の設置と急カーブの改修を行い、交通事故の減少、

所要時間の短縮を図るものであり、ZIM ASSET や「ジ」国の経済発展に寄与することが期待される。

以上を踏まえた、上位目標及びプロジェクト目標を以下に示す。 

– 上位目標 

南部アフリカからザンビアに抜ける物流の大動脈である南北回廊の円滑・安全性が向上

する。 

– プロジェクト目標 

南北回廊における北部山間部幹線道路の交通環境が改善され、交通事故件数が減少及び

通行時間の短縮が図られる。 

(2) プロジェクトの概要 

「ジ」国の要請は、南北回廊の北部区間の中の、ハラレ中央郵便局を起点としてザンビア方向に

210km 地点のカロイ、290km 地点のマクティ、313km 地点のヘルズゲートを経由し、ザンビア国境チ

ルンドまでの 141km 間で、特に道路改修優先度が高い区間への登坂車線の付加や急カーブの改善

である。本調査は、上記目標を達成するために、第 1 次現地調査（2016 年 10 月）では優先区間の確

認と絞り込みを行い、優先度が高いと判定したマクティ－ヘルズゲート間 13.6km(12.5km＋始・終点

擦り付け部)を第 2 次現地調査（2017 年 2 月）の対象として調査を行った。道路改修のための計画諸

元の検討については、第 2 次現地調査時に設計の基礎的な仕様について「ジ」国側と協議し、結果

を技術覚書（Technical Note）で確認し双方で署名した。 

なお、計画の対象範囲の設定については、現在「ジ」国側が実施中の、ハラレ－チルンド間の砕

石・客土調達の候補地確認調査からの情報や、技術覚書に基づく計画の検討を進め、第 2 次現地

調査の対象範囲の中の、パーク&ワイルドライフ事務所－ヘルズゲート間（306.5～313.0km）の 6.5ｋ

ｍをプロジェクト対象範囲として概略設計及び事業費算定を進めた。 
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3-2 協力対象事業の概略設計 

3-2-1 設計方針 

(1) 基本方針 

設計の基本方針は、「ジ」国政府の要請と現地調査及び関係各機関との協議の結果を踏まえ、対

象区間の円滑で安全な交通の流れを確保することを目的とし、以下の各項目を設定した。 

① 幹線道路として「ジ」国の設計基準を満たすものとする。 

② 他区間も含めた、南北回廊全体として整合のとれた設計を行う。 

③ 可能な限り、既存道路を活用し、道路用地内で収まるよう設計を行う（既存道路をトレース、可

能な限り既存舗装・構造物を活用する。 

④ サファリ・エリアの通過や動物出没などをふまえ、環境社会に対する影響に配慮し検討。 

⑤ 交通の量や特質（大型車、バス交通、小型車、長距離運転等）、関連計画（南北回廊の他区間

や近年の類似整備例）について検討し、設計に反映させる。 

⑥ 自然条件調査結果に基づき、自然条件に適応した施設計画・設計を行う。 

⑦ 安全施設設置など、交通安全を考慮した計画を検討する。 

⑧ 気象条件を踏まえた施工工程、既存交通の影響を最小限とした施工計画とする。 

⑨ 現地材料・製品を利用し、コスト、施工性、品質、調達信頼性を考慮し材料を選定する。 

⑩ 必要な機能及び耐久性を確保した上で、プロジェクトコストの縮減を図る。 

⑪ 維持管理が容易で、長期に亘り道路が良好な状態を保つことができるよう計画する。 

3-2-2 基本計画 

(1) 全体計画 

1) 計画の範囲・規模 

本計画の範囲は、急峻区間の低地側端部（ヘルズゲート、313km 地点）から、ハラレ方向に連続

した急勾配を登り切った、「ジ」国側要請の課題区間 13～11 をカバーする連続した区間（ハラレ

から 306.5～313.0km 間の 6.5km）である。当該区間に対し、道路の円滑性と安全性の確保のため

の登坂車線の付加や急カーブの改善と、道路排水施設や付帯構造物等の設置を行う。以降に、想

定される区間・仕様など、本計画で想定される道路計画の概要を示す。 
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出典：調査団 

 
図 3-2-1 計画対象範囲 6.5km 

2) 基本計画の概要 

基本方針に基づき、設計検討を進め設定した計画の概要を以下に示す。現地調査では、既存舗

装、排水施設、付帯施設、交通、降雨タイプ、気温・日照、植生など現地状況を確認し、既存の各種

情報の確認や関係機関との協議結果等を分析・整理し、計画内容の検討を進めた。また、想定され

る計画の各項目について「ジ」国側と協議・確認し、基本仕様を示した技術覚書としてまとめ、第 2 次

現地調査時に覚書の内容に双方合意・署名している。 

‐ 現在の狭幅員・未舗装路肩を、「ジ」国要請の車線幅 3.5m と舗装路肩 2.5m に改善 

‐ 急勾配区間への登坂車線の付加（幅員 3.5m、対象距離全線に付加） 

‐ 急カーブ部分の改善（設計速度 60(40)km 適用と曲線部拡幅） 

‐ 道路の機能を確保するための道路排水施設設置(横断排水管の延伸、側溝付加) 

‐ 安全で円滑な交通流の確保のために、標識や防護壁など、道路付帯・安全施設設置 

表 3-2-1 計画の基本仕様 

項目 単位 採用値 備考
道路用地幅 m 7.0 (既存道路中心から左右各 3.5m)  

車線幅員 m 3.5 車線数の基本は 2 

登坂車線幅員 m 3.5  

路肩幅 m 2.5 標準断面参照 

標準横断勾配 % 2.5 路肩も同じ 

最大片勾配 % 10  

最大縦断勾配 % ― 現況なり縦断計画 

設計速度 Km/hr 
60 [一部スポットは 40] 

 
60 ㎞/hr 40 ㎞/hr 

最小曲線半径 m 110 50  

最小曲線長 m 150 70  

緩和曲線の省略 m 1000 500 大曲率では省略 

ヘルズ

ゲート

ナショナル

パーク

レンジャー

宿舎

ハラレ・

マクティ

チルンド

河川

計画対象範囲 6.5km

パーク&ワイルド

ライフ（P＆W）事務所

(観光者が多く停車)

事故多発箇所事故多発箇所

事故多発箇所

事故多発箇所

区間13
区間12

区間11

凡例： 　　　　計画対象道路区間

 Makuti 

KP290 

要請区間全線 141km (第 1 次調査対象範囲)

KaroiChirundu 

KP210KP351 

舗装巾 7m 
路肩両側無し 

23 ㎞ 

舗装巾 9m(車道 7m 
路肩 1m 両側) 

38 ㎞ 

舗装巾 6.8m
路肩両側無し 

31 ㎞ 

舗装巾 6.8m
路肩両側無し 

49 ㎞ 

Hell’s Gate 

第 2 次調査 
対象範囲 13.6 ㎞ 

備考：KP=ハラレからの距離

課題 13 区間 54km 

KP313 
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視距（制動停止） m 80 50  

舗装タイプ   アスファルト表面処理 2 層=本線、1 層=路肩 

舗装設計寿命 年 15  

降雨確立 年 主要施設:20 年、その他:5 年, 排水施設計画のため 

道路付帯構造物   
縁石、コンクリート擁壁、防護柵、道路標
識、路面区画線、反射鋲、パーキングエ
リア等 

 

盛土勾配   1:1.5～4.0 (盛土高により変化)  

切土勾配 
岩 1:0.3～0.5 （岩質により変化)  

その他 1:1.0  

出典：調査団 

(2) 設計条件 

1) 設計基準 

「ジ」国の設計基準は、発刊年が 1987 年と古く、現在は南部アフリカ運輸・通信委員会（Southern 

Africa Transport and Communications Commission、SATCC）基準での設計（Geometric Design of 

Trunk Roads）が一般となっていることから、本計画では原則として SATCC に準拠する。また、SATCC

基準に記載の無い事項については、日本基準（「道路構造令の解説と運用 平成 27 年 6 月 社団法

人日本道路協会」）や南アフリカ基準により補完する方針とする。 

表 3-2-2 適用設計基準 

道路設計 
・SATCC (Code of Practice for the Geometric Design of Trunk Roads) 
・JAPAN Standard（道路構造令） 

排水設計 
・Drainage Manual 6th Edition (South African) 
・JAPAN Standard（道路土工指針） 

舗装設計 
・SATCC (Code of Practice for the Design of Road Pavements) 
・AASHTO (GUIDELINES FOR 1993 AASHTO PAVEMENT DESIGN) 

構造物設計 
・SATCC (Code of Practice for the Design of Road Bridges and Culverts) 
・JAPAN Standard（道路土工指針） 

交通標識 
・SATCC (Road Traffic Signs Manual) 
・SADC（Road Traffic Signs Manual） 

出典：調査団 

2) 設計速度 

設計速度は 60km/hr が基本とするが、急崖カ所など大規模な土工事によるコストや環境負荷の増

加等を考慮し、これら困難なカ所の設計速度を 40km/hr とした。なお、設計速度 40 ㎞/hr について

は SATCC に記載がないため、日本の道路構造令に準拠する。関連する曲線半径や視距等の幾何

構造の基本値は表 3-2-1 に示す。 

(3) 幾何構造 

1) 道路縦断線形 

本計画における、縦断計画の留意点を以下に示す。 

・ 縦断勾配については、現道なりの縦断計画とする。 

・ 舗装設計に応じて、路盤の嵩上げを行う。 
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なお、既存道路の縦断勾配最大値は 7.6%、最小値は 0.08%であるが、本計画では、大規模な土工

事によるコストや環境負荷の増加抑制を考慮し、縦断線形を大幅に変更せず、現道なりで検討を進

めた。検討の結果、最大勾配 7%（設計速度 40km/hr に適合）、最小勾配 0.08%となった。 

2) 道路平面線形 

本計画における、平面線形の留意点を以下に示す。 

・ 道路用地内（現道中心から左右 35m）で収まる計画とする。 

・ 設計速度 V=60km/hr に準じた平面線形を基本とするが、既定の設計速度の線形を確保す

ると、大規模土工が発生する区間においては、設計速度 V=40km/hr の平面線形とする。 

・ カルバートの延伸は片側を基本とする（両側に延伸とならない平面計画とする）。 

・ 施工の容易性を考慮し、地盤調査（盛土高 10m 以上）や段切り等が必要になるような、

高盛土や腹付け盛土とならないように、極力切土側に拡幅する計画とする。 

・ 擁壁の撤去や再設置で施工長期化が懸念される、既設擁壁(311km 付近)は触らない計画と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-2 線形改良の例 307.1～307.8km 間 (設計速度=40 ㎞/hr 区間) 

3) 道路幅員構成 

道路幅員に関する「ジ」国要請は、同国の旧道路規格 7/10（Seven in ten＝片側 3.5m 幅の 2 車線

＋1.5m 未舗装路肩両側）から、現在の 10/10（Ten in ten＝片側 3.5m の 2 車線＋1.5m 舗装路肩両

側）及び 10/10 に 3.5m 登坂車線付加とした構造を指定していた。また、2017 年 1 月の優先区間絞り

込みに関する「ジ」国からの文章にて、複数車線化の適用可能性の検討依頼が示されている。さらに、

第 2 次現地調査時に DOR から、ヘルズゲート パーク&ワイルドライフ事務所間の 3 車線化を検討し

てほしいとリクエストがあった。対象道路の複数車線化については、本調査での交通量調査の結果、

対象区間と類似するザンビアとの国境のチルンドでは日 700 台程度の断面交通量で、ピーク時の交

通量 78 台/時間となった。チルンドのピーク時交通量を基に、伸び率 4.5%で 30 年後の交通量を試算

すると、2 方向 2 車線道路の容量 2500pcu/時間に達しないため、2 方向 2 車線が妥当となる。なお、

対象区間の道路線形や地形条件から、対象全区間への登坂車線付加の必要性が確認され（以降参

照）たことから、この区間は 3 車線化となった。路肩幅員については、2017 年 2 月の DOR との協議に

おいて、対象道路の大型車混入率が非常に高いことから（80％以上）、これら車両が緊急時に安全

山側 
谷側 

山側に線形改良 

ROW 

既存道路 

凡例

出典: 調査団 
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に退避できるよう、路肩幅員を、要請の 1.5m から 2.5m への拡幅が要請された。本計画における道路

標準断面の検討は、現地調査の結果及び上記をふまえ、交通の円滑性や安全性向上を達成するた

めに、図 3-2-3 道路標準断面に示す幅員構成とした。 

切盛り区間（2 車線+登坂車線） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-3 道路標準断面 

4) 登坂車線の設置 

4-1) 設置区間 

登坂車線の必要な区間の確認は、大型車車速の実測値と計算値を基に、以下に示す速度勾配

図を用いて検討した。SATCC 基準に基づき、速度が 40 ㎞/hr 以下となる速度低下区間は下図の 5

区間となった。なお、これら５区間の登坂車線打ち切り部が近接することで目まぐるしく車線が変化し、

円滑製・安全性が阻害されないよう考慮し設置区間の検討を進めた。想定される登坂車線付加区間

は、ヘルズゲート－パーク&ワイルドライフ事務所間の 6.5km や、それ以降のハラレ側区間も、上記理

由により必要になることが考えられ、これら区間は見かけ上 3 車線構造となる。 

 

切土区間（2 車線+登坂車線） 

C/L 

Existing slope 

C/L 
Existing slope 

出典：調査団 
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出典：調査団 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 3-2-4 速度勾配図と登坂車線付加想定区間 

4-2) 設置タイプ 

本計画では、通過する大型車の走行速度が 20km/hr 以下まで低下する当該区間で、外側に車線

を付加する従来の登坂車線方式は、低速車の待避や合流による安全性の低下が懸念されるため、

車速適応の自由度が高い小型車が追い抜く形式とすることで安全性の向上が期待できる、追い越し

車線付加方式（右側付加車線方式）として検討を進めた。 

 

 

 

 

 

図 3-2-5 登坂車線付加方式イメージ 

5) 曲線拡幅及び視距拡幅 

曲線半径に応じた 1 車線あたりの曲線拡幅幅を以下に示す。 

基本的には SATCC に準じているが、設計速度 40km/h 区間で小さ

い曲線半径（R=50ｍ～110ｍ）については SATCC に記載がないため、

日本の道路構造令に準じた計画とした。 

また、曲線区間では切土法面が視距の障害となる可能性があるた

め、設計速度に応じた視距が確保されているか確認を行った。 

計算結果からすべての曲線区間で視距が確保されていることから、視距拡幅なしで設計を行った。

視距拡幅の計算結果を以下に示す。 

表 3-2-4 必要視距の確認 

 

 

 

 

Curve  Radius
(m)

Curve Widening
(m)

50～ 0.75
60～ 0.5
110～ 0.4
125～ 0.3
250～ 0

表 3-2-3  曲線拡幅量 

凡例：   走行車線   付加車線 

登坂車線方式           右側付加車線方式 

出典：調査団 

 

1.9km　　　　　　　1.2           0.8                    2.7                         1.5               1.1                       3.8

12.8km=KP313
パーク&ワイルド
ライフ事務所
6.6km地点

ヘルズゲート

m

6.5ｋｍ　登坂車線が想定される区間

車速低下区間

ハラレ

大型車車速（計算値）

大型車車速（実測値）

車速

標高

②短区間 ②短区間

①連続カーブ ①連続カーブ

出典：調査団 

切土

盛土

区別

曲線方向
曲率

[m]

側方幅

(a)

曲線部

拡幅

(b)

合計

側方幅

(c=a+b)

必要

視距

(d)

必要

側方幅

(e)

判定

(c>e= OK)

0 + 308 盛土 左 300 6.25 0.00 6.25 - - OK

0 + 526 切土 右 1000 4.25 0.00 4.25 50 0.31 OK

0 + 767 切土 右 80 4.25 0.25 4.50 50 3.87 OK

0 + 939 盛土 左 70 6.25 0.25 6.50 - - OK

位置
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備考: 0＝ハラレから 306.64km、盛土区間での視距確保による拡幅は不要              出典: 調査団 

a= 車線中心から側溝端部までの幅 (車線幅の 1/2(1.75m) + 路肩幅(0.5 or 2.5m) + 側溝幅(2m)) 

b= 曲線半径から求められる拡幅幅 

d= 必要視距、設計速度 40㎞/h＝50m、60 ㎞/h＝80m  

e= 曲線半径と必要視距から求められる拡幅量 

(4) 舗装計画 

1) 計画方針と適用基準 

舗装構造の検討は、現地調査による交通荷重、既存舗装・地盤の状態確認などを基に、想定され

る交通の質・量・伸び率・荷重と、既存舗装の活用、環境・社会配慮、資機材調達条件やコスト縮減

の観点などから、適用可能性がある材料・仕様を考慮し検討を進めた。適用基準は SATCC（Code of 

Practice for the Design of Road Pavements）に基づき計画し、舗装構成の検証の過程で、米国基準

（AASHTO）及び我が国舗装要綱を参照して比較確認する方針とした。 

－ 設計寿命は「ジ」国との協議より、「ジ」国基準 15～20 年の中で 15 年を選定。 

－ 許容交通荷重は、交通量調査や軸重調査の結果を考慮。 

－ 既存舗装の活用可能性を確認し考慮。 

－ 舗装表層は、現地での実績や維持管理性を考慮。 

2) 車道部の舗装表層タイプ 

車道部の舗装表層については、「ジ」国で一般的な 2 層式アスファルト表面処理（Double 

Bituminous Surface Treatment, DBST）、日本で一般的なアスファルトコンクリート、セメントコンクリート

の 3 通りの選択肢があるが、以下の理由から、DBST を採用した。なお、表面処理舗装では舗装端部

の仕様が耐久性に大きく影響することが考えられるため、路肩舗装の端部にコンクリート構造の舗装

止めブロックを設置する計画として検討を進めた。 

 DBST は、「ジ」国にて一般的に使用され、維持管理にも長年の十分な実績がある。 

 交通量を考慮しても、表面処理舗装で十分に耐えることが可能である。 

 路面温度が 70℃を超える可能性もあるため、アスファルトコンクリート(Hot Mix Asphalt, 

HMA)の適用は流動化が懸念される。 

1 + 242 盛土 右 800 4.25 0.00 4.25 - - OK

1 + 523 盛土 左 800 6.25 0.00 6.25 - - OK

1 + 781 盛土 右 220 4.25 0.15 4.40 - - OK

2 + 353 盛土 右 150 4.25 0.15 4.40 - - OK

2 + 546 切土 左 200 6.25 0.15 6.40 80 3.99 OK

2 + 934 切土 左 170 6.25 0.15 6.40 50 1.83 OK

3 + 428 盛土 右 75 4.25 0.25 4.50 - - OK

3 + 588 切土 左 80 6.25 0.25 6.50 50 3.87 OK

3 + 708 盛土 右 60 4.25 0.25 4.50 - - OK

3 + 882 切土 左 180 6.25 0.15 6.40 50 1.73 OK

4 + 373 切土 右 80 4.25 0.25 4.50 50 3.87 OK

4 + 554 切土 右 120 4.25 0.20 4.45 50 2.59 OK

4 + 886 切土 右 150 4.25 0.15 4.40 50 2.08 OK

5 + 149 盛土 左 50 6.25 0.38 6.63 - - OK

5 + 345 盛土 左 400 6.25 0.00 6.25 - - OK

5 + 487 切土 右 70 4.25 0.25 4.50 50 4.42 OK

5 + 690 切土 左 50 6.25 0.38 6.63 50 6.12 OK

6 + 108 盛土 右 150 4.25 0.15 4.40 - - OK
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 既存交通を開放しつつ施工を行うためには、長い養生期間の必要なコンクリート舗装に

比べ、即時交通開放が出来る舗装タイプが望ましい。 

 なお、DBST は供用後に定期的な維持管理が必要となる舗装タイプであるため、定期的で

適正な管理が必須である点の十分な留意が必要。 

3) 交通量と伸び率 

交通量調査の結果を基に、本計画の工事完了時期を 2020 年と想定し、期間中の想定伸び率を考

慮し（P2-6 交通の伸び率予測参照）、計画期間 15 年（2036 年まで）の累積交通量を算定した。 

表 3-2-5 累積交通荷重算定の基礎データ 

交通量調査： 2016 年計測(普通車 109 台、バス 32 台、トラック 90 台、トレーラ 497 台、計 728 台) 

伸び率： 
2017年～2021年＝1.25%、2022年～2026年＝3.5%、2027年～2036年＝7.5%（2017

年完了の AfDB による M/P の中間値を設定）、期間中の平均＝4.9%/年 

その他考慮： 工事中の工事車両の一時増加：2020、2021 年の工事車両 50 台/日考慮 

設計期間： 2022 年（供用開始、日交通量＝790 台）～2036 年（日交通量＝1,864 台） 

4) 軸重調査 

「ジ」国では、大型車の許容荷重は設定されているが（下表参照）、過積載車に対し超過分の荷卸

し指示等は行わず、超過料金を徴収し、過積載車両の走行を禁止していないため、累積交通荷重の

算定は実測結果を踏まえ検討を進める方針とした。 

表 3-2-6 「ジ」国の車両タイプ別制限荷重 

大型車タイプ 1 2 3 4 5 6 7 

軸数 2 3 4 5 6 7 7以上 

最大許容重量(ton) 18 26 36 44 50 56 62 

出典: DOR  備考：制限軸重＝前輪8ton、後輪8～10ton、1台当たりの制限重量は上記 

軸重計測は、チルンドの国境施設の重量検測所において、2016 年

11月5日から3日間連続で行い、計452台の軸重計測調査を行った。

計測の結果を、バスなどの中型車（MGV）と、トラック・トレーラなどの大

型車（HGV）の、車輌 1 台当りの 8.16 トン標準軸換算値（VEF）に換算

し、舗装設計のための基礎データとした。なお、計測車両の 36%が制限軸重を超えており、最も重い

ものは 5 軸タイプトレーラで、制限荷重の 1.4 倍程度の車軸（1 軸 12.3ton、アフリカ他国に比べ低い）

が確認された。 

表 3-2-7 車両 1 台当たりの標準軸荷重換算荷重 

 

 

 

 

 

 

車種 VEF 

中型車 0.76 

大型車 5.48 

大型車１台当たり軸重換算値 
(Vehicle Equivalent Factor, VEF) 

出典：調査団 

出典：Chirundu Weigh Station data 
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5) 設計期間交通量と交通荷重 

軸重実測を基に、標準軸重 8.16 トン（18kip）換算数を算定し、車両タイプごとの標準軸換算値

（VEF）を確認した。計画期間 15 年の累積交通荷重は、交通量調査の結果を基に、本計画の工事完

了時期を2020年と想定し、期間中に想定される伸び率を考慮した累積交通量と各車種の VEFから、

2035 年までの累積標準軸換算荷重（Equivalent Standard Axle Load, ESAL)を計算した結果、設計対

象期間中の交通荷重は 12.6 百万軸（SATCC 基準の T7 クラス）となった。この結果及び以下に示す

現地の材料調達条件を考慮して舗装構造の検討を進めた。 

6) 舗装材料 

6-1) 既存舗装の状態判定と活用 

i) 既存路盤の層厚 

既存道路試掘の結果、アスファルト表面処理舗装の下に、路盤 50cm タイプ（DOR 標準類似、上層

20 ㎝、下層 15+15cm）と、路盤 30cm タイプ（上層 15 ㎝、下層 15cm）の 2 タイプが確認された。路盤

厚 50ｃｍタイプのものは、以下に示す DOR が示した一般例と概ね同じ路盤構造であり、30cm タイプ

のものは１層追加することで同様強度になると考えられる。なお、深さ2mまでの路床は DOR 一般例と

比べ支持力の大きい良質なものが確認され（CBR15～32）、既存舗装は多くの区間で DOR の一般例

と同等以上の機能を保持していると考えられる。以下に、DOR から確認した現在の南北回廊に適用

される舗装構造の一般例と、対象範囲 6.5km の路盤 2 タイプの分布状況を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：調査団 

図 3-2-6 現在の南北回廊に適用される舗装構造(一般例)と既存舗装構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-7 既存道路の舗装厚測定結果 

DBST 3cm DBST 3cm
Base Base
20cm 15cm

Sub Base Sub Base
15cm 15cm

Sub Base
15cm Sub Grade

Sub Grade 100cm
100cm

既存舗装構成2パターン 

路盤 50cm  路盤 30cm 
タイプ     タイプ 

‐表層舗装  ：AC 40mm または DBST                出典: DOR 

‐路盤（上層）：150mm、砕石または 3％セメント安定処理粒状材 

‐   （下層）：150mm、粒状材(第 1 層) 

‐   （下層）：150mm、粒状材(第 2 層) 

‐路床（上部）：250～300mm、CBR15 以上 

‐   （下部）：150mm、CBR7～14 材 

‐   （既存）：150mm、CBR4～6 材 

‐置き換え判定：CBR3 以下 

舗装 
48cm 

路床 40cm 

88cm 

AC or DBST
Base
15cm

Sub Base
15cm

Sub Base
15cm

20-30cm Subgrade
15cm Subgrade

15cm Ex. Ground

出典: 調査団   備考：   上層路盤    下層路盤     上部路床     下部路床 

既存舗装表面 
Base Base Base Base Base Base Base Base Base Base Base Base Base Base Base Base Base Base Base Base Base Base Base Base Base Base Base Base Base

B1 B1 B1
B1 B1 CBR 79 B1 B1 B1 B1 B1 B1 B1 CBR 75 B1 B1 B1 B1 B1 B1 B1 B1 B1 B1 B1 B1 CBR 53 B1 B1 B1 B1 B1

CBR 54 CBR 49 CBR 62 CBR 74 CBR 52
B2 B2 B2 B2 B2 Base B2 B2

B2 B2 CBR 77 B2 B2 B2 B2 B2 B2 B2 B2 B2 B2 B2 B2 Gravelly B2 B2 B2 B2 B2 B2 B2
CBR 80 CBR 70 B3 CBR 80 CBR 70 Sand CBR 80

Gravelly CBR 62
B3 B3 B3 B3 B3 Sand B3 B3 B3 B3 B3 B3 B3 B3 B3 B3

B3
Gravelly Glay
Sand Sand

○

Gravelly Gravelly Gravelly Gravelly dense Gravelly Gravelly dense Gravelly Gravelly dense Gravelly Gravelly Gravelly Gravelly Gravelly medium Gravelly Gravelly medium Gravelly Gravelly Gravelly Gravelly Gravelly Gravelly Gravelly Gravelly Gravelly
Sand Sand Sand Sand Gravel Sand Sand Gravel Sand Sand Gravel Sand Sand Sand Sand Sand hard Sand Sand hard Sand Sand Sand Sand Sand Sand Sand Sand Sand

rock rock

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
CBR 15 CBR 26 CBR 18 CBR 32 CBR 28 CBR 25

dense
Gravel Imported

Brown dense dense CBR 24
medium medium Gravel Gravel Gravel
dense dense
Gravel Gravel

306.500 306.750 307.000 307.250 307.500 307.750 308.000 308.250 308.500 308.750 309.000 309.250 309.500 309.750 310.000 310.250 310.500 310.750 311.000 311.250 311.500 311.750 312.000 312.250 312.500 312.750 313.000 313.250 313.500

0m 
 
0.3m 
 
0.5m 
 
 
 
1.0m 
 
 
 
1.5m 
 
 
 
2.0m 

路盤 30cm タイプ 1750m             路盤 50cm タイプ 3500m          路盤 30cm タイプ 1250m

6.5ｋｍ対象範囲 
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ii) 既存舗装の層厚と支持力 

既存道路の状態を確認するために、ハラレ方向・チルンド方向それぞれの車線の中央側・路肩側

を 200m 間隔でベンケルマンビームにより支持力を確認した。調査の結果、81%は非常に良好または

良好であり、18%が若干弱い、1%が弱いスポットが確認され、既存道路の主な部分は十分活用可能な

状態が確認された。また、既存車道脇の試掘結果では、2 タイプの路盤構成（標準タイプ＝50cm（上

層 20＋下層 30cm）、薄厚タイプ＝30ｃｍ（上層 15＋下層 15cm））が確認されている。 

表 3-2-8 既存道路の支持力測定結果と支持力値の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

路盤状態 割合 状態判定 最大たわみ量 許容交通荷重 

非常に堅固 37% 良好 less 0.3mm 10-100 million ESA 
堅固 44% 良好 0.3-less 0.5 3-10 million ESA 
若干弱い 18% 警戒 0.5-less 0.75 1-3 million ESA 
弱い 1% 深刻 More than 0.75 0.003-1 million ESA 

出典: 調査団  備考: ESA=Equivalent Standard Axle (8.2t 標準軸換算値) 

iii) 既存舗装の活用 

対象道路は、大型車混入率が高く、交通荷重も比較的大きいと考えられるものの、路面の 81%が堅

固（Stiff）以上と良好な既存舗装を活用し、想定される設計荷重を許容できるような、路盤強化や嵩上

げによる対策を行うことで、設計寿命への対応が可能となるような検討を進めた。 

6-2) 適用舗装タイプの検討 

既存道路の試掘や支持力調査の結果から、多くの場所で良好な状態が確認された既存舗装を活

用し、設計寿命を満足する舗装タイプ・構造の検討が望ましいと考えられる。舗装構造の検討におい

ては、対象道路の地盤支持力、地域特性（雨季の地下水位・滞水）、交通量、大型車混入率、交通

の伸び率、材料調達、工期、コスト、対応技術等を勘案し、さらに、他の類似案件における実施状況、

「ジ」国側への聞き取り等を考慮し総合的に判断し、考えられる以下の選択肢の中で最適となる案の

選定を進めた。 

表 3-2-9 既存道路の舗装構成と計画での舗装タイプ選択肢 

項目 既存道路 計画での選択 他の選択肢と留意点 

表層 
2 層式アスファルト表面

処理(DBST) 
DBST 

AC 表層は、高い路面温度による流動リ

スク懸念、CC 表層は交通開放までの

時間懸念あり、DBST 選定とした。 

路盤 標準タイプ（礫質土） 上 層 ： 既 存 DBST+ 上 層 （ 計 砕石路盤材の嵩上げ方式は、多量の
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備考：       薄路盤厚(30cm)タイプ範囲     プロジェクト対象範囲（6.5km 間） 

車線外側（チルンド方向） 

 
車線内側 

車線内側（ハラレ方向） 

 
車線外側 
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上層 20cm、下層 30cm 14cm）を再生工法 

下層：既存上・下層計 38cm 

砕石運搬と施工時間がかかることから、

コスト・工期面で優位のある再生工法選

定とした。なお、薄厚路盤タイプは上部

に追加材を考慮。また、支持力の低い

スポットは路盤置換えを想定した。 

薄厚タイプ（礫質土） 

上層 15 ㎝、下層 15cm 

上層：追加材 11cm+既存 DBST+

上層 7cm（計 21cm）を再生工法 

下層：既存上・下層計 23cm 

路床 
1～1.3m 程度の砂質土

または礫まじり土 
「ジ」国基準土質材料 

路面支持力値のバラ付きを考慮し、対

象範囲の CBR 試験値の最小を選定。 

出典: 調査団  備考： 再生工法=セメントとアスファルト材を路上再生機により撹拌・混合・転圧（CAE、CFA工法等）想定、AC=アス

ファルトコンクリート、CC＝セメントコンクリート 

7) 舗装設計 

上記検討から、本計画は 2 層式アスファルト表面処理表層、路上再生工法を適用した上層路盤、

既存粒状材下層路盤の舗装構成が適当と考えられる。なお、既存道路では 2 種類の路盤厚さが存

在することから、夫々の条件に適合させた 2 タイプの舗装構成を適用する方針とした（下表参照）。  

また、支持力調査の結果、若干弱い（Flexible）判定となった区間は路盤を置換え、路上再生工法適

用前に対象区間全体を堅固な状態に改善した上で、想定荷重に適合した舗装構造の構築を行う。

なお、上記で示す最適案で選択した路上再生工法のタイプ（以下備考参照）は、「ジ」国基準及び

SATCC 基準に対応する項目が無いことから、舗装構造の検討のため、米国の AASHTO Guide for 

Design of Pavement Structures 1993 で算定し、日本の舗装要綱による比較も活用して舗装構成を確

認した。以降に、舗装設計に使用する設計条件及び本計画の舗装構造選定結果を示す。 

・ 設計期間 ： 2020年～2035年の15年間 （2018年DD、2019年Tender + 
Construction、2020年Construction、2021年Traffic open） 

・ 設計交通荷重（W18） ： 供用期間の18kip（キロポンド）等値累積換算単軸荷重

（ESAL）載荷数、ESAL＝12.6百万軸 
 交通量→伸び率→設計交通量→車両毎係数→設計期間の

累積 
・ 信頼性（R） ： 対象道路の位置付け（非常に重要路線）から95%とした（標準

偏差ZR = -1.645、荷重および舗装強度の標準偏差 S0 = 0.40） （低

速車考慮加味しても重要幹線に適用される90%以上） 
・ 供用性基準（dPSI） ： 初期供用性指数 P0 = 4.2（AASHTO道路試験結果） 

終局供用性指数 Pt = 2.5（幹線道路のAASHTO標準値） 
・ 舗装の層係数（a） ： DBST a = 0 

再生路盤 a = 0.30 
粒状材路盤 a = 0.126（CBR60相当） 

 現状路盤の判定→層毎の区間CBR→評価したCBR 
 再生路盤は、セメントとアスファルト材を路上再生機により撹

拌・混合・転圧により施工を想定（CAE工法、CFA工法等） 

・ 路床土復元弾性係数（MR） ：  22,500 (CBR15相当) 
 現状路床の判定→CBR最大32，最小15、区間CBR＝19、

適用CBR＝15（過大評価となるリスクを考慮し、最小値を設

定した） 
・ 排水係数（m） ： 上層路盤 m = 1.0、下層路盤 m = 1.0（雨季の試掘結果で

は何れの地点も深さ1.5mまでに地下水位は無く、一般値を

設定） 
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表 3-2-10 本計画の舗装構造選定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典: 調査団  備考: 再生工法は表 3-2-9 参照、砕石嵩上げは既存 DBST 表層剥ぎ取り後砕石嵩上げする工法 

表 3-2-11 舗装構成の確認 

層 材料 厚さ(cm) 
AASHTO TA法 

層係数 構造指数(SN) 等値換算係数 TA値 

表層 DBST 3 0 0 0 0 

上層路盤 再生路盤 
標準 14 0.30 1.654 0.55 7.7 
薄厚 21 0.30 2.480 0.55 11.55 

下層路盤 粒状材 
標準 39 0.126 1.935 0.25 9.75 
薄厚 23 0.126 1.141 0.25 5.75 

合計 
a. 合計SN＝ 

標準 3.588 
a. 合計TA＝ 

標準 17.45 
薄厚 3.621 薄厚 17.30 

b. 必要SN＝ 3.574 b. 必要TA＝ 15.5 
判定 a≧b OK a≧b OK 

出典: 調査団  備考: 路床の設計 CBR=15 

(5) 排水計画 

1) 排水計画の方針 

本計画では、既存横断排水施設の状態や流下能力確認の結果、新設・置き換えでなく既存を活

用する方針とし、道路改修による拡幅・線形修正に伴い、既存施設を延伸させ対応する検討を進め

既存舗装タイプ 標準 薄厚 標準 薄厚 標準 薄厚
DBST 3 3 3 3 3 3
廃棄 3 3

上層路盤(既存)cm CBR51 20 15 - - - -
上層路盤(砕石)cm CBR100 - - - - 21 39
上層路盤(再生)cm FA/CFA - - 14 22 - -
下層路盤(上部)cm CBR66 15 15 39 22 50 30
下層路盤(下部)cm CBR66 15 - - - - -

合計舗装厚(cm) 53 33 56 47 74 72
路床cm (Totalで1m) CBR15 47 67 44 53 26 28
信頼度95% SN　既存 2.548 1.573 3.588 3.621 3.583 3.583
供用度55% 設計寿命 2.675 0.17 15.26 15.87 15.16 15.16
設計荷重13.7million SN　必要 3.421

考慮厚さcm 100 100 100 100 100 100

舗装パターン比較 3cm

3cm
嵩上げ 38cm

3cm 20cm
11cm

既存舗装面 3cm 追加材
表層 3cm 3cm 3cm 3cm （3cm） （3cm）

再生工法 7cm
11cm (21cm)

上層路盤 20cm 15cm (14cm) 8cm 20cm 15cm
CBR51 CBR51 9cm CBR51

参考：層係数設定値 CBR51
表層＝ゼロ 15ｃｍ 15ｃｍ
上層路盤(再生)＝0.30 CBR66 CBR66 15cm
上層路盤(砕石)＝0.14 下層路盤 15ｃｍ 15ｃｍ （23cm）
上層路盤(粒状CBR60)＝0.13 CBR66 CBR66 15cm
下層路盤（上部CBR40）＝0.12
凡例：

標準＝DOR標準と類似 15ｃｍ 15ｃｍ
薄厚＝上記より1層薄い CBR66 CBR66 15cm

（39cm）
路床

項目 既存舗装
計画舗装構造の検討

再生工法 砕石嵩上げ

表層cm

選定した舗装構造 
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備考：   ハラレ   カリバ 

出典： MEWC 

図 3-2-8 対象地域雨量 
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た。なお、以下に示す排水関連に起因した既存舗装のダメージが多く発生していると考えられること

から、これら現状を配慮した検討を進めた。 

表 3-2-12 雨水に起因した既存道路劣化の原因 

ⅰ) 路肩部の流水起因 
路面排水が路肩の植物繁茂により、排水側溝への流れ込み阻害→路

肩端部に表面水集中→縦断方向に流下中に流速・流量上昇→路肩

舗装端部洗掘→端部浸食進行→路肩崩壊 

ⅱ) 山側からの流水起因 
山側からの雨水流入→山側側溝の不備・維持管理不足→路肩・路面

を雨水が横断→端部・クラック部浸食→路盤・路床浸水→舗装崩壊 

1-1) 降雨量 

カリバに近い対象地区の日最大降雨量は、例年 100 ㎜/日

以下であり、ハラレと比較すると半分以下と、「ジ」国内でも降

雨量が比較的少ない地域である。 

1-2) 既存排水施設 

対象道路区間の横断排水施設は、2 次調査対象区間では

89 箇所（150ｍ程度に 1 箇所）、設計区間では 52 箇所（約 130

ｍに 1 箇所）と密に設置されている。カルバートの種別は直径

60㎝のパイプカルバートが5割以上を占めている。また現地聞

き取りでは洪水や道路冠水の履歴は無かった。 

表 3-2-13 既存横断排水施設の概要 

タイプ 
サイズ 2 次調査対象区間 （12.5km） 設計区間 （6.5km） 備考 

数量 割合 数量 割合 

パイプ 
カルバート 

600 54 72% 27 52％ コンクリート構造 

750 3 4% 3 6％ 同上 

900 7 9% 6 11％ 同上 

900 2Cells 9 12% 5 10％ 同上 

950 1 1% 0 0％ 同上 

950 2Cells 1 1% 0 0％ 同上 

ボックス 
カルバート 

3000x1500x2Cells 2 3% 0 0％ 同上 

3000x1500 1 1% 0 0％ 同上 

2500x2500 3 4% 3 6％ 同上 

2400x2400 2 3% 2 4％ 同上 

1800x1800 6 8% 6 11％ 同上 

合計  89 100% 52 100%  

出典: 調査団 

1-3) 既存横断排水施設の流下能力の確認 

a) 確率降雨強度の算定 

降雨強度は、DOR より入手した観測データ 

（日最大降雨量）を用いて算出した。 

・観測期間：2000 年 5 月～2016 年 12 月 

・観測箇所：Kariba 空港 

出典：調査団 
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上表の観測データより設計降雨強度の算出を行う。設計降雨強度の算出にはガンベル式、Log 

peason3 (LP3)と『ジ』国の設計マニュアル「Part JD」の計算式を用いた。計算結果は以下に示すよう

に、各設計計画年で LP3 の降雨強度が最も大きくなった。 

 表 3-2-14 確率年ごとの降雨強度  

 

 

 
出典: 調査団  Note: Zimbabwe Standard：設計マニュアル「Part JD」に記載の算出式を用いて、L=5000 ㎞、河床勾配 I=２%で算出 

 

設計計画年については『ジ』国の設計マニュアル及び SATCC に記載がないため、DOR とのミーテ

ィングにより決定した。 

表 3-2-15 排水施設の設計計画年 

排水施設 設計計画年 降雨強度 道路土工（日本基準） 

道路側溝 5 年 82 ㎜/h 3 年 

道路横断排水施設 20 年 99 ㎜/h 5 年～30 年※ 

出典: 調査団  ※日本の基準では排水施設の重要度に応じて決定。 

b) 流域区分 

対象道路区間（第 2 次調査範囲）の流域は、29 の流域に区分され、合計で 15.13km2 程度と見ら

れる。対象道路のマクティ側（kp.300～305 付近）は流域面積が大きく、より急峻な地形となるヘルズ

ゲート側は小さい流域となっている。なお流域区分は、小型既設カルバートの持つ非常に狭小（0.01

㎞ 2 以下）な流域区分ではなく、設置位置・流水方向・道路線形により同一と考えられる流域として、

流出量の確認を行った。なお、対象となる 6.5km 区間には下表の 9～29（21 カ所）の流域が関係して

いる。 

表 3-2-16 流域の概要 

流域 面積(km2) 既存排水管 計画流出量  流域 面積(km2) 既存排水管 計画流出量 
1 0.85 20 21.3  16 0.04 2 1.1 

2 7.24 2 79.6  17 0.04 1 1.1 

3 0.15 4 4.0  18 0.06 3 1.7 

4 0.06 6 1.7  19 0.07 6 1.9 

5 3.21 2 29.8  20 0.04 1 1.1 

6 0.52 7 13.3  21 0.16 1 7.1 

7 1.76 1 21.7  22 0.02 5 0.6 

8 0.05 2 1.4  23 0.15 1 5.2 

9 0.06 1 1.7  24 0.01 2 0.3 

10 0.17 7 4.5  25 0.01 2 0.6 

11 0.07 1 1.9  26 0.02 1 0.6 

12 0.22 17 5.8  27 0.04 1 9.4 

13 0.03 1 0.9  28 0.01 1 0.3 

14 0.01 1 0.3  29 0.04 2 1.1 

15 0.02 1 0.6  合計 15.13 101（57） - 

出典: 調査団  備考： 既存排水管＝2 連構造は Cell 毎計上＝箇所数と異なる。 計画流出量＝流出量 x1.2(安全

率)m3/Sec.  ※流域 9～29＝プロジェクト対象範囲 

Return Period 1/2 1/5 1/10 1/20 1/25 1/50 1/100
Gumbel 62 75 84 92 94 102 110

Log Peason Type3 66 82 92 99 101 109 112

Zimbabuwe Standard ー 54 ー 69 69 80 87

Pearson 
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図 3-2-10 排水流域図 

c) 流出量の算定 

「ジ」国のマニュアルでは『Rational Formula（合理式）』を用いた流出量の算出方法が示されている。

一方、合理式を大きな流域に適用する場合、実状と計算結果に乖離がでることも考えられるため、比

較的流域の大きな排水施設については、近隣国（南アフリカ）のマニュアルに示されている『The 

Standard Design Flood (SDF) method（修正合理式）』を用いて流出量の算出を行った。以降に、各流

域面積及び流出量の算定結果を示す。 

・ 道路側溝：Rational Formula（合理式） 

・ 横断排水施設：The Standard Design Flood (SDF) method（修正合理式） 

 

 

 

 

 

 合理式と修正合理式の違い 

基本的な算出方法は両方式とも上記の式を使うが、修正合理式は『C：流出係数、I：降雨強度、A：

流域』の各値について、実状に合うように係数を考慮して計算を行う。 

d) 流下量の算出  

流下量の算出はマニング式に準拠し算出する。  

 

 

 

e) 既存施設の流下能力の確認 

流量計算の結果より、既存の横断排水施設の寸法は、流量計算上問題ないことが確認できた。よ

って、本計画では、既設構造物の改修拡幅や新設は行わず、既存施設を延伸する計画とする。次頁

表 3-2-17 に流量計算結果及び図 3-2-11 に概略排水系統図を示す。 

 

計算式：  

R: 径深 (m)   Q: 流下量 (m3/s)   S: 排水勾配 (％) 
A: 排水施設の流下断面積 (m2)     n: マニング係数 

凡例 
       Box 流域 
       Pipe 流域 
       主要河川 

マクティ 

ヘルズゲート 

プロジェクト対象範囲（6.5km）

P&W 事務所 

出典: 調査団 
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表 3-2-17 既存施設の流下能力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典: 調査団 

 

流量計算の結果より、既存の横断排水施設の寸法は、流量計算上問題ないことが確認できた。よ

って、本計画では、既設構造物の改修拡幅や新設は行わず、既存施設を延伸する計画とする。排水

系統図を以降に添付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-11 概略排水系統図 

断面積 潤辺 径深 勾配 粗度係数 流速 流量 計画流出量
Ａ(㎡) Ｓ(ｍ） R=A/S(m) Ｉ(%） ｎ Ｖ(ｍ/sec)Ｑ(m3/sec) Ｑ(m3/sec)

φ600 14 3.958 26.389 0.150 7.0 0.012 6.224 24.635
φ900 3 1.909 8.482 0.225 7.0 0.012 8.156 15.570
φ950 3 2.126 8.954 0.237 7.0 0.012 8.444 17.952
Total 20 58.157 ＞OK 21.291

2(1) B3000×H1500 2 9.000 12.000 0.750 2.0 0.013 8.980 80.820 ＞OK 79.556
φ600 2 0.565 3.770 0.150 3.0 0.012 4.075 2.302
φ900 2 1.272 5.655 0.225 3.0 0.012 5.340 6.792
Total 4 9.094 ＞OK 4.033

4 φ600 6 1.696 11.310 0.150 4.0 0.012 4.705 7.980 ＞OK 1.667
5 B3000×H1500 2 9.000 12.000 0.750 3.0 0.013 10.998 98.982 ＞OK 29.848

φ600 3 0.848 5.655 0.150 6.0 0.012 5.763 4.887
φ900 4 2.545 11.310 0.225 6.0 0.012 7.551 19.217
Total 7 24.104 ＞OK 13.306

7 B3000×H1500 1 4.500 6.000 0.750 1.0 0.013 6.350 28.575 ＞OK 21.711
8 φ600 2 0.565 3.770 0.150 13.0 0.012 8.482 4.792 ＞OK 1.398
9 B2400×H2400 1 5.760 7.200 0.800 5.0 0.013 14.823 85.380 ＞OK 1.667
10 φ600 7 1.979 13.195 0.150 5.0 0.012 5.261 10.412 ＞OK 4.549
11 B1800×H1800 1 3.240 5.400 0.600 8.0 0.013 15.478 50.149 ＞OK 1.935

φ600 13 3.676 24.504 0.150 4.0 0.012 4.705 17.296
φ900 4 2.545 11.310 0.225 4.0 0.012 6.166 15.692
Total 17 32.988 ＞OK 5.829

13 B1800×H1800 1 3.240 5.400 0.600 10.0 0.013 17.304 56.065 ＞OK 0.853
14 φ900 1 0.636 2.827 0.225 5.0 0.012 6.893 4.384 ＞OK 0.294
15 B2500×H2500 1 6.250 7.500 0.833 7.0 0.013 18.018 112.613 ＞OK 0.576
16 φ750 2 0.884 4.712 0.188 4.0 0.012 5.470 4.835 ＞OK 1.127
17 B2500×H2500 1 6.250 7.500 0.833 6.0 0.013 16.681 104.256 ＞OK 1.127

φ600 1 0.283 1.885 0.150 5.0 0.012 5.261 1.489
φ900 2 1.272 5.655 0.225 5.0 0.012 6.893 8.768
Total 3 10.257 ＞OK 1.667
φ600 2 0.565 3.770 0.150 8.0 0.012 6.654 3.760
φ750 1 0.442 2.356 0.188 8.0 0.012 7.735 3.419
φ900 3 1.909 8.482 0.225 8.0 0.012 8.719 16.645
Total 6 23.824 ＞OK 1.935

20(18) B1800×H1800 1 3.240 5.400 0.600 12.0 0.013 18.956 61.417 ＞OK 1.127
21(15+16+17) B2400×H2400 1 4.000 6.000 0.667 14.0 0.013 21.972 87.888 ＞OK 7.121

φ600 2 0.565 3.770 0.150 6.0 0.012 5.763 3.256
φ900 2 1.272 5.655 0.225 6.0 0.012 7.551 9.605
Total 4 12.861 ＞OK 0.576

23(13+14) B1800×H1800 1 3.240 5.400 0.600 9.0 0.013 16.416 53.188 ＞OK 5.180
24 φ900 2 1.272 5.655 0.225 7.0 0.012 8.156 10.374 ＞OK 0.294

25(24) φ900 2 1.272 5.655 0.225 13.0 0.012 11.115 14.138 ＞OK 0.589
26(22) B1800×H1800 1 3.240 5.400 0.600 5.0 0.013 12.236 39.645 ＞OK 0.576

27(20+21) B2500×H2500 1 6.250 7.500 0.833 5.0 0.013 15.228 95.175 ＞OK 9.374
28 B1800×H1800 1 3.240 5.400 0.600 5.0 0.013 12.236 39.645 ＞OK 0.294
29 φ600 2 0.565 3.770 0.150 2.0 0.012 3.327 1.880 ＞OK 1.127

判定

6

12

18

サイズ 本数

19

22

流域

1

3

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
対
象
範
囲 

 

出典:調査団 
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1-4) 道路側溝 

既存道路脇には、切土側に土側溝、コンクリート石貼り側溝、盛土

側には舗装端部をアスファルト材で盛り上げたアスカーブと縦溝（シ

ュート）、山側からの縦溝による流れ込みも確認されている。 

道路改修に伴い草木の植生による水路機能不全及び、環境影響

（動物の往来）も考慮したコンクリート構造の V 型側溝や縦溝の検討

を行った。なお、山側からの地下水浸透による路盤への悪影響を防

止し、舗装を健全な状態に保つ対策として、切土側（V 型側溝の下

部）に有孔管を設置する方針とした。 

(6) 付帯施設 

1) 擁壁 

線形改良に伴う切・盛土部への新たな擁壁設置については、類似施工例、材料調達環境、維持

管理の観点、本邦での適用事例等を踏まえ、擁壁構造は補強土壁、コンクリート擁壁（逆 T 型擁壁）、

ブロック積み擁壁、ギャビオン擁壁等の擁壁形式などから、構造性・施工性・景観性等を考慮して検

討を進めた。検討の結果、擁壁高さ 5ｍ以上には補強土壁（テールアルメ）、5ｍ以下はコンクリート擁

壁（逆 T 型擁壁・重力式擁壁）を選定した。なお、kp312 付近で切土法面から若干の湧水跡がみられ、

施工後の法面の不安定化が危惧されたため、円滑な排水のための法尻部へのギャビオン擁壁を考

慮した。以降に、想定される擁壁設置例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

盛土部擁壁例（補強土壁） 切土部擁壁例（ギャビオン設置） 

出典：調査団 

図 3-2-12 擁壁設置例 

2) 道路付帯施設 

対象区間では、路面のブレーキ跡や道路脇の事故車の残骸が、特に下り勾配で直線の先が急な

カーブになっているスポットで顕著である。これら、カーブの中に短い直線が入ったブロークンバック

カーブなど問題のある線形は、直線区間を複合曲線で置き換える等の線形改良と、標識やラインマ

ーキングとランブルストリップの全幅設置の組み合わせによる注意喚起施設や、ガードレール、防護

壁、サンドトラップなどの事故被害軽減施設等、事故防止に有効対策となるようなタイプ、パターン、

設置場所の検討を進めた。以下に安全対策の類似例を示す。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

計画側溝のイメージ 

312km 付近 
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なお、設置案の検討においては、雨季の植物繁茂による視認性の低下が生じないような配慮の検

討を併せて行う。また、夜間や降雨時の交通への安全確保のため、道路中央と両端に反射鋲及び擁

壁・ガードレールに視線誘導施設の設置を検討した。さらに、対象道路の主な交通が、南部アフリカ

の主要港湾から内陸部への、2000km を上回る長距離物流のための大型車が主体となっていることか

ら、運転手休息や車両点検場所の提供を目的とした、パーキングエリア設置を対象区間の終点部で

検討した。 

表 3-2-18 安全施設 

安全施設名 設置位置 設置理由 

ガードレール 
盛土区間（盛土勾配
1：2.0、高低差4ｍ以上） 

対象区間は山岳地帯で、車両が路外に逸脱すると大事故と

なる懸念があり、現況の事故原因も車両の路外への逸脱が

多いことから、車両の逸脱防止を目的として設置する。 

視線誘導標 
ガードレール設置区間
の手前10m 

上記ガードレール設置区間以外で、道路と路外に高低差が

ある区間に、道路線形の視認性を高め安全性を向上させる

ため設置する。 

道路鋲 
道路中心、両側路肩境
界の計3箇所（全線） 

上記、視線誘導表に加え道路鋲を設置することで、昼夜よ

り安全性が向上される。 

注意喚起標識 
急勾配区間や連続カー
ブ区間などの手前 

ドライバーへの注意喚起のために設置。（急勾配区間、連

続カーブ区間、設計速度変化区間） 

ランブル 
ストリップ 

設計速度変化点の手前
（0.6, 3.2, 4.2km） 

起点から終点に向かい、下り坂が連続するため速度が超過

しやすい。特に、設計速度が40㎞/ｈr変化する区間は、走

行速度が設計速度を超過する懸念があるため、設計速度変

化点の手前にランブルストリップを設ける。 

サンドバンク 0.8, 4.4km地点 
急カーブで谷側に高低差がある区間に路外への逸脱防止

を目的に高さ3.0m程度のサンドバンクを設ける。 

パーキング 
エリア 

終点付近 
長距離ドライバーの休憩、登坂前後の車両安全点検及び日

本の設計区間であることを明確にする。 

出典: 調査団 

(7) その他 

1) 不良土対策 

南北回廊の北部区間全体で見ると、一部区間で路床部に起因したと考えられる、舗装全幅に亘る

舗装劣化が見られる。これらは、低湿部や地下水位が高いと言った原因が考えられ、特に“モパニの

木”が生えている付近で問題発生が顕著と DOR 技術者から説明があった。さらに、これら部分では軟

弱地盤(ブラックコットン土または類似の膨張材)の分布が懸念され、ヘルズゲートからチルンド間の一

部平坦部分で類似の状況が見られる。本計画が対象とする 6.5km 区間では、これらの路面性状は見

られないものの、道路サグ部やカルバート付近で路面補修跡がみられる。試掘調査では、問題土質

バス停付近での標識設置例       標識と防護壁との組合せ例         登坂車線分岐部例 
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は確認されなかったものの、ベンケルマンビームによる調査では若干支持力低下が見られるスポット

が確認されたことから、これら部分は路盤置換えを想定した計画とした。 

2) 支障物件 

本計画区間には架空線（電力線・電話線）と地下配管（水道・ファイバーケーブル）が設置されてお

り、これらは本計画に伴い、部分的に移設・撤去が必要となる可能性がある。これら道路用地内に設

置されている既存施設を以下に示す。 

表 3-2-19 支障物件 位置一覧 

名称 位置 移設延長 
1) 電力線 0.140km 横断 100m 

2) 電話線（合計 260m） 

2.720～2.800km 左 80m 

3.440～4.480km 左 40m 

3.900～4.000km 横断 80m 

5.100～5.150km 横断 60m 

3) 水道 0.010ｋｍ 横断 50ｍ 

4) ファイバーケーブル（合計 3,920m） 
1.100～4.200km 左 3,100m 

5.700～6.600km 左 820m 

出典: 調査団  備考: 上表の km＝306.4km 地点から終点方向への距離、 ファイバーケーブルは業者自主撤去契

約が DOR と締結されている 

3-2-3 概略設計図 

基本計画に基づき作成した、概略設計図を以下に示す。各図面は添付資料として添付する。 

表 3-2-20 概略設計図リスト 

項 目 図面内容 図面枚数

1 道路標準横断図、道路平面・縦断図 11

2 排水施設構造図 11

3 付帯施設構造図 12
出典: 調査団 

3-2-4 施工計画/調達計画 

(1) 施工方針 

1) 施工上の基本方針 

本プロジェクトが日本国の無償資金協力の枠組みで実施されることを考慮し、以下に本計画にお

ける施工上の基本方針を示す。 

① 施工方法及び工事工程は、現地の気象、地形、地域特性（サファリ・エリア内）など自然条件及

び対象道路の現況交通の状況等を反映させ、それに適した計画を立案する。 

② 相手国側の維持管理能力を考慮し、供用後に特殊な建設機械や技術を必要としない一般的

な施工方法を計画する。 

③ 施工計画の策定にあたっては、社会環境及び交通安全確保に十分配慮する。 

④ 地域経済の活性化に資するため、現地調達可能な資機材の最大限の活用を確認する。 

(2) 施工上の留意事項 

施工業者は以下に留意し、工事を実施する。 
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1) 労働基準の遵守 

「ジ」国の現行建設関連法規を遵守し、雇用に伴う適切な労働条件や慣習を尊重し、労働者との

紛争を防止すると共に安全が確保出来るような検討を行う。 

2) 工事期間中の社会環境配慮 

① 粉塵等をできるだけ抑える施工方法を採用する。 

② 騒音・粉塵を発生するプラント等は、居住地域を避け設置する。 

③ 工事により発生する廃材は、周辺環境へ影響を与えない適切な場所に運搬し、埋立て等により

処分する。 

④ 工事により発生する廃水は、「ジ」国基準に従い適切に処理し排水する。 

⑤ 表 2-2-28 に示す環境管理・モニタリング計画（案）を実施する。 

3) 工事中の安全確保 

① 工事安全専任技術者を配置し、「ODA 建設工事安全管理ガイダンス 2014 年 9 月」に則り、安

全対策プラン、安全施工プランを策定する。 

② 車線規制が必要となるため、安全設備（バリケード（コンクリートブロック等を含む）、カラーコーン、

回転灯）及び誘導員を配置し、交通切り回しを行う。 

③ 工事現場に立ち入り禁止看板や工事案内板を設置し、安全確保や第三者とのトラブルの発生

防止に努める。 

④ 職員、労働者に対する野生動物からの危害を防止するため、工事現場に野生動物保護官（レ

ンジャー）を配置又は帯同させる。レンジャー配置の詳細については、図 3-2-17 施工順序フ

ロー等を基に着工後速やかに施主・関係各機関・業者・コンサルタントにより協議・確認する。 

4) 現場の通信手段の必要性 

プロジェクト区間では携帯電話の利用が可能であるため工事関係者は携帯電話を所持することと

した。また、交通誘導員は携帯式のトランシーバーによる通信手段も確保し、一般交通及び地域住

民の安全確保を目的とした交通安全管理体制を確立する。 

5) 現地慣習の尊重 

施工計画の立案に際し、現地慣習を考慮した作業日程を検討する。 

6) 通関事情 

輸入・荷下し及び通関手続き等の所要日数を考慮した施工計画を立案する。 

7) 用地確保 

主キャンプヤード（現場事務所、コンサルタント用監理事務所、試験室、労働者宿舎、倉庫・材料

保管場、鉄筋・型枠加工場、プレキャスト製作ヤード、生コン製造場、建機置場、資材置き場など)、

副キャンプヤード（生コン製造場、建機置場、資材置場など）、建機置場は、沿道の公有地が想定さ

れている。施主は PQ 公示前までに適切な用地を確保し、コンサルタントは状況を確認し PQ 手続き

に進む。 
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8) 工程調整 

コンサルタントは、｢ジ｣国側の負担事項の実施方針を十分に確認し調整する。また、｢ジ｣国側が

本工事に合わせて支障物件の移設を行う場合は、移設に関する工程、実施方針を十分に確認し調

整する。 

9) 施工計画における留意点 

施工計画上の留意事項を以下に示す。 

a) 現道交通の確保 

対象道路は南部アフリカ沿岸部からザンビアなど内陸国

への物流の主要ルートで、トレーラの通行が多く、車両通行

止めでの工事は難しい。よって、これらの交通を確保しなが

ら工事を進める必要があるが、近くに迂回ルートは無く、急

峻な地形で切通し区間や片切区間が多く切廻し道路の設

置に制約があることから、片側交互通行により現道交通（最

少幅員 3.5ｍ、現道幅員 7.0m の半分）を確保しながらの施

工とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-13 施工時道路断面 

工事区間延長は約 6.5km で、切土量は約 24 万 m3、盛土量は約 4 万 m3、残土量は約 20 万 m3

写真 切通し区間の例 
(う回路設置が困難) 

出典：調査団 
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あり、図 3-2-14 に示すように盛土・切土の分布となっており、工事区間延長の後半部分の土工事量

が多くなっていることから、各工区の進捗の均等化と工事中の交通規制延長、及び建機の搬入等を

考慮し、1 工区当たりの切土量 3 万 4 千 m3 を目安に下表のように設定する。 

 

表 3-2-21 工区割り   

工区 距離 切土量(m3) 

① 0.98km 32,600 
② 2.28km 31,000 
③ 0.92km 32,600 
④ 0.32km 39,400 
⑤ 0.32km 37,200 
⑥ 0.60km 37,700 
⑦ 1.23km 32,500 

 

 

図 3-2-14 工事区間の切・盛土の分布状況 

施工は図3-2-13に示すように、切土区間は既存道路の山側1車線を通行止めにして工事範囲を

設け、谷側車線を片側交互通行にて一般交通を供用した状態で山側を施工する。また、盛土区間

は谷側 1 車線を通行止めにして工事範囲を設け、山側車線を片側交互通行にて一般交通を供用し

た状態で谷側を施工する。 

工事の作業帯延長は図 3-2-15 に示すように、建設機械の配置から 1 工区当たり 40m とし、交通

規制帯延長を 50m とする。なお、規制の前後及び車輌出入り口に交通誘導員を配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-15 規制延長と誘導員の配置 

b) 作業時間 

野生動物の多くが夜行性であるため、野生動物に対する配慮(騒音)、及び工事作業員の安全性

確保の観点から、サファリ・エリア内において各種工事が許可されている時間帯は、7:00 から 17:00

までに制限されているため、夕方から早朝間は、建機・資材等を副キャンプヤード・建機置場に移動、

保管する。夜間工事の必要性が発生した場合は、関係機関との確認及び協議が必要。 

c) 工事に関する規制 

サファリ・エリア内の工事に関する明文化された規制はないが、公園及び野生動物管理局「Parks 

and Wildlife Management Authority (PWMA)」との事前協議が必要。地質調査結果より軟岩であるこ

とを確認していることから、発破作業は想定していないが、岩掘削等での発破作業が必要な場合に

は鉱山資源開発省「Ministry of Mines and Mining Development」の許可が必要。 

作業帯延長　40.00m

規制帯延長　50.00m
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d) 降雨の影響 

雨期の降雨はほぼ毎日降るが、午後の時間帯が多い。また、一日の降雨時間は短く、一時的に

強く降るが降雨量が少なく、山岳地形のため、対象区間での滞水はみられない。 

e) 施工順序 

本計画は、現道の山側を切土して道路拡幅を実施することが基本である。調査対象の約6.5km区

間には、φ0.6m のパイプカルバートから、幅 2.5m 高さ 2.5m、ボックスカルバートなど、52 ヶ所の横断

排水構造物が設置されている大小の沢があり、その部分の横断排水構造物は、道路拡幅に伴って

延伸する必要がある。また、盛土部分は切土によって発生した土砂を用いて盛土することから、盛土

部の横断排水構造物は盛土に先行して所定長に延伸し、切土部の横断排水構造物は切土施工後

に延伸工事を行う。さらに、現道交通を片側交互通行として工事を行うことから、連続する切土・盛土

区間は同じ側の片側施工を行う（例えば、終点に向かって右側の地山を切土する場合、連続する盛

土は右側を盛土する）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：調査団  凡例：      現道      切土       盛土      排水構造物       流末方向 

図 3-2-16 道路改良に伴う切・盛土及び横断排水構造物イメージ 

以降に上記事項を反映した施工順序フローを示す。 

盛土前の延伸工事 

切土後の延伸工事 

始点方向 
終点方向 

終点方向に向かって右側の切土・

盛土を先行施工 
終点方向に向かって左側の切土・

盛土を先行施工
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図 3-2-17 施工順序フロー 

(3) 施工区分 

本プロジェクト実施のための日本及び｢ジ｣国政府それぞれの負担事項の概要を以下に示す。 

1) 日本側の負担範囲 

a) 建設工事 

対象区間道路延長約 6.5km の既存道路の改修。 

- 道路改修工事（土工、路盤工、表層工、排水構造物、道路付帯施設等）に係る必要な仮設工

事、本体工事。 

- 仮設施設（主キャンプヤード、副キャンプヤード、建機置場等）の設置及び撤去。 

出典：調査団 

切土区間           盛土区間             既存道路 

片側交互通行 

 

下層路盤まで掘削       横断排水構造物 

 

横断排水構造物       路体・路床盛土 

 

縦断排水構造物（側溝等） 

 

下層路盤 

 

プライマー散布 

 

交通切廻し 

 

 

縁石布設                   既設 DBST 撤去 

 

上層路盤                      上層路盤 

 

プライマー散布                   プライマー散布 

 

交通切廻し                     交通切廻し 

 

舗装 1 層目 
砕石散布 
アスファルト散布 

 

交通切廻し 

 

舗装 2 層目 
砕石散布 
アスファルト散布 

 

交通切廻し 

 

白線・路面反射鋲 

 

完成 

道路標識等付属物 

レンジャー

Box 1 班 
Pipe 1 班

レンジャー 
Box 1 班 
Pipe 1 班 

レンジャー、1 班 

レンジャー、1 班

レンジャー、1 班

レンジャー、1 班

レンジャー、1 班

レンジャー、1 班

レンジャー、1 班

レンジャー、1 班 

レンジャー、1 班

レンジャー、
白線 1 班 
反射鋲 1 班

※路面保護
と土埃対策

※路面保護
と土埃対策

レンジャー、1 班

横断排水構造物、擁壁
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b) 労務・資機材の調達 

道路改修工事に必要な労務、建設資材及び建設機械の調達。 

c) 安全対策 

工事実施に係る安全管理及び対策。 

d) コンサルタント業務 

実施設計、入札・契約書の作成、入札の補助及び工事の施工監理。 

2) ｢ジ｣国側の負担範囲 

a) 用地確保 

道路敷き用地（ROW）、「工事施工計画」で示されたキャンプヤード等の施設の建設に必要な用地

の確保、建設に伴い発生する廃棄物及び残土の処分場の確保。 

b) 通関､免税措置 

工事開始に先立ち作成される、工事資機材輸入品リストを基にした、｢ジ｣国での通関・免税処置

を行うための便宜供与。 

c) 公共施設の移設 

- 支障物件の移設（水道管、電線、電話線、地中ファイバーケーブル等） 

- 移設に伴う｢ジ｣国側監督要員の配置と関連費用の確保 

d) その他 

- 本プロジェクト実施に従事する日本人の入国、業務従事、滞在などに対する便宜供与 

- カウンターパートを指名し、その要員と関連費用の確保 

- パーク＆ワイルドライフ職員費用（レンジャー配置、実施設計・施工実施期間） 

- ENGINEERING COUNCIL OF ZIMBABWE への企業と技術者の登録（請負業者、コンサル） 

- EIA 審査料（事業費の 0.8％想定（0.08～2%内で協議）） 

- 「ジ」国でのプロジェクト関連口座開設・送金受領への支援 

(4) 実施設計、施工監理計画 

1) コンサルタント業務の実施工程 

本プロジェクトの実施にあたっては、日本国及び｢ジ｣国の両政府間で本事業の無償資金協力に係

わる交換公文（E/N）の締結が行われ、交換公文締結後、JICA と｢ジ｣国政府が贈与契約（G/A）を締

結することが前提となる。交換公文及び贈与契約締結後、コンサルタントは JICA より発給される推薦

状を基に、日本の無償資金協力の範囲及び手順に従い、｢ジ｣国政府の実施機関である DOR との間

でコンサルタント契約を結ぶ。契約の締結後、実施設計、入札補助業務及び施工監理と進む。以下

コンサルタント契約に含まれる主な業務内容を示す。 

【実施設計段階】 

  対象区間の、既存舗装活用のための路面支持力確認、サンプリング/室内試験実施や、切土

想定部の土砂/岩確認、構造物位置の地盤確認等の詳細現況調査を行い、基本設計の内容

を補足・追加する。 

  詳細図面を補足・追加する。 

  基本条件の再確認、仕様書の妥当性確認、図面・数量計算書の精査を行い、設計内容を審査
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する。 

  詳細設計図、仕様書及び数量表等、入札図書を作成する。 

【入札段階】 

  入札図書について、責任・実施機関の承認を得る。 

  責任・実施機関が実施する入札、入札評価、契約交渉を技術的な側面から支援する。 

  JICA に入札結果等を報告する。 

なお、本計画においては、想定される工事の特徴から、応札可能な業者の要件として、事前資格

審査(PQ)では以下の項目設定が必要であると考えられる。 

① 財務・経営状況、工事実績の確認 

② 本計画と類似した自然条件での道路工事及び舗装工事実績を有すること 
③ 本計画と類似した現場条件（山岳道路、岩掘削、工法等）での工事実績を有すること 
④ 舗装施工管理技術者、舗装品質管理技術者の資格保持もしくは類似経験を有すること 

【施工監理段階】 

  契約に沿った工事の品質、出来形、進捗状況及び安全管理に関する確認を行い、定期的に実

施機関・JICA に報告する。 

  実施機関が定期的に主催する品質管理会議（出席者は実施機関、JICA、施工業者、コンサル

タント）の事務局を行う。 

  特定資材の単価推移を 3 ヶ月ごとにモニタリングし、実施機関に結果を報告する。 

  施工業者からの請求に対し、出来高検査を実施し、実施機関・JICA に結果を報告する。 

  プロジェクト完了時に竣工検査を実施し、実施機関・JICA に結果を報告する。 

  プロジェクト完了 1 年後に瑕疵検査を実施し、実施機関・JICA に結果を報告する。 

なお、業者選定完了後、業者は速やかに施工計画書（安全対策プラン、安全施工プランを含む）

をコンサルタントに提出し、審査を受ける。工事開始時には、施工業者の施工計画書、コンサルタント

の施工監理計画書を基に、工期、施工方法、施工監理方法、仕様、品質基準範囲（許容値及び合

格ライン）、確認頻度、完成基準等の主要事項を確認する。 

さらに、施主責任範囲（用地、支障物撤去、各種便宜供与、関係機関への対応等）、施工業者の

責任範囲（品質、出来形、工期の達成）及び、コンサルタント責任範囲（設計・仕様設定、施工時の契

約上の判断が必要な事項の施主への提言）を施工管理基準書としてまとめ、施主、コンサルタント、

施工業者（３者）で合意し署名する（同基準書を改定は 3 者協議により合意）。 

なお、本計画の工事に適用する仕様については、業者は不具合の可能性有無を確認し、可能性

が考えられる場合は事前に検討・対処案を確認した上で、3 者で確認・決定する。決定した仕様に関

し、業者が施工開始後に疑義を持った場合は、疑義に関する合理的証明は速やかに業者が行い、

コンサルタントに報告する。コンサルタントは 3 者協議を招集し、契約条項や対処案の確認を行う。 

(5) 品質管理計画 

施工業者は主キャンプヤード内に試験室を設け、工事実施に必要な土質、砕石、アスファルト材、

コンクリート材等の品質管理試験設備を調達し、関連試験を実施する。本プロジェクトの建設に伴う、

主な品質管理項目を下表に示す。コンサルタントは、業者の試験結果を確認し、契約通りの施工品

質を達成させる。 
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表 3-2-22 品質管理項目一覧表 

項  目 試験方法 試験頻度 

路盤（粒状材） 

配合材料 

液性限界、塑性指数 

配合毎 

粒度分布 

骨材強度試験 

一軸圧縮試験（再生工法材） 

締固め試験 

敷設 
密度試験（締固め率） 1 回/日 

施工厚さ スペック基準 

プライムコート 材料 瀝青材 
品質証明書 材料毎 

保管・散布時の温度・量 配送毎 

舗装表層 

材料 

瀝青材 品質証明書・成分分析表 材料毎 

骨材 

粒度分布 配合毎、1 回/月 

吸水率 
材料毎 

骨材強度試験 

舗設 

 瀝青散布量 スペック基準 

 砕石散布量 スペック基準 

 敷きならし転圧 適宜 

コンクリート 

材料 

セメント 品質証明書、化学・物理試験結果 材料毎 

水 成分試験結果 材料毎 

混和材 品質証明書、成分分析表 材料毎 

細骨材 

絶乾比重 

材料毎 粒度分布、粗粒率 

粘土塊と軟質微片率 

粗骨材 
絶乾比重 

材料毎 
粒度分布 

配合試験時  圧縮強度試験 配合毎 

打設時  スランプ、空気量、温度 材料毎 

強度  圧縮強度試験（7 日、28 日） 材料毎 

鉄筋 材料  品質証明書、引張試験結果 ロット単位 

(6) 資機材等調達計画 

1) 調達に対する方針 

1-1) 労務 

雇用機会の創出、技術移転の促進、地域経済の活性化に資するため、現地技術者、労働者を最

大限に活用する方針とする。ただし、当該国の技術水準では対応が困難となる職種を必要とする場

合は、日本または第三国からの技能工派遣を検討する方針とする。 

1-2) 建設資材 

現地調査の結果、本工事に使用する一般資材（セメント、骨材、木材等）については、「ジ」国内で

生産されている。鉄筋、及び形鋼は、輸入品が市場に流通しており国内調達が可能である。以上か

ら、主要資材の調達区分は、下記方針に基づき下表に示すとおり計画した。 

① 可能な限り現地生産品を調達する。 

② 輸入品が当該国の市場に恒常的に流通している場合は、これらの調達を検討する。 

③ 現地調達が困難な資材については、調達の容易性、価格、品質、納期等に留意し、日本また

は第三国からの調達を検討する。 

出典：調査団 
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出典：調査団 

表 3-2-23 主要資材の調達 

資材名称 
調達区分 

備  考 
現 地 日 本 第三国 

＜一般資材＞ 

盛土材 ●   現地発生材、DOR 土取場 

路盤材 ●   DOR 土取場 

普通セメント ●   国内生産 

細骨材 ●   砂取場 

粗骨材 ●   国内生産、または ZPC 砕石場 

鉄筋 ●   輸入品、市場流通 

鋼矢板 ●   輸入品、市場流通 

一般鋼材（鋼管、形鋼） ●   輸入品、市場流通 

混和剤 ●   輸入品、市場流通 

減水材 ●   輸入品、市場流通 

アスファルト ●   輸入品、市場流通 

アスファルト乳剤 ●   輸入品、市場流通 

PVC パイプ ●   国内生産 

布団籠金網 ●   国内生産 

木材(合板、角材、板材) ●   国内生産 

燃料(ガソリン、軽油) ●   「ジ」国政府調達品を購入 

ガードレール ●   輸入品、市場流通 

道路標識 ●   輸入品、市場流通 

路面反射鋲   南ア国  

路面表示用ペイント ●   輸入品、市場流通 

備考： 出典：調査団 

砕石： 調達候補地は、ハラレの砕石場（サプライヤーより購入）。なお、カリバダム発電所のタービン追

加工事のため、ZPC（Zimbabwe Power Company, Ministry of Mining and Natural Recourses）が

砕石生産許可を取得し、2018 年までの予定で中国業者による砕石生産が継続されている。本

工事で活用（自己で砕石生産）する場合は、DOR と関係機関との協議・合意が必要。 

砂： ZINWA(Zimbabwe National Water Authority)が管理するチウワ川。DOR が ZINWA より調達した

材料を使用する（購入費用は発生しない。川砂の調達を ZINWA より直接行う場合には購入料

金が発生する。）。 

客土： DOR が道路補修用に管理している、既存土取場から調達可能。 

土捨場： 対象区間終点からチルンド方向の道路脇の ROW 内が活用可能。 

燃料： ガソリン・軽油については、「ジ」国政府が使用する非課税輸入分からの調達可能。 

瀝青： 国内生産されておらず、南アフリカからの輸入品が国内で調達可能。 

水： 本工事で使用可能な既存の水道、井戸は無く、河川の流水も乾季に無くなるため、対象道路

近傍に点在する ZINWA が管理するダムより調達可能。なお、水の調達は料金を支払う

（1US$/20m3）。 

表 3-2-24 砕石、土取り場候補地 

項目 場所 材質、備考 

砕石 

・ハラレ砕石場 

 

・ZPC 砕石場（Charara） 

 

・花崗岩質、対象

区間まで約 300 ㎞ 

・花崗岩質、対象

区間まで約 80 ㎞ 

砂 チウワ川 
248km 付近、対象

区間まで約 60 ㎞ 

客土 

DOR 管理 土取場 

礫混り砂質土

294km 付近、対象

区間まで約 15 ㎞ 

DOR 管理 土取場 

礫混り砂質土 

296km 付近、対象

区間まで約 10 ㎞ 
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1-3) 建設機械 

「ジ」国内での建設機械の調達は、特殊なものを除き、現地民間建設会社からの借り上げが可能

であるが、ダンプトラック（2ｔ、10ｔ積）、普通トラック（3～3.5ｔ積）、振動ローラ（ハンドガイド式、質量 

0.8～1.1t、タンデム式、質量 6～7.5t）、フォームドスタビライザ（切削幅 2.0m、深さ 30cm）を除く機材

の賃貸単価は「南ア」国単価に比べ 2～10 倍い高く、「ジ」国調達は著しく不利である。また、南北回

廊南部区間（ハラレからベイトブリッジ 580km）の複数車線化工事（PPP、工期3年、施工業者はオー

ストリア企業）が 5 月 17 日に調印され、用地取得が始まる予定であり、本工事と工事期間が重なる可

能性が高く、「ジ」国からの機材調達が難しくなることが考えられ、「ジ」国の鉱山や建設工事では、隣

国「南ア」国から購入や賃貸等による建設機材の調達が通常よく行われていることから、経済性、調

達の確実性、「ジ」国の建設事情を考慮し、「南ア」国から建設機材を調達とする。なお、DOR は

1999 年に日本から供与された、移動式砕石プラントの本計画での活用可能性を検討中である。 

表 3-2-25 主要建設機械の調達想定区分 

機械名称 規格・諸元等 
調達区分 

備  考 
現 地 日 本 第三国 

ブルドーザ 3t,15t,21t   南ア国 ジ国調達も可能 

バックホウ 0.28, 0.45, 0.8m3   南ア国 〃 

ダンプトラック 2t,10t   南ア国 〃 

普通トラック 3t 積み   南ア国 〃 

普通トラック 6t 積み 2.9ｔ吊   南ア国 〃 

セミ・トレーラ 25t 積み   南ア国 〃 

トラッククレーン 4.9t,16t   南ア国 〃 

ラフテレーンクレーン 25t   南ア国 〃 

大型ブレーカ 800kg,1300kg   南ア国 〃 

モーターグレーダ 3.1m,3.7m   南ア国 〃 

ロードローラ ﾏｶﾀﾞﾑ 10t-12t   南ア国 〃 

タイヤローラ 8t～20t   南ア国 〃 

振動ローラ 
ハンドガイド式 0.8t, 
タンデム式 6t 

  南ア国 〃 

振動ローラ 搭乗式コンバイン型 3t   南ア国 〃 

タンパ 60～80kg   南ア国 〃 

アジテータトラック 4.4m3   南ア国 〃 

アスファルトケトル 6000L ●    

アスファルトディストリビ

ュータ 
6000L ●   

 

チップスプレッダ  ●    

散水車 10000L   南ア国 ジ国調達も可能 

ラインマーカ ハンドタイプ ●    

溶解槽 200～350kg、２層 ●    

フォームドスタビライザ 切削幅 2.0ｍ、深 30cm   南ア国 ジ国調達も可能 

空気圧縮機 3.7,11m3/min   南ア国 〃 

発動発電機 15～300kVA   南ア国 〃 

コンクリートミキサ 0.5m3   南ア国 〃 

2) 調達上の留意事項 

本計画に関わる調達上の留意事項は以下のとおりである。 

① 工事工程に無理のない調達計画を立案する。 

② 地域経済の活性化に資するため、可能な限り現地生産品を調達する。 

③ 現地調達が困難な建設資機材については、品質の確実性、調達の容易性、数量の確保性及

出典：調査団 
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び経済性に留意し、日本または第三国からの調達を検討する。 

④ 日本または第三国調達品は、南アフリカやモザンビークの港湾からの輸送が検討対象となる。

また、港湾からの建設機械の内陸輸送はトレーラ輸送、一般貨物（資材）はトラック輸送とする。 

⑤ 海外からの送金受取り制限がある可能性があるため、下請け業者や資機材調達業者への送金

も含め、類似案件での実績などを確認する必要がある。 

(7) 免税措置、通関手続き 

1) 免税措置 

日本国の無償資金協力事業は免税が原則である。したがって、関税、国内税などは免除される手

続きをとるよう被援助国に説明し、文書にて合意している。よって、事業費積算においては、税金を含

まない金額で算出している。本計画で必要となる資機材は、輸入が想定される瀝青材などと、国内で

調達が想定される燃料などが考えられる。現地調査では、財務経済省（MoFED）において、MoFED

関係者+MoFED 所属の JICA 専門家、MoTID を代表する DOR 関係者及び調査団による協議が行わ

れた。以下に、協議の概要及び MoFED より入手した、免税手続きの手順・日数のフローを示す。 

1-1) 調査団による説明 

‐ 案件概要及びインテリムレポートの説明（要請、JICA 調査、想定される工程） 

‐ 想定される免税対応品は、国内調達品（主に燃料）と輸入品（瀝青材など）が考えられる 

‐ 「ジ」国側による免税内容の確認資料提出（無償資金協力案件に対する、一般的な免税対

処と手順イメージ） 

1-2) MoFED コメント（第 2 次調査時） 

‐ 本件担当者は、MR S. Phiri (Economist in Public Sector Investment Program Division) 

‐ 免税対策が必要と想定される品目、量、時期を知りたい（関連資料は調査団が会議後提出） 

‐ 国内調達品は VAT への対応、輸入品は輸入時の免税対応が必要と想定される 

‐ 輸入品の免税は、業者から輸入品マスターリストがあれば MoFED が対応 

‐ 燃料は輸入時に Tax かかるので、国内販売時に分離難しいが（VAT とは違う）、以降 1-3)

の手順で免税可能性を考えている 

‐ 「ジ」国の徴税は、以下の考え方で実施される 

a) 徴税の基本姿勢は、雇用者と従業者夫々のステータス確認（何処にいる誰と誰が雇用関係

にあるか）から始まる。 

b) 得られる利益に対し課税する。 

c) 二重課税は行わない。 

d) 個人所得税：上記の a）と c）から、日本で給与を受け税金を払っている日本専門家は、ジ

ンバブエで税を支払う必要はない。ただし、日本の請負業者が現地労働者を直雇する場合

は、労働者から個人所得税を徴収し、ZIMRA に提出する必要がある（会社登録も必要）。 

e) 法人所得税：所得源が無償援助（利益を求めるものではない）の場合は、上記 b）を適用

するが、E/N の内容に依存する。しかし、事業所設立（6 12 ヶ月使用する恒久施設）を考

えている場合は、事前に MoTID を通じ MoFED に相談すること。 

f) 機器の輸入：一時的に使用し再輸出する機器は免税となるが、MoTID を通じ MoFED への事
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前申請が必要。再輸出が困難な壊れた機器は、ZIMRA による評価を受けなければならない。

無税で搬入した機器を売却する場合は税+ペナルティ金額が課される。 

g) 資材購入：日本の請負業者は既定の手順で、輸入品の関税および付加価値税（15％）を免

除できる。国内資材調達の場合も既定の手順に沿って対応。 

1-3) 燃料免税手順 （第 2 次調査時） 

交通・インフラ省の傘下の CMED が政府の公共事業用の燃料等を免税で輸入している。本プロジ

ェクトが開始される前または実施中に、本プロジェクトで必要なディーゼルの量を DOR に連絡し、

Duty Free Certificate を発行してもらい、CMED に輸入してもらう。コントラクターは CMED から免税

のディーゼルを購入する。ただし、CMED も手数料（税金ではない、ハンドリングチャージ、5 セント/リ

ットル程度）が必要。 

1-4) MoFED コメント（第 3 次調査時） 

1-4-1） 免税手続き 

先行無償資金協力での状況等を考慮し、第 3 次調査時に手続きの簡略化について MoFED 及び

税務当局（ZIMRA）を交え、以下の協議・確認を行った。 

i) VAT・輸入関税手続き 

VAT 還付手続きは、第 2 次調査時に確認した手順をより簡略化した、以下の手順が MoFED 及び

ZIMRA より示された。 

VAT 還付 

a. 業者は ZIMRA に対して VAT 還付申請を行う。 

b． 申請書類はMoTIDのレター、G/Aの写し、契約書の写し、及び領収書オリジナル。なお、工事

に直接関係のない宿舎の寝具・家具等は対象外となる。 

c． ZIMRA は申請から 30 日以内に申請書確認を行い、還付金支払いを行う。 

輸入関税免税 

a． 業者は ZIMRA に対して輸入関税免除申請を行う。 

b． 申請書類は MoTID レター、G/A 写し、契約書写し、輸入品リストであり、通関毎に申請を行う。 

c． ZIMRA は申請書確認を行い、免税措置を行う。 

d． なお、業者は事前申請が出来なかった場合は通関時に関税を支払い、追って還付申請を

ZIMRA に対して行うことができる。 

新政権となった 2018 年 1 月から、「National Budget Statement 2018」に基づいて、業者が直接

ZIMRAに申請する簡略化した手順となり、また、還付期間も VAT 還付請求後 30 日以内と明記された。

新たな手続きフローは、財務省国際局長、Department Accounting General, Department of Revenue 

and Policy が今回調査期間中に協議・確認したもので、MoFED は ZIMRA が適切に免税手続きを実

施するように管理する。 

ii) 法人所得税・個人所得税 

無償資金協力案件に従事する、日本企業及び第三国企業（コンサルタント、業者）の法人税及び、

日本人及び第三国人への所得税は免税である。ジンバブエ企業（協力会社）及びジンバブエ人は課

税対象である。 
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iii) 燃料税 

燃料税の免税については、MoTID傘下のＣＭＥＤが販売する無税の燃料の使用は可能であるが、

調達時に質・量を確認し、問題ある場合は還付方式により免税を行うこととなる。 

2) 通関手続き 

｢ジ｣国への輸入資機材は、南アフリカのダーバン港で仮通関し、ジンバブエとの国境ベイトブリッ

ジで本通関するのが一般的で、ダーバン港で 1 日、ベイトブリッジで 2～3 日程度の日数を考慮する

など、余裕を持った調達計画の検討が必要である。 

(8) ソフトコンポーネント計画 

本計画での該当なし。 

(9) 実施工程 

1) 工期の設定 

日本の無償資金協力の手続きによる実施を想定した、実施設計及び施工監理の工程（想定案）

を下表に示す。推定される全体工期は、実施設計・入札関連（約 8.5 ヶ月間）、建設工事（約 21.0 ヶ

月間）を合計した約 29.5 ヶ月となる。 

2) 実施工程表 

本計画では、工事中に既存交通を阻害することがないよう、工事による影響を最小限に留めるよう

な施工、材料調達などを検討し建設工事の期間想定を進めるものとするが、以下に、単年度案件と

して実施を想定した実施工程(案)を参考として示す。 

表 3-2-26 業務実施工程表（参考） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：調査団 
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（現地調査、実施設計)

（入札支援）

 （業者契約）

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1

（国内準備）

（準備工）

（現場クリアリング、伐開除根）

（道路土工)

（舗装工）

（排水工）

（擁壁工)

（付帯工)

（片付け工）

（品質管理会議）

2019 2020 2021

施工及び
施工監理

年/月 2018 2019

実施設計

年/月

凡例： 雨季
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3) 積算条件・方法 

3-1) 積算時点 

積算時点は 2017 年 3 月とする。 

3-2) 通貨の交換レート等 

流通／取引通貨： 現地の流通通貨単位は米国ドルである。 

通貨の交換レート： 積算に用いる通貨は日本円、米国ドル、「南ア」国ランドがある。 

 積算時点（2017 年 3 月）から過去 3 ヶ月間（2016 年 12 月から 2017 年 2 月）

の各通貨交換レートは以下の通り。 

1.00 US$ = 115.63 円（TTS）, 1.00 ZAR = 9.96 円（TTS） 

3-3) 準拠する積算基準 

「ジ」国においては、本計画のような道路改修工事に関する公的な積算資料の運用がなされてい

ないため、本積算書では下記に示す日本国の積算基準を採用する。なお、上記になく、特別な基準

書は積算資料集に添付する。 

・国土交通省土木工事積算基準 平成 28 年度版 ：「財団法人 建設物価調査会」発行 

・建設機械等損料算定表 平成 28 年度版 ：「社団法人 日本建設機械化協会」発行 

・建設物価 平成 28 年 3 月号 ：「財団法人 建設物価調査会」発行 

・積算資料 平成 28 年 3 月号 ：「財団法人 経済調査会」発行 

・協力準備調査 設計・積算マニュアル（試行版）2009 年 3 月 

：「独立行政法人 国際協力機構」発行 

・協力準備調査 設計・積算マニュアル 補完編（土木分野）（試行版）2016 年 4 月 

：「独立行政法人 国際協力機構」発行 

3-4) 歩掛の補正 

歩掛補正は、協力準備調査 設計・積算マニュアル 補完編（土木分野）（試行版）に基づいて以

下のように行う。 

・単純労務歩掛補正係数：2.0 

・技能労務歩掛補正係数：3.5 

・単純機械施工歩掛補正率：70% 

・一般機械施工歩掛補正率：70% 

3-5) 物価変動係数 

積算価格には過去の経済趨勢から予見可能な価格変動予測（物価上昇・下降双方）を考慮に入

れた金額を算出するため、「協力準備調査 設計・積算マニュアル 補完編（土木分野）（試行版）」に

基づいて、積算時点から想定入札時点までの物価変動係数を設定する。 

3-3 相手国負担事業の概要 

3-3-1 我が国の無償資金協力事業における一般事項 

｢ジ｣国側分担事項について、両国間で合意された協議議事録で確認された内容を以下に示す。 
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- 建設の開始までに、事業の実施に必要な用地を確保する 

- 認証された契約に基づく、製品・サービスの供給に関し、受入国で生ずる関税、国内税およびそ

の他の公課を日本国民に対して免除する 

- 認証された契約に基づく、製品・サービスの供給に関し、事業実施のために受入国に入国し、ま

たは、滞在する日本国民に対し、それに必要な便宜を供与する 

- 「ジ」国環境社会配慮手続き及び必要となる調査を完了する（留意：EIA 審査料(事業費の 0.8%

程度想定)） 

3-3-2 本計画固有の事項 

無償資金協力として求められる一般的負担事項以外の、本計画特有の相手方負担事項を以下に

示す。 

(1) 本計画に係る道路工事のための用地の確保、既占有物の撤去・移設など 

１） ｢ジ｣国負担費用 

本事業は、「ジ」国基準道路用地の中での工事実施を想定しており、これら用地は既に確保されて

いる。また、工事により撤去・移設が必要となる可能性のある既存占有物及び想定される関連費用を

以下に示す。これら費用は US$623,000 と想定され、2015 年の DOR 予算$US24million の約 2.6%に

相当し、これら負担額は「ジ」国にとって十分対応可能な規模と考えられる。なお、これら金額は 2018

年、2019 年予算に計上し確保しておく必要がある。 

表 3-3-1 ｢ジ｣国による負担項目及び額の概要 

（単位：US$） 

負担事項 内  容 負担金額 

1 建設関連業者登録 
コンサルタント登録（ECZ）費用建設業

者登録登録（ECZ）費用(各2年想定) 

$15,000

$15,000

2 A/P費用、B/A費用 
支払い授権書（A/P）費用、銀行口座（B/A）

開設料 
$25,000

3 野生動物保護官配置 調査・工事中のレンジャー配置費用 $150,000

4 
電線、電話線、水道管の

移設 

電線（11ｋV, ZESA）、電話線(架空線)、

小口径水道管の移設 
$8,000

5 環境許可証審査料 事業費の0.8%程度想定 $120,000

6 VAT還付金 VAT15%の還付費用 $290,000

合  計 $623,000

出典：調査団 

備考： 既 存 道 路 脇 の 地 中 に 埋 設 さ れ て い る 光 フ ァ イ バ ー 移 設 は 所 有 者 費 用 で 行 わ れ る 。 

ECZ=Engineering Council of Zimbabwe。 現地サブコン活用の場合の還付想定金額は含まず。 

2） キャンプヤードや土捨場用地の確保 

当該道路沿線の、工事用キャンプヤードや土捨場の候補地として、以下に示す場所を検討した。 

- 仮設ヤード想定位置・規模 

工事用ベースキャンプ ： 140m×70m、DOR 維持管理ユニット用地横、始点より

17km ハラレ側. 70x45m サブキャンプ 2 カ所（ツエツエ
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ゲートと公園事務所近く） 

コンクリートプラント ： 30m×70m、始点及び終点近くの 2 カ所 

土捨場 ：終点から道路両側の道路敷内（幅 60m×5000m 程度） 

- 使用期間  ： 約 2 年 

 

 

 

 

 

 

図 3-3-1 キャンプヤード、プラント、土捨場候補地 

(2) 本計画区間沿線住民への事業説明会の実施 

本計画の実施が公式に決定される交換公文の調印後、速やかに沿線住民もしくはその代表者を

集め、工事中の安全管理対策、騒音対策及び施工法等について周知徹底させるため、事業説明会

を実施機関主体で実施することを要望する。 

(3) 交通安全対策 

工事中に交通整理員の指示に従うように、道路利用者への周知徹底を要望する。 

(4) 工事中の不都合の通知の徹底 

工事による通過交通への不都合が多く予想されるため、テレビ、ラジオ、新聞等の広報メディアを

通して、道路利用者に工事中の不都合の通知の徹底を要望する。 

3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

本計画実施後の施設の維持管理に関する以下の業務が必要となる。本計画で採用を予定する、

表面処理舗装は、定期的な維持管理を前提として計画した舗装寿命を達成するタイプであるため、

日常・定期点検と、問題カ所への迅速な早期対応が非常に重要となる。なお、既存道路は、舗装表

面や端部から舗装内部に侵入した水による道路劣化が顕著であることから、特に留意した維持管理

計画と体制の構築が重要である。 

(1) 日常的維持管理 

－ 日常の道路巡回・点検 

－ 恒常的な側溝や排水構造物の清掃・修繕 

－ 路肩部及び側溝部の雑草伐採 

－ 早期路盤補修、道路表面のシーリング・パッチング（穴埋め） 

(2) 定期的維持管理 

－ 路面補修 

－ 路盤補修 

－ 構造物の補修 

Makuti

Hell's Gate 

Chirund

土捨て場候補地 

ベースキャンプ候補地

対象区間 6.5km 
P&W office 

サブキャンプ候補地

出典：調査団 
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現在、上記の維持管理業務は、DORの各州事務所が実施しており、体制上の問題は無い。特に、

損傷部分の早期補修が重要であるため、日常の点検・巡回を十分行うことを要請する。 

3-5 プロジェクトの概略事業費 

3-5-1 協力対象事業の概略事業費 

(1) 日本国側負担経費 

施工・調達業者契約認証まで非公表とする。 

(2) ｢ジ｣国側負担経費 

① 建設業者登録費用 ： US$ 30,000 （約 3.5 百万） 

② A/P、B/A 費用 ： US$ 25,000 （約 2.9 百万） 

③ 野生動物保護官費用 ： US$ 150,000 （約 17.3 百万） 

④ 支障物移設費用 ： US$ 8,000 （約 0.9 百万） 

⑤ 環境許可証審査料 ： US$ 120,000  （約 13.9 百万） 

⑥ VAT 還付金 ： US$ 290,000 （約 33.5 百万） 

合計  US$ 623,000 （約 72.0 百万円） 

備考： ⑥は、現地サブコン活用の場合の還付想定金額は含まず。 

(3) 積算条件 

積算時点は 2017 年 3 月、積算条件は以下のとおりである。 

1) 為替レート 

1 米ドル = 115.63 円 

2) 施工期間 

単年度案件として実施を想定した、実施設計、入札補助及び工事期間は、実施工程に示した

29.5 ヶ月である。 

3) その他 

本プロジェクトは日本の無償資金協力の制度に従い、実施されるものとする。 

3-5-2 運営・維持管理費 

本計画で整備される対象道路に対する、主な維持管理業務は下表に示す日常・定期整備であり、

プロジェクト期間中の維持管理費（年平均換算）の円換算額は約 300 万円と推定される。これは「ジ」

国の 2016 年の年間維持管理予算額約＄6.35million（7 億円）の 0.4％に相当し、この負担額は「ジ」

国にとって十分実施可能な規模と考えられる。 
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表 3-5-1 主な維持管理項目と費用 

（US$1=110 円）  出典：調査団 

形態 サイクル 維持管理内容 仕様 単位 作業量 単価($) 回数 費用（$）

日常 毎年 

パッチング 全舗装面積の1% m2 710 9.08 12 77,400 

路盤補修 全舗装面積の1% m2 710 12.36 12 105,300 

路肩補修 歩道面積の1% m2 140 5.55 12 9,300 

構造物の清掃 構造物延長の5% m 325 1.28 12 5,000 

小計-Ⅰ 15年累計= 197,000 

定期 5年目 

路盤補修 全舗装面積の2% m2 1,420 12.36 3 52,700 

オーバーレイ 全舗装面積の2% m2 1,420 9.08 3 38,700 

路肩補修 歩道面積の2% m2 280 5.55 3 4,700 

構造物の補修 構造物延長の1% m 65 437.00 3 85,200 

小計-Ⅱ 15年累計= 181,300 

日常・定期整備の合計-Ⅲ (=Ⅰ+Ⅱ) 378,300 

運営・管理費 Ⅲの10％ 式 - -  37,830 

合計 416,130 

1年当たり費用 27,742 

3-6 協力対象事業実施に当たっての留意事項 

協力対象事業を円滑に実施し、事業効果を十分に発現・持続させるため「ジ」国側が特に留意す

べき事項は次のとおりである。 

(1) 用地確保、移設、撤去の実施 

本計画の実施が公式に決定される交換公文の調印後、速やか且つ確実な道路・土取り/土捨て

場・工事用キャンプサイト等を含む、プロジェクト関連用地の確保及び支障物件の移設・撤去に対す

る MoTID の対応実施。 

(2) 免税、通関手続きの迅速化 

本計画の実施が公式に決定される交換公文の調印後、速やか且つ確実な免税・通関に関連する

組織・機関への MoTID による働きかけの実施。 

(3) 本計画区間沿線住民への事業説明会の実施 

本計画の実施が公式に決定される交換公文の調印後、速やかに沿線住民もしくはその代表者を

集めて、事業説明会を MoTID 主体で実施する。 

(4) 交通安全 

工事中に交通整理員の指示に従うように、道路利用者へ周知徹底。 

(5) 工事中の不都合の通知の徹底 

工事による通過交通への不都合が予想されるため、ラジオ等の広報メディアを通して、道路利用者

に工事中の不都合の通知の徹底。 
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第 4章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための条件 

4-1-1 事業実施のための前提条件 

本計画実施のための前提条件は次のとおりである。 

  本計画の道路改修を行うために必要となる、既存道路中心から左右各3.5m、幅計7.0mの道路用地

（Right of Way: ROW）の確保。 

  工事用のキャンプサイト用地、プラント設置用地、土取り場用地の無償提供と採掘許可が必要となる。 

  道路工事範囲内の支障物件の移設・撤去は、入札手続き開始前までの完了が必須となる。 

  現在、「ジ」国により進められている、環境許可証の取得が詳細設計・建設工事実施のためのENの前

までに完了している必要がある(現在の想定2018年4月)。 

  工事遅延の原因となる、プロジェクト用調達資機材の通関手続き支援、速やかな免税措置が必要。 

  本計画では、既存道路の交通流を確保した改修工事が想定される。よって、工事中及び工事後の重

大事故防止のため、｢ジ｣国による道路利用者や地域住民への交通安全の啓蒙活動が望まれる。 

  本計画による工事完了後は、道路や構造物の耐用期間を伸ばすため、工事完了後速やかに｢ジ｣国

による維持管理対応が必要となる。 

  維持管理は、日常維持管理や障害物除去、清掃等を実施するとともに、定期点検を確実に行い、道

路及び構造物に損傷が見られた場合は、速やかに適切な補修を行うことが肝要となる。 

  したがって、維持管理および補修に必要となる予算・要員・資機材を確保し、継続的に維持管理を実

施することが条件となる。 

4-1-2 プロジェクト全体計画達成のための外部条件 

事業実施のために満たされる必要のある外部条件を以下に列記する。 

① プロジェクト完了後の舗装ならびに排水施設の適切な維持管理の実施が実施される。 

② 過積載車両の取り締まりが行われる。 

③ 交通安全への啓蒙のため、警察ならびに道路利用者から理解と協力が得られる。 

④ 経済状態の大幅な変動が生じない。 

⑤ 工事中の機材調達や運営資金の「ジ」国での受領が円滑に行われる。 

4-2 プロジェクトの評価 

4-2-1 妥当性 

本プロジェクト実施により、北部地域に居住する住民の利便性向上に寄与すると供に、南北回廊

が位置する、南部アフリカの物流幹線道路網の改善に寄与するものであり、協力対象事業に対して

我が国の無償資金協力で実施することの意義は大きい。また、1 日あたり約 1 件と事故発生率の高い

現状道路に対し、対象区間の速やかな改善により約 3 割程度の事故数低減が見込める。なお、これ

らの成果を長期的に機能させるための施設完成後の維持管理に関しても、｢ジ｣国実施機関のこれま

での実績や今後の取り組みを考慮すると十分に対応可能である。 

① 本計画は、「ジ」国北部地域及び及び南北回廊を利用する内陸諸国への裨益が期待できる。 
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出典：調査団 

② 本計画は、幹線道路輸送ネットワークの強化に寄与し、対象道路区間で現在発生している渋

滞の緩和による社会・経済活動への阻害改善のために有効である。 

③ 急カーブ改善、登坂車線の付加、付帯施設の設置により道路の円滑性と安全性の向上が図ら

れる。 

④ 整備される道路は、運営・維持管理を「ジ」国独自の資金と人材・技術で実施することがで

き、過度に高度な技術を必要としない。 

⑤ 「ジ」国の国家開発計画目標・方針にある、幹線道路網の改善･強化に資する。 

⑥ 環境社会面での負の影響はほとんどない。 

⑦ 我が国の無償資金協力の制度により、特段の困難なくプロジェクトの実施が可能である。 

4-2-2 有効性 

本計画の実施により、対象区間の道路状況が改善され、安全かつ円滑な交通が確保されることか

ら、｢ジ｣国北部の住民及び物流幹線を通過する利用者に対する大きな裨益効果が見込まれる。本件

を実施することにより、期待される効果を以下に示す。 

1) 定量的効果 

① 対象道路区間の整備により、速度の遅い大型車(時速 15km 程度)が登坂車線に分離されること

で、その他車両は時速 60/40km で通過できるよう改善され、通過時間が 19 分程度短縮する。 

② 対象道路区間が整備されることにより、現在の年間事故件数 110 台が 20台に減少する。 

③ 対象区間の年間 50万人以上の旅客と、500万トン程度の貨物の安全で円滑な通行に裨益する。 

表 4-2-1 定量的効果一覧 

指標名 
基準値 

（2016 年実績値） 

目標値（2023 年） 

【事業完成 3 年後】 

交通事故件数（件/年） 110 件 20 件 

対象区間の通行時間（分） 26 分（6.5km 間） 7 分（6.5km 間） 

旅客数（人/年） 51 万人 54 万人 

貨物量（ｔ/年） 430 万トン 480 万トン 

備考： 旅客数・貨物量、事故件数の計測地点・計測方法は以下の通り。 

旅客数は、カロイ・チルンド間での交通量調査を基に、セダン 2 名、Taxi3 名、ミニバス 20 名、大型バス 60 名

乗車で試算。貨物量は、チルンドでの車重実測 452 サンプルより試算（貨物量 4.7～24 トン/台）。事故件数は

マクティの警察署より入手。効果のモニタリングは、目標年に DOR により計測し確認。 

なお、交通事故件数への事業効果目標値の確認に於いては、現在年間 110 件程度発生している

事故は、登坂車線付加、路肩設置、付帯設備の設置などの道路状況の改善により、追い越しや故障

等に起因するものは削減され、運転マナー違反や動物起因等による年間20件程度まで改善されると

考えられる（下表参照）。 

表 4-2-2 対象区間の原因別事故件数 

事故原因別 事故/年 工事後 備考 

速度超過 60 9 本調査中の事故発生状況を考慮（運転マナー起因） 

追い越し 7 0  

故障 5 0  
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出典：調査団 

接近 2 0  

動物 6 3 完全回避は難しいが、視認性向上により半減評価 

判断ミス 11 0  

徐行無視 4 0  

その他 15 8 道路状態改善により、半減評価 

合計 110 20 

2) 定性的効果 

① 急カーブの改善により、交通の安全性・円滑性が向上する。 

② 登坂車線の付加により低速車と標準速度の車両が分離されることで、事故全体の 23%を占める、追

い越しに起因する事故の発生防止が期待でき、安全で円滑な走行が確保される。 

③ 通過時間の短縮により、輸送コストの低減に寄与する。 

④ 道路が整備され、旅客や物流の定時性が確保されること及び周辺の観光地へのアクセスが向上す

ることにより、当国北部地域の発展が促進され、経済活性化及び地域格差の是正に寄与する。 
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資料 1. 調査団員・氏名 

 

担当 氏名 所属 

川原 俊太郎 総括 JICA 国際協力専門員 

古川 正之 計画管理 
JICA 社会基盤・平和構築部 運輸交

通・情報通信グループ 第一チーム 
熊澤 雪絵 計画管理 同上 

森田 秀明 業務主任/交通計画 1 株式会社アンジェロセック 
齋藤 慎英 副業務主任/交通計画 2 株式会社アンジェロセック 
水野 聡士 道路・舗装設計 1 株式会社エイト日本技術開発 
齋藤 亮 道路構造物・排水設計 株式会社エイト日本技術開発 

Panganayi Cleopatra 自然条件調査 株式会社ｵﾘｴﾝﾀﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ 
井澤 徹郎 道路・舗装設計 2 株式会社ｵﾘｴﾝﾀﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾂｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ 
大原 啓 環境社会配慮 株式会社アンジェロセック 

小川 富士夫 施工計画・積算 株式会社アンジェロセック 

 

資料 2. 調査行程 

(1) 第 1 次現地調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Team Leader Planning Coordinator
Chief Consultant
/Road planner

Deputy Chief
/Road planner 2

Road and Pavement
Design

Road and Drainage
Structure

Road and Pavement
Design 2

Natuarl Condition
Survey

Environmental
Examination

Construction Plan
/Cost Estimation

JICA
Mr. S. Kawahara

JICA
Mr. M. Furukawa

Hideaki MORITA Mitsuhide SAITO Satoshi MIZUNO Ryo SAITO Tetsuro IZAWA
Cleopatra

PANGANAYI
Akira OHARA Fujio OGAWA

21 Fri
Tokyo - Singapol

11:10　　17:20

22 Sat
Tokyo - Harare
0:30　　　17:10

Tokyo - Harare
0:30　　　17:10

Tokyo - Harare
0:30　　　17:10

Tokyo - Harare
0:30　　　17:10

Tokyo - Harare
0:30　　　17:10

Sihgapol - Harare
02:10　　　 12:15

Tokyo - Harare
0:30　　　17:10

Tokyo - Harare
0:30　　　17:10

23 Sun 9:00 Internal meeting
9:00 Internal

meeting
Internal meeting Internal meeting Internal meeting Internal meeting Internal meeting Internal meeting

24 Mon EOJ, JICA, DOR EOJ, JICA, DOR EOJ, JICA, DOR DOR Design Dep. DOR Design, Safety Dep. DOR Design, Material Dep. DOR Design, Env. Dep. DOR Design, Cont. Dep. 

25 Tue DOR, inception DOR, inception DOR, inception Move to site Move to site
Local Consultant

Traffic, etc.
Local Consultant

Env.
Local market

recerch

26 Wed Move to site Move to site Move to site Site reconnaissance Site reconnaissance Move to site Move to site Move to site

27 Thr Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance

28 Fri
Unsuitable soil

Deture
Surface Texture, IRI Traffic, Axle load Food, swamp reserch

Accident spot
, safety facility

Investigation control Environment
Unsuitable soil

Deture

29 Sat Slope, Structure Vehicle speed Slope Structure Gradient, Curve (GPS） Investigation control Environment Slope, Structure

30 Sun Internal meeting Internal meeting Internal meeting Internal meeting Internal meeting Internal meeting Internal meeting Internal meeting

31 Mon Related organization Related organization Related organization Structure Existing Pavement Investigation control Environment B/P

1 Tue Related organization Related organization Related organization Structure
Accident spot
, safety facility

Investigation control Related organization Quarry

2 Wed Move to Harare Move to Harare Move to Harare Move to Harare Move to Harare Investigation control Move to Harare Move to Harare

3 Thr
Haneda 00:30  -

Harare 17:15
Haneda 00:30  -

Harare 17:15
Other doner DOR, recipiant task DOR, Standard

Similar structure
example

Similar Pavment Investigation control DOR, Env. Dep. Local Consultant

4 Fri EOJ, JICA, DOR EOJ, JICA, DOR EOJ, JICA, DOR Alt. Plan draft Alt. Plan draft
Similar structure

example
Similar Pavment Move to Harare Related organization Local Contractor

5 Sat Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance Alt. Plan draft Alt. Plan draft Alt. Plan draft Alt. Plan draft Alt. Plan draft Alt. Plan draft Alt. Plan draft

6 Sun Internal meeting Internal meeting Internal meeting Internal meeting Internal meeting Internal meeting Internal meeting Internal meeting Internal meeting Internal meeting

7 Mon
M/D draft
explanation

M/D draft
explanation

M/D draft
explanation

Other doner Alt. Plan draft Alt. Plan draft Alt. Plan draft Alt. Plan draft Alt. Plan draft Alt. Plan draft

8 Tue
Progress

confimation
Progress

confimation
Progress

confimation
Utility agency Alt. Plan draft Alt. Plan draft Alt. Plan draft Alt. Plan draft Alt. Plan draft Alt. Plan draft

9 Wed
M/D draft
discussion

M/D draft
discussion

M/D draft
discussion

Progress
confimation

Progress
confimation

Progress
confimation

Progress
confimation

Progress
confimation

Progress
confimation

Progress
confimation

10 Thr
M/D singing

EOJ, JICA report
M/D singing

EOJ, JICA report
M/D singing

EOJ, JICA report
M/D singing

EOJ, JICA report
M/D draft
discussion

Data correction Data correction Investigation control Data correction Data correction

11 Fri
M/D signing reserve

Harare 19:00 -
M/D signing reserve

Harare 19:00 -
Utility agency

M/D signing reserve
Harare -

19:00
Data correction

Harare -
19:00

Harare -
19:00

Harare - Johanne.
07:20     9:00

Harare -
19:00

Harare -
19:00

12 Sat - Haneda 2245 - Haneda 2245 Internal meeting
- Tokyo
22:45

Internal meeting
- Tokyo
22:45

- Tokyo
22:45

Singapol - Tokyo
08:05       15:35

- Tokyo
22:45

- Tokyo
22:45

13 Sun
Harare -

19:00
Harare -

19:00

14 Mon
- Tokyo
22:45

- Tokyo
22:45

11

MM/DD
2016

10
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(2) 第 2 次現地調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 第 2_2 次現地調査 (4) 第 3 次現地調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Chief Consultant
/Road planner

Deputy Chief
/Road planner 2

Road and Pavement Design Road and Drainage Structure Road and Pavement Design 2 Natuarl Condition Survey Environmental Examination
Construction Plan
/Cost Estimation

Hideaki MORITA Mitsuhide SAITO Satoshi MIZUNO Ryo SAITO Tetsuro IZAWA Cleopatra PANGANAY Akira OHARA Fujio OGAWA

3 Fri Tokyo - 

4 Sat Abitioan - Harare  - Harare

5 Sun Data correction Data correction

6 Mon Data correction Data correction

7 Tue Move to site Move to site

8 Wed Site reconnaissance Site reconnaissance

9 Thr Move to Harare Move to Harare

10 Fri Data correction
Consultation with local

contractors

11 Sat Tokyo - Harare Tokyo - Harare Tokyo - Harare Tokyo - Harare Data correction Data correction Tokyo - Harare

12 Sun Internal meeting Internal meeting Internal meeting Internal meeting Internal meeting Internal meeting Internal meeting

13 Mon EOJ, JICA, DOR EOJ, JICA, DOR EOJ, JICA, DOR EOJ, JICA, DOR EOJ, JICA, DOR EOJ, JICA, DOR Procurement survey

14 Tue
Consultation with

relevant departments
Consultation with

relevant departments
Consultation with

relevant departments
Consultation with

relevant departments
Consultation with

relevant departments
Consultation with

relevant departments
Procurement survey

15 Wed Move to Chirundu Move to Chirundu Move to Chirundu Move to Chirundu Move to Chirundu Move to Chirundu Move to Chirundu

16 Thu Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance

17 Fri Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance

18 Sat Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance

19 Sun Move to Harare Move to Harare Move to Harare Move to Harare Move to Harare Data Organization Move to Harare

20 Mon
Consultation with local

contractors
Consultation with local

contractors
Consultation with local

contractors
Consultation with local

contractors
Consultation with local

contractors
Site reconnaissance Procurement survey

21 Tue
Consultation with local

contractors
Consultation with local

contractors
Consultation with local

contractors
Consultation with local

contractors
Consultation with local

contractors
Site reconnaissance Tokyo - Harare Procurement survey

22 Wed
Technical Note

discussion
Technical Note

discussion
Technical Note

discussion
Technical Note

discussion
Technical Note

discussion
Site reconnaissance

Technical Note
discussion

Procurement survey

23 Thu
Technical Note singing

EOJ, JICA report
Technical Note singing

EOJ, JICA report
Technical Note singing

EOJ, JICA report
Consultation with local

contractors
Harare - Abitioan Site reconnaissance

Consultation with local
contractors

Consultation with local
contractors

24 Fri Harare -
Consultation with local

contractors
Consultation with local

contractors
Consultation with local

contractors
Site reconnaissance

Consultation with local
contractors

Consultation with local
contractors

25 Sat  - Tokyo Move to Chirundu Move to Chirundu Move to Chirundu Site reconnaissance Move to Chirundu Move to Chirundu

26 Sun Internal meeting Internal meeting Internal meeting Internal meeting Internal meeting Internal meeting

27 Mon Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance

28 Tue Move to Harare Move to Harare Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance Move to Harare

1 Wed
Consultation with local

contractors
Harare - Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance

Consultation with local
contractors

2 Thu Move to Bate Bridge  - Tokyo Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance Move to Bate Bridge

3 Fri Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance

4 Sat Move to Harare Site reconnaissance Site reconnaissance Site reconnaissance Move to Harare

5 Sun Data Organization Move to Harare Move to Harare Move to Harare Data Organization

6 Mon
Consultation with local

contractors
Consultation with local

contractors
Consultation with local

contractors
Consultation with local

contractors
Procurement survey

7 Tue
Consultation with local

contractors
Consultation with local

contractors
Consultation with local

contractors
Consultation with local

contractors
Procurement survey

8 Wed
Consultation with local

contractors
Consultation with local

contractors
Consultation with local

contractors
Consultation with local

contractors
Consultation with local

contractors

9 Thu
Consultation with local

contractors
Consultation with local

contractors
Consultation with local

contractors
Consultation with local

contractors
Consultation with local

contractors

10 Fri
Consultation with local

contractors
Consultation with local

contractors
Consultation with local

contractors
Consultation with local

contractors
Consultation with local

contractors

11 Sat Data Organization Harare - Data Organization Harare - Harare -

12 Sun Internal meeting  - Tokyo Internal meeting  - Tokyo  - Tokyo

13 Mon EOJ, JICA report EOJ, JICA report

14 Tue Harare - Data Organization

15 Wed  - Tokyo Harare -

16 Thu  - Tokyo

MM/DD
2017

Feb

Mar

Chief Consultant
/Road planner

Environmental Examination

Hideaki MORITA Akira OHARA

3 Sat
Tokyo - Harare
0:30　　　17:10

13 Sat
Tokyo - Harare
0:30　　　17:10

4 Sun Internal meeting 14 Sun Internal meeting

5 Mon Meeting with DOR 15 Mon Meeting with DOR

6 Tue
Meeting with related

Authority
16 Tue

Meeting with related
Authority

7 Wed
Meeting with related

Authority
17 Wed

Meeting with related
Authority

8 Thr
Meeting with related

Authority
18 Thr

Meeting with related
Authority

9 Fri Meeting with DOR 19 Fri Meeting with DOR

10 Sat
Harare -

19:00
20 Sat

Harare -
19:00

11 Sun
- Tokyo
22:45

21 Sun
- Tokyo
22:45

5

MM/DD
2017

6

MM/DD
2017

Team Leader
Planning

Coordinator
Project

Management
Chief Consultant
/Road planner 1

Road and Pavement
Design

JICA Mr. Kawahara
JICA

Ms. Kumazawa
JICA Mr. Ide Hideaki MORITA Satoshi MIZUNO

20 Sat 18:35 Dep. Narita

21 Sun 12:35 Arrive Harare
0:30 Tokyo - 17:15

Harare
0:30 Tokyo - 17:15

Harare

22 Mon

23 Tue

24 Wed

25 Thu

26 Fri

27 Sat

28 Sun 14:40 Depart Zim 22:45 Arr. Tokyo 22:45 Arr. Tokyo

29 Mon

22:00 Dep. Narita

17:15 Arrive Harare

13:35 Depart Zim

* 9:00 Meeting with JICA Zimbabwe,  *11:00 Coutresy call to EOJ,  *14:30 Meeting with DoR

* 9:00 Meeting with DoR,  *14:30 Meeting with ZIMRA

* Signing of M/D,  * Report to EoJ (Afternoon)  /JICA Zimbabwe

 Site visit North-South Corridor

 Site visit North-South Corridor

2018

1

* 9:00 Meeting with DoR,   *14:30 Meeting with MoFED
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資料 3. 関係者（面談者）リスト 

本調査のカウンターパートである DOR および本調査期間中に面会した関係者を以下に

示す。 
運輸インフラ開発省 （Ministry of Transport and Infrastractural Development, MoTID） 

Joram M. Gumbo Minister 
Munesu Munodawafa Permanent Secretary 

道路局 （Department of Road, DOR, MoTID） 

M. E. Gumbie Principal Director 
Theodius K. Chinyanga Director of Operation 
M. Ruwende Director of Design 
Irene. D. Michael Director of Planning 
Tafara Design and Pavement Engineer 
Paliray Material Engineer 
Noel Structure Engineer 
Chimka Environmental Expert 
Muzim Misheck Planning & Transportation Technician 
Mungli Deputy Provincial Road Engineer, Mash West Province 
Mr. Nyikadzino Chief Laboratory Engineer 
A. Chigwereve Chief Maintenance Engineer 

財務経済省（Ministry of Finance ane Economic Development, MoFED） 

M. Makuwaza Director of international cooperation 
Forbes Kanogwere Chief Economist 
Sharon Timbe Senior Economist 
M. Chinganbo Principal Accountant 
D. Musimba Prinsipal Economist 
Samuel Phiri Prinsipal Economist, PSIP 
J. W. Pfunye Deputy Director, PSIP 
F. Ngorora Director, PSIP 

環境省 （Ministry of Environment, Water and Climate, MEWC） 

Abu. Z. Matiza Director 
Ruzengwe Manatsa Water Dep. Expert 
Nadidzano Kudzai Climate Change Dep. Expert 

環境管理局 （Environment, Management Agency (EMA), MEWC） 

Nando Ntandokamlimu Expert 
公園及び野生動物管理局 （Parks and Wildlife Management Authority, MEWC） 

I. Tentendaupenyu  Principal Ecologist 
R. Chikerema Chief Ecologist 

アフリカ開発銀行 （AfDB） Master Plan Team 

Amos Ditima Senior Economist 
環境コンサルタント （EIA Consultant team for DOR） 

B. Nhachi Environmental Expert 
在ジンバブエ日本大使館 （Embassy of Japan） 

平石 好伸 特命全権大使 

綱掛 太秀 参事官 

宮川 健二 1等書記官 

石田 真左 派遣専門員 

JICA ジンバブエ支所 (JICA Zimbabwe Office) 

吉新 主門 所長 
柏原 栄 事務所所員 
大地田 清佳 事務所所員 
北村 義則 JICA 専門家（MoFED 所属） 
Jamese Nyahunde 事務所所員 

JICA 南アフリカ事務所 (JICA South Africa Office) 

関 智宏 所長 
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資料 4. 討議議事録（M/D) 

(1) 第 1 次現地調査時 
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(2) 第 3 次現地調査時 
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資料 5. （「ジ」国と取り交わした技術覚書（Technical Note）） 

5/June/2017 

Memorandum of Technical Note 

The criteria shown below in highway designing were agreed by DOR and JICA Survey Team for the 
Project for improvement of road section along the northern part of the North-South Corridor in the 
Republic of Zimbabwe 

Design Items Units Proposed Design Parameter 
Design Speed (D/S) Km/hr 60 [few spot 40] 
Right of Way Width M 70 
No. of Lanes No. 2 
Lane Width M 3.5 
Shoulder Width M 2.5 paved 
Climbing Lane Width M 3.5 
Crossfall on Carriageway % 2.5 
Crossfall on Shoulder % 2.5 
Minimum Radius of Horizontal Curve M D/S60=100, D/S40=50 (Absolute) 
Maximum Superelevation % 10 
Stopping Sight Distance M 80 
Fill Slope Soil Angle 1:1.5～4.0 (by slope height) 

Cut Slope Rock Angle 1:0.3～0.5 (by rock type) 
Other than Rock Angle 1:1.0 

Pavement Design Life Year 15 
Pavement Type - Carriageway: DBST, Shoulder: SBST 
Drainage (design return period) Year Minor culvert:5years, Major Culvert:20years 

Note: [ ]= Minimum value, DBST= Double Bituminous Surface Treatment, SBST= Single Bituminous Surface Treatment. 

Remarks:  
1) Existing ROW (Right of Way) 

ROW = Karoi-Chirundu 70m (35m both side from existing road center (Harare-Lion’s Den 140m (70m both side) 
2) Proposed Road Section 

Project section will be adopted to the selected plan B (From Hell’s Gate toward to Makuti continuously, refer to the 
JICA survey team letter, ZM/JPRE/2016/DEC/01, dated 28/Dec./2016, and MoTID reply letter on 25 Jan. 2017) 

3) Specific Features 
- Safety facilities = Rumble strip, sand barrier, delineator, sign board, guard rail, etc. will be considered 
- Parking Area = Parking area will be considered for car stopping/parking along the road. 

4) Other Consideration 
- Adequate material source shall be secured (ZPC stone quarry (66km away from Makuti) will be used for project 
 cost estimate). 
- Adequate camp site area, disposal area (for demolished structures and construction waste) shall be secured. 
- Removal and Relocation of existing facilities within ROW (electric line, water pipe, telephone line, Fiber cable,  
sign board, etc.) required before the contractor’s pre-qualification (PQ, expected by Sep. 2018). 

 
 
 
    
Eng. M. E. Gumbie H. MORITA 
Principal Director, DOR Chief Consultant of JICA Survey Team 
MoTID, Zimbabwe INGÉROSEC Corporation, JAPAN 



 

A-75 

 
 

 

 

 



 

A-76 

資料6. 環境社会配慮モニタリングフォーム 

Draft Environmental Monitoring Form 
1. Planning Phase (Detailed Design D/D): 
(1) Response to conditions required from EIA 

Condition required  Response 

  

  

  

  

  

 
(2) Measures for preventing accidents with wild animals 

Measure Design specification 

  

  

  

  

  

 

2. Construction Phase: 
(1) Response to conditions required from EIA 

Condition required  Response 

  

  

  

  

  

 
(2) Compliance with legislation concerning extraction of construction materials (soil, sand, and 

gravel, water) 

Item Location Authorization required 
Approval status 

(Yes / No) 

Borrow pit for soil  Ministry of Mines and Mining 
Development, EMA, etc.  

Sand pit  Ministry of Mines and Mining 
Development, EMA, etc. 

 

Quarry  Ministry of Mines and Mining 
Development, EMA. etc  

Water  Zimbabwe National Water  
Authority (ZINWA)  
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(3) Residual soil treatment 

Item Location Authorization 
required 

Approval status 

(Yes / No) 

Measures for 
prevention of 
dust and soil 

erosion 

Implementation 
status 

Soil 
dumping 

site 
 

Parks and 
Wildlife 
Management 
Authority, EMA, 
etc. 

   

 
(4) Measures for prevention of dust in the atmosphere during construction works 

Item 
Referred 
contract 
article  

Measures for prevention of dust Implementation status 

Dust    

 
(5) Safety measures (transportation routes, times, etc.) 

Item 
Referred 
contract 
article  

Safety Measures Implementation status 

Working 
hours    

Traffic control    

Material 
transportation    

Protect people 
from 

dangerous 
works 

   

Protect 
workers from 
wild animals 

   

 
(6) Wastes management 

Item 
Referred 
contract 
article  

Measures for waste treatment Implementation status 

Solid waste    

Wastewater    

Hazardous 
waste    
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3. Operational Phase: 
(1) Response to conditions required from EIA 

Condition required  Response 

  

  

  

  

  

 
(2) Number and type of accidents 

Year  Month  

Date / 
Time 

Accident 
Type Location Vehicle Type Cause 

Number of 
death / injured 

people 
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資料 7. その他資料・情報（概略設計図） 

 

概略設計図リスト 

項 目 図面内容 図面枚数 

1 道路標準横断図、道路平面・縦断図 11 

2 排水施設構造図 11 

3 付帯施設構造図 12 
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A-83 



 

A-84 



 

A-85 
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A-88 



 

A-89 



 

A-90 



 

A-91 



 

A-92 



 

A-93 



 

A-94 



 

A-95 



 

A-96 



 

A-97 



 

A-98 



 

A-99 



 

A-100 



 

A-101 



 

A-102 



 

A-103 



 

A-104 



 

A-105 



 

A-106 



 

A-107 



 

A-108 



 

A-109 



 

A-110 



 

A-111 



 

A-112 
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